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■ 平成２３年度 薩摩川内市の当初予算

第１　編成方針

第２　各会計別歳入歳出予算額

（単位：千円）

888,190 314,410
42,440 632,910

581,070 18,440
259,920 12,002,700
407,650 905,910
15,250 9,652,100

1,221,960 1,026,070

（単位：千円）

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

簡 易 水 道 事 業

温 泉 給 湯 事 業

《 公 営 企 業 会 計 》

特 別 会 計 小 計

公 共 下 水 道 事 業

天辰第一地区土地区画整理事業

漁 業 集 落 排 水 事 業

　国は，「新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定）」を着実に推進するととも
に，「財政運営戦略・中期財政フレーム（平成２２年６月２２日閣議決定）」に定めた
財政規律の下に，成長と雇用拡大を実現するとの基本的考え方により，平成２３年度予
算を編成。急速な円高の進行等の厳しい経済情勢にスピード感を持って対応し，デフレ
脱却と景気の自律的回復に向けた道筋を確かなものとするため，新成長戦略の本格実施
を図ることとしている。

　このような中，本市において平成２３年度は，「総合計画下期基本計画」を着実に推
進する年であり，平成２７年度以降における地方交付税の合併特例措置の段階的縮減や
国庫補助負担金の一括交付金化等の動きを踏まえ，優先的な事業展開を図るため，地域
力再生，都市力創出，交流活力創出，市政改革からなる一体化躍動プラン展開のための
戦略テーマに沿って，

　①　ゴールド集落の再生活動支援
　②　子育てしやすい環境づくりの推進
　③　交通通信体系整備による地域格差の解消
　④　社会基盤の計画的維持・整備
　⑤　シティセールスによる観光・交流人口の増大
　⑥　安定した産業（農林・畜産・水産・商工）経営の推進と，新たな地域雇用の創出
　
の６項目を重点項目として設定し，徹底した歳出の見直しや制度内の弾力的な財源調整
手法により，必要な政策分野の財源を確保し，中長期的な視点に立った財政健全化と計
画的な施策展開の両立を図ることを目指して，予算編成を行った。

51,420,000 一 般 会 計

特

別

会

計

《一般会計・特別会計》

川内駅周辺地区土地区画整理事業

農 業 集 落 排 水 事 業

介 護 保 険 事 業浄 化 槽 事 業

入来温泉場地区土地区画整理事業

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

国民健康保険直営診療施設勘定

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

27,969,020 
合 計 79,389,020 

水　　　道　　　事　　　業

1,004,010 

1,262,464 
1,186,197 

180,331 

工　業　用　水　道　事　業

自　動　車　運　送　事　業

102,776 
102,573 

230 
22,624 

35,165 
29,171 

0 
5,565 
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第３ 　一般会計歳入歳出予算構成表

 １  歳　入 （単位：千円，％）

科　　目
２３年度

当初予算額
構成比 主 な も の

1 市 税 10,675,336 20.8
市民税 (個人分) 2,838,119　 (法人分）670,515
固定資産税　6,100,528　軽自動車税　215,222
市たばこ税　467,672　使用済核燃料税　363,750

2 地 方 譲 与 税 564,600 1.1 地方揮発油譲与税　150,000　自動車重量譲与税　410,000
特別とん譲与税　4,600

3 利子割交付金 21,000 0.0

4 配当割交付金 1,600 0.0

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

1,000 0.0

6
地 方 消 費 税
交 付 金 800,000 1.5

7
ゴ ル フ 場
利用税交付金

30,000 0.1

8
自動車取得税
交 付 金

85,000 0.2

9
国有提供施設等
所 在 市 町 村
助 成 交 付 金

13,500 0.0

10 地方特例交付金 160,000 0.3  

11 地 方 交 付 税 17,030,000 33.1 普通交付税　15,330,000  特別交付税　1,700,000

12
交通安全対策
特 別 交 付 金

17,000 0.0

13
分 担 金 及 び
負 担 金

551,507 1.1
農業土木費分担金　1,615　農林水産施設災害復旧費分担金　2,905
社会福祉費負担金　1,932  老人福祉費負担金　80,603
児童福祉費負担金　459,454  日本スポーツ振興センター掛金　3,748

14
使 用 料 及 び
手 数 料

780,878 1.5 道路橋梁使用料　39,580　住宅使用料　415,855
都市計画使用料　42,350　総務手数料　55,096　衛生手数料 54,771

15 国 庫 支 出 金 7,157,984 13.9

社会福祉費負担金　784,873　児童福祉費負担金　2,736,794
生活保護費負担金　1,226,748
公共土木災害復旧費負担金　284,628
総務管理費補助金　105,345　電源立地地域対策交付金　883,804
児童福祉費補助金　59,064　保健衛生費補助金　100,739
環境費補助金　295,079　道路橋梁費補助金　73,700
都市計画事業費補助金　178,872　公園緑地事業費補助金　65,000

16 県 支 出 金 3,945,959 7.7

社会福祉費負担金　372,371　児童福祉費負担金　676,088
国民健康保険医療助成費負担金　262,518
後期高齢者医療助成費負担金　272,484
電源立地地域対策交付金（周辺分） 179,706　（移出県分）150,000
社会福祉費補助金　181,512  児童福祉費補助金　482,018
農業費補助金　286,659　林業費補助金　134,493
労働諸費補助金　207,068　徴収費委託金　114,000

17 財 産 収 入 231,706 0.5 土地建物貸付収入　150,932　利子及び配当金　21,000
立木売払収入　10,000　物品売払収入　49,196

19 繰 入 金 3,286,786 6.4
財政調整基金繰入金　1,450,000　減債基金繰入金　300,000
地方拠点都市事業推進基金繰入金　200,000
鹿島村建設基金繰入金　422,676　コミュニティ基金繰入金　217,799

20 繰 越 金 800,000 1.6 純繰越金

21 諸 収 入 564,744 1.1
地域総合整備資金貸付金元金収入　16,000
住宅資金貸付金元利収入　22,860　道路事業受託事業収入　40,000
都市計画事業受託事業収入　46,500　雑入　432,970

22 市　　　 債 4,701,400 9.1
 臨時財政対策債 2,200,000 4.3

合　　　計 51,420,000 100.0

循環型社会形成推進施設事業債　988,600
都市計画事業債　139,000　消防防災施設整備事業債　869,300
現年公共災害復旧事業債　146,100
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２　歳　出（目的別）

（単位：千円，％）

２３年度
当初予算額

構成比 主 な も の

1 議 会 費 446,457       0.9 議会活動費　349,658　議会管理費　96,799

2 総 務 費 7,705,652    15.0

総務一般管理費　2,701,293
市民まちづくり公社費　229,000
財産一般管理費　1,070,898　情報管理費　319,918
庁舎管理費　245,803　コミュティ推進費　575,438
税務一般管理費　512,789
戸籍住民基本台帳費　247,748

3 民 生 費 12,818,958  24.9

障害者（児）自立支援事業費　1,448,000
介護保険対策費　1,606,501
児童扶養手当福祉費　492,000
子ども手当福祉費　2,237,413
保育所運営費　2,194,677　生活保護費　1,635,665

4 衛 生 費 7,827,057    15.2

保健衛生一般管理費　682,626
子ども医療費助成費　326,307
感染症等予防費　356,101
国民健康保険対策費　997,776
後期高齢者医療対策費　1,665,033
クリーンセンター管理費　531,877
汚泥再生処理センター施設整備費　1,483,850

5 労 働 費 261,361       0.5
労働者福祉対策費 34,675
勤労者福祉施設管理費 19,618
緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 93,964
ふるさと雇用再生特別基金事業費 113,104

6 農林水産業費 2,623,833    5.1
農業総務費 389,833　農業振興育成事業費 124,487
園芸振興育成事業費 212,447
畜産振興育成事業費 289,846
農業集落排水費 175,984　漁業集落排水費 164,251

7 商 工 費 1,031,866    2.0
商工総務費 156,987　商工振興費 142,027
バス運行対策事業費 124,914
観光費 180,135　観光施設管理費　176,180
シティセールス推進費 104,595

8 土 木 費 5,046,465    9.8

土木総務費 254,859　道路維持費 493,900
一般道路整備事業費　543,269
横馬場田崎線整備事業費　371,723
土地区画整理総務費　1,458,662
公共下水道費　362,890　住宅管理費 315,887

9 消 防 費 2,668,486    5.2
常備消防一般管理費　1,217,789
非常備消防一般管理費　162,261
災害予防応急対策費　112,692
防災行政無線通信施設設備整備費　867,597

10 教 育 費 3,836,329    7.5

事務局管理費　541,328　小学校管理費　504,563
中学校管理費　227,217　幼稚園管理費　286,026
社会教育管理費　233,465
少年自然の家管理費　120,993　体育施設管理費　91,686
給食センター管理費　284,978

11 災 害 復 旧 費 669,332       1.3
現年公共農林水産施設災害復旧事業費　155,308
現年単独農林水産施設災害復旧事業費　33,965
現年公共土木災害復旧事業費　417,159

12 公 債 費 6,310,536    12.3 長期債償還元金　5,464,864
長期債償還利子　844,972

13 諸 支 出 金 123,668       0.2 水道事業費　40,276
自動車運送事業費　83,000　工業用水道事業費　392

14 予 備 費 50,000         0.1

51,420,000 100.0   

科 目

合 計
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３　歳　出（性質別）

（単位：千円，％）

２３年度
当初予算額

構成比 主 な も の

10,508,048   20.4 議員報酬等　329,435
一般職員給　9,224,045

6,173,447     12.0
庁舎管理費　178,961  情報管理費　161,035
一般廃棄物処理費　322,969　感染症等予防費　350,203
クリーンセンター管理費　265,593
小学校管理費　236,920  給食センター管理費　218,458

1,068,250     2.1 クリーンセンター管理費　192,428  道路維持費　493,299
住宅管理費　63,336　小学校管理費　76,123

9,525,394     18.5

障害者（児）自立支援事業費　1,488,000
老人措置費　440,580
児童扶養手当福祉費  492,000
子ども手当福祉費　2,237,413
保育所運営費　2,185,359　生活保護費　1,635,665

3,938,932     7.7

市民まちづくり公社運営補助金　229,000
自治会運営補助金　105,497
社会福祉協議会運営費補助金　161,673
延長保育促進事業補助金　160,300
後期高齢者医療広域連合負担金　1,240,349
提案公募型補助金 11件　7,591

31,214,071   60.7

補 助 3,776,225     7.3
児童福祉施設整備費　293,486
小型合併処理浄化槽整備補助事業費　179,338
汚泥再生処理センター施設整備費　1,397,201
横馬場田崎線整備事業費　371,723

単 独 2,684,512     5.2
情報管理費　158,683　市単土地改良事業費　137,000
一般道路整備事業費　477,569
総合運動公園整備事業費　104,243
防災行政無線通信施設設備整備費　867,597

負 担 金 194,996        0.4
農業施設県営事業負担金　91,778
橋梁新設改良事業費　7,438
港湾県営事業負担金　80,000

小 計 6,655,733     12.9

補 助 593,967        1.2
現年公共農林水産施設災害復旧事業費　155,308
過年公共農林水産施設災害復旧事業費　16,500
現年公共土木災害復旧事業費　417,159

単 独 75,365          0.1 現年単独農林水産施設災害復旧事業費　33,965
現年公用・公共施設災害復旧事業費　22,600

小 計 669,332        1.3

7,325,065     14.2

6,310,536     12.3 長期債償還元金　5,464,864　長期債償還利子　844,972

1,369,040     2.7
財政調整基金積立金　412,633
市有施設保全基金積立金　618,351
市民活動支援基金積立金　332,033

34,251          0.1 水道事業会計出資金　18,431

3,100            0.0 甑島地域医療従事者等奨学資金貸付金　3,100

5,163,937     10.0

介護保険事業特別会計繰出金　1,270,394
国民健康保険直営診療施設勘定特別会計繰出金　335,271
国民健康保険事業特別会計繰出金　862,798
後期高齢者医療事業特別会計繰出金　363,313
天辰第一地区土地区画整理事業特別会計繰出金　788,206
公共下水道事業特別会計繰出金　362,890

6,570,328     12.8

51,420,000   100.0   

貸 付 金

繰 出 金

性 質 区 分

消

費

的

経

費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

計

計

合 計

投

資

的

経

費

普

通

建

設

災

害

計

公 債 費

そ

の

他

積 立 金

出 資 金
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４  自主・依存財源別
 　　　（単位：千円，％）

区 分 平２ ３ （ 当初） 構 成 比 平２ ２ （ 当初） 構 成 比 増 減 伸 率

自 主 財 源 16,890,957  32.8 15,206,099  30.5 1,684,858 11.1

依 存 財 源 34,529,043  67.2 34,673,901  69.5    144,858  0.4

合 計 51,420,000  100.0 49,880,000  100.0 1,540,000 3.1

５  特定・一般財源別
   　　　（単位：千円，％）

区 分 平２ ３ （ 当初） 構 成 比 平２ ２ （ 当初） 構 成 比 増 減 伸 率

特 定 財 源 17,240,179  33.5 16,552,964  33.2 687,215 4.2

一 般 財 源 34,179,821  66.5 33,327,036  66.8 852,785 2.6

合 計 51,420,000  100.0 49,880,000  100.0 1,540,000 3.1

６  継続費

７  債務負担行為

スポーツ交流研修センター整備事業 ４７５，０００千円

定住促進補助

軽自動車税納税通知書作成等業務委託

３２，６００千円

薩摩川内市国際交流センター及び薩摩川内市
産業振興センターの指定管理者の指定管理料
外１１３件

指定管理者との協定で定める管理
費用

特別農協有牛預託事業資金利子補給 ６，０００千円

７３，０１３千円借上型地域振興住宅事業

中郷五代線用地取得 １，５００，０００千円

２１，６００千円

農業者が経営安定の為に融資機関
から融資を受けた額の利子補給額

農業者が経営安定の為に融資機関
から融資を受けた額の利子補給額

１，９７１千円

甑島地域医療従事者等奨学資金貸与事業

農業経営基盤強化資金利子助成

農業近代化資金利子補給

市民税・県民税納税通知書作成等業務委託 ２，８００千円
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■　一般会計当初予算額比較表 （　参　考　）

１　歳　入　
※太字は構成比 (単位：千円，％）

２３年度当初２２年度当初
予算額（Ａ）予算額（Ｂ）

3,508,634   3,489,833   
6.8 7.0

6,100,528   6,086,136   
11.9 12.2

467,672      498,572      
0.9 1.0

使 用 済 363,750      351,250      
核 燃 料 税 0.7 0.7

234,752      236,488      
0.5 0.5

10,675,336 10,662,279 
20.8 21.4

15,330,000 14,500,000 
29.8 29.1

1,700,000   1,800,000   
3.3 3.6

17,030,000 16,300,000 
33.1 32.7

564,600      654,600      
1.1 1.3

21,000        28,000        
0.0 0.1

1,600          1,900          
0.0 0.0

1,000          1,000          
0.0 0.0

800,000 900,000
1.5 1.8

30,000        30,000        
0.1 0.1

85,000        100,000      
0.2 0.2

13,500        13,500        

0.0 0.0
160,000      167,000      

0.3 0.3
29,382,036 28,858,279 

57.1 57.9
17,000        17,000        

0.0 0.0
551,507      647,871      

1.1 1.3
780,878      784,624      

1.5 1.6

7,157,984   7,045,612   

13.9 14.1

3,945,959   3,740,789   

7.7 7.5

231,706      216,337      
0.5 0.4

3,286,786   1,399,503   
6.4             2.8             

800,000      1,000,000   
1.6 2.0

4,701,400   5,674,500   
9.1 11.4

2,200,000   2,357,000   
4.3 4.7

51,420,000 49,880,000 
100.0 100.0

合 計 1,540,000 3.1

市 債  973,100  17.1 循環型社会形成推進施設事業債　△513,200
観光施設整備事業債　△85,000
都市計画事業債　△200,200
消防防災施設整備事業債　332,600
中学校建設事業債　△212,000

臨 時 財 政 対 策 債  157,000  6.7

繰 越 金  200,000  20.0

564,744      495,485      
1.1             

諸 収 入 69,259 14.0
預金利子　△3,050　住宅資金貸付金元利収入　△6,243
道路事業受託事業収入　40,000
都市計画事業受託事業収入　△16,500　雑入　55,352

繰 入 金 1,887,283 134.9

財政調整基金繰入金　495,500
減債基金繰入金　300,000
鹿島村建設基金繰入金　400,811
コミュニティ基金繰入金　173,711
市有施設保全基金繰入金　167,380

県 支 出 金 205,170 5.5

市町村合併特例交付金　△32,000
児童福祉費補助金　251,158　介護保険事業費補助金　104,639
農業費補助金　86,274　林業費補助金　△73,282
水産業費補助金　△70,750　労働諸費補助金　46,292
総務管理費委託金　△53,724　選挙費委託金　△22,343

財 産 収 入 15,369 7.1 土地建物貸付収入　820　利子及び配当金　△2,690
立木売払収入　2,000　物品売払収入　15,166

使 用 料 及 び 手 数 料  3,746  0.5 総務使用料　△2,923　商工使用料　1,913
住宅使用料　△3,706　社会教育使用料　△2,543

国 庫 支 出 金 112,372 1.6

社会福祉費負担金　58,962　児童福祉費負担金　336,507
生活保護費負担金　85,518　総務管理費補助金　28,202
電源立地地域対策交付金　165,804
保健衛生費補助金　97,297　環境費補助金　△371,595
都市計画事業費補助金　94,172
公園緑地事業費補助金　△37,000　小学校費補助金　△90,868
中学校費補助金　△187,199　社会教育費委託金　△31,352

交 通 安 全 対 策 0 0.0
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金  96,364  14.9 農業土木費分担金　△3,086
児童福祉費負担金　△92,489

地 方 特 例 交 付 金  7,000  4.2

計 523,757 1.8

国 有 提 供 施 設 等
0 0.0所 在 市 町 村

助 成 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 0 0.0
交 付 金
自 動 車 取 得 税  15,000  15.0
交 付 金

株 式 等 譲 渡 0 0.0
所 得 割 交 付 金
地 方 消 費 税  100,000  11.1
交 付 金

利 子 割 交 付 金  7,000  25.0

配 当 割 交 付 金  300  15.8

730,000 4.5

地 方 譲 与 税  90,000  13.7 地方揮発油譲与税　△90,000

交

付

税

普 通 交 付 税 830,000 5.7

特 別 交 付 税  100,000  5.6

小 計

そ の 他  1,736  0.7 軽自動車税　139　入湯税　△1,875

小 計 13,057 0.1

市 た ば こ 税  30,900  6.2

12,500 3.6

0.5 個人分　△161,961　法人分　180,762

固 定 資 産 税 14,392 0.2 家屋　15,964

1.0             

科 目
増減額

増減率 増　減　の　主　な　も　の
(Ａ)－(Ｂ)

一

般

財

源

市

税

市 民 税 18,801
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２　歳　出（目的別）

※太字は構成比 （単位：千円，％）

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

446,457         341,839         議会活動費 　107,586

0.9                 0.7                 議会管理費 　△2,968

総務一般管理費　△40,734　庁舎管理費　47,244

7,705,652      6,965,375      財産一般管理費　510,840　

15.0               14.0               コミュニティセンター施設設備整備費　△138,960

コミュニティ推進費　371,780　固定資産評価事業費　△37,444　

社会福祉管理運営費　△26,349

障害者（児）自立支援事業費　122,000

12,818,958    11,847,419    介護保険対策費　279,128　児童福祉施設整備費　168,764

24.9               23.7               児童手当福祉費　△139,920　子ども手当福祉費　375,878　

生活保護費　114,025

保健衛生一般管理費　81,244　子ども医療費助成費　33,311

感染症等予防費　224,776

7,827,057      8,254,725      後期高齢者医療対策費　59,953　

15.2               16.5               クリーンセンター施設設備整備費　25,000　

汚泥再生処理センター施設整備費　△840,362

261,361         210,431         緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費　1,130

0.5                 0.4                 ふるさと雇用再生特別基金事業費　45,162

園芸振興育成事業費　154,473　畜産振興育成事業費　67,783

2,623,833      2,609,840      農業施設県営事業負担金　△25,620　

5.1                 5.2                 維持管理適正化事業費　△20,159　

林業振興育成費　△67,733　漁港施設整備事業費　△98,194　　　

商工振興費　66,697　企業立地対策費　17,837

1,031,866      994,870         観光費　△58,123　観光施設管理費　22,224　

2.0                 2.0                 観光施設設備整備費　△94,158　シティセールス推進費　85,049　　

道路維持費　△41,857　一般道路整備事業費　360,777　

村子田鹿子田線整備事業費　△46,186

5,046,465      4,871,674      急傾斜地崩壊対策事業費　△31,000　

9.8                 9.8                 都市計画総務費　△28,681　横馬場田崎線整備事業費　△128,778　

土地区画整理総務費　109,052　公園管理事業費　△27,938　

総合運動公園整備事業費　69,001　住宅管理費　△37,230

常備消防施設費　91,058　常備消防車両等購入費　△21,000

2,668,486      2,230,927      非常備消防車両等購入費　△25,100

5.2                 4.5                 防災行政無線通信施設設備整備費　361,097

事務局管理費　△77,236　教育研修費　38,546　

小学校近代教育設備費　△42,128　校舎建設事業費　△189,412

3,836,329      4,378,315      中学校近代教育設備費　61,221

7.5                 8.8                 中学校大規模改造事業費　△390,911　

体育施設設備整備費　33,000

現年公共農林水産施設災害復旧事業費　△16,415

669,332         689,572         過年公共農林水産施設災害復旧事業費　16,500

1.3                 1.4                 現年公共土木災害復旧事業費　△20,322　

6,310,536      6,301,783      長期債償還元金　69,162

12.3               12.6               長期債償還利子　△60,409

123,668         133,230         水道事業費　△9,655

0.2                 0.3                 工業用水道事業費　93

50,000           50,000           
0.1                 0.1                 

51,420,000    49,880,000    
100.0             100.0             

科 目
平成２３年度
当 初 予 算 額

平成２２年度
当 初 予 算 額

増 減
増減率 増 減 の 主 な も の

1 議 会 費 104,618 30.6

2 総 務 費 740,277 10.6

3 民 生 費 971,539 8.2

4 衛 生 費    427,668    5.2

5 労 働 費 50,930 24.2

6 農 林 水 産 業 費 13,993 0.5

7 商 工 費 36,996 3.7

8 土 木 費 174,791 3.6

9 消 防 費 437,559 19.6

10 教 育 費    541,986    12.4

0.0

11 災 害 復 旧 費  20,240  2.9

12 公 債 費 8,753 0.1

合 計 1,540,000 3.1

13 諸 支 出 金  9,562  7.2

14 予 備 費 0
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３　歳　出（性質別）

※太字は構成比 （単位：千円，％）
平成２３年度
当 初 予 算 額

平成２２年度
当 初 予 算 額

増 減

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ)

10,508,048 10,461,386 
20.4 21.0 

6,173,447 5,801,217 

12.0 11.6 

1,068,250 1,087,865 

2.1 2.2 

9,525,394 8,965,232 

18.5 18.0 

3,938,932 3,656,362 

7.7 7.3 

31,214,071 29,972,062 
60.7 60.1 

3,776,225 5,232,939 

7.3 10.5 

2,684,512 1,841,558 

5.2 3.7 

194,996 236,135 
0.4 0.5 

6,655,733 7,310,632 
12.9 14.7 

593,967 614,204 
1.2 1.2 

75,365 75,368 
0.1 0.1 

669,332 689,572 
1.3 1.3 

7,325,065 8,000,204 
14.2 16.0 

6,310,536 6,301,783 
12.3 12.6 

1,369,040 537,145 
2.7 1.1 

34,251 43,191 
0.1 0.1 

3,100 3,200 
0.0 0.0 

5,163,937 5,022,415 

10.0 10.1 

6,570,328 5,605,951 
12.8 11.3 

51,420,000 49,880,000 
100.0 100.0 

性 質 区 分 増減率 増 減 の 主 な も の

消

費

的

経

費

人 件 費 46,662 0.4 総務一般管理費　△32,717　社会福祉管理運営費　△28,236
議会活動費　106,501

物 件 費 372,230 6.4 
感染症等予防費　224,789
ふるさと雇用再生特別基金事業費　45,162
教育研修費　38,546
情報管理費　33,780　固定資産評価事業費　△37,444

維 持
補 修 費

 19,615  1.8 
クリーンセンター管理費　18,046　維持管理適正化事業費　△20,034
林道管理費　9,486　漁港管理費　△12,700
道路維持費　△41,763
小学校管理費　8,530　幼稚園管理費　6,818

扶 助 費 560,162 6.2 
障害者（児）自立支援事業費　122,000
児童手当福祉費　△139,920
子ども手当福祉費　375,878
生活保護費　114,025

補 助 費 等 282,570 7.7 
児童福祉管理運営費　65,759　保健衛生一般管理費　37,451
後期高齢者医療対策費　40,835　環境整備対策費　29,957
園芸振興育成事業費　41,619　商工振興費　66,689
バス運行対策事業費　△12,521

計 1,242,009 4.1 

投

資

的

経

費

普

通

建

設

補 助    1,456,714    27.8 

介護保険対策費　153,494
児童福祉施設整備費　168,764
汚泥再生処理センター施設整備費　△925,423
横馬場田崎線整備事業費　△128,778
校舎建設事業費　△201,980
中学校大規模改造事業費　△394,856

単 独 842,954 45.8 

介護保険対策費　60,735　観光施設設備整備費　△96,658
一般道路整備事業費　375,577
急傾斜地崩壊対策事業費　△50,000
総合運動公園整備事業費　104,243
防災行政無線通信施設設備整備費　361,097

負担金  41,139  17.4 
農業施設県営事業負担金　△25,620　治山事業費　△1,000
漁港県営事業負担金　△3,157　橋梁新設改良事業費　438
急傾斜地崩壊対策事業費　△6,000　河川改修事業費　△4,000

小 計  654,899  9.0 

災

害

補 助  20,237  3.3 現年公共農林水産施設災害復旧事業費　△16,415
現年公共土木災害復旧事業費　△20,322

単 独  3 0.0 

小 計  20,240  2.9 

計  675,139  8.4 

公 債 費 8,753 0.1 長期債償還元金　69,162
長期債償還利子　△60,409

831,895 154.9 
財産一般管理費　516,487
コミュニティ推進費　331,816　観光費　△14,855
都市計画総務費　△530

出 資 金  8,940  20.7 水産総務費　100
水道事業費　△9,040

 100  3.1 保健衛生一般管理費　△100

繰 出 金 141,522 2.8 

介護保険対策費　68,232　保健衛生一般管理費　44,063
国民健康保険対策費　△64,603　後期高齢者医療対策費　4,388
簡易水道事業費　23,690　農業集落排水費　△5,203
漁業集落排水費　△19,155
土地区画整理総務費　95,171　公共下水道費　△6,150

貸 付 金

計 964,377 17.2 

合 計 1,540,000 3.1 

そ

の

他

積 立 金

- 8 -



第４　当初予算財源措置等の状況調　（一般会計）
（単位：千円）

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源

446,457 446,457

7,705,652 174,289 277,082 1,242,131 6,012,150

12,818,958 4,917,322 1,849,711 783,680 5,268,245

7,827,057 486,886 665,747 988,600 332,876 5,352,948

261,361 207,068 664 53,629

2,623,833 502,194 66,500 145,209 1,909,930

1,031,866 499 66,245 965,122

5,046,465 403,381 50,038 380,600 677,078 3,535,368

2,668,486 745,337 12,147 869,300 12,514 1,029,188

3,836,329 134,808 301,899 48,700 187,220 3,163,702

669,332 287,961 64,436 147,700 2,905 166,330

6,310,536 138 194,314 6,116,084

123,668 13,000 110,668

50,000 50,000

51,420,000 7,149,984 3,943,959 2,501,400 3,644,836 34,179,821

10,508,048 754,099 493,541 302,605 8,957,803

6,173,447 168,821 517,083 544,671 4,942,872

1,068,250 17,600 153,910 896,740

9,525,394 4,810,757 1,285,061 537,412 2,892,164

3,938,932 64,075 587,251 292,100 2,995,506

31,214,071 5,797,752 2,900,536 1,830,698 20,685,085

補 助 3,776,225 1,064,271 776,115 1,348,300 181,547 405,992

単 独 2,684,512 912,100 447,175 1,325,237

負 担 金 194,996 93,300 101,696

小 計 6,655,733 1,064,271 776,115 2,353,700 628,722 1,832,925

補 助 593,967 287,961 64,436 147,700 2,905 90,965

単 独 75,365 75,365

小 計 669,332 287,961 64,436 147,700 2,905 166,330

7,325,065 1,352,232 840,551 2,501,400 631,627 1,999,255

6,310,536 138 194,314 6,116,084

1,369,040 862,697 506,343

34,251 34,251

3,100 3,100

5,163,937 202,734 125,500 4,835,703

6,570,328 202,734 988,197 5,379,397

51,420,000 7,149,984 3,943,959 2,501,400 3,644,836 34,179,821

出 資 金

繰 出 金

計

性

質

別

公 債 費

普

通

建

設

合 計

そ

の

他

積 立 金

貸 付 金

財 源 内 訳

計

消 防 費

教 育 費

当 初 予 算 額

災 害 復 旧 費

公 債 費

商 工 費

計

区 分

歳

出

目

的

別

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

投

資

的

経

費

災
 
 
害

予 備 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費

補 助 費 等

諸 支 出 金

維持補修費

扶 助 費

合 計

消

費

的

経

費

人 件 費

物 件 費
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 （単位：千円，％）

２３年度 ２２年度

当初予算額 当初予算額

（Ａ) （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

 個　人　分 2,812,094 2,970,530    158,436    5.3
 法　人　分 669,000 488,000 181,000 37.1

27,540 31,303    3,763    12.0

3,508,634 3,489,833 18,801 0.5
土  　　地 1,408,052 1,408,052 0 0.0
家  　　屋 2,546,535 2,530,571 15,964 0.6
償 却 資 産 2,052,318 2,052,318 0 0.0
交　付　金 47,668 47,243 425 0.9

45,955 47,952    1,997    4.2

6,100,528 6,086,136 14,392 0.2

212,180 212,180 0 0.0

3,042 2,903 139 4.8

215,222 215,083 139 0.1

467,672 498,572    30,900    6.2

0 0 0

0 0 0

19,530 21,405    1,875    8.8

363,750 351,250 12,500 3.6

２３年度 ２２年度

当初予算額 ３月補正後

（Ａ) （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

25,605,948 25,374,392 231,556 0.9

10,269,761 9,606,774 662,987 6.9

15,336,187 15,767,618    431,431    2.7

   6,187 0    6,187 　　　　　　　－

15,330,000 15,767,618    437,618    2.8

1,700,000 1,800,000    100,000    5.6

17,030,000 17,567,618  537,618  3.1

第５　 市税及び地方交付税額調

区　　　　分
増 減 額

増 減 率

税
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
収
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

市
　
民
　
税

現
年
分

滞　　納　　分

計

固
定
資
産
税

現
　
年
　
分

滞　 納 　分

計

軽
自
動
車
税

現 　年 　分

滞 　納　 分

計

市 た ば こ 税

鉱　　産　　税

特別土地保有税

入    湯    税

使用済核燃料税

地
　
方
　
交
　
付
　
税

普
通
交
付
税

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

交　付　基　準　額

区　　　　分
増 減 額

調　　　整　　　額

 交付決定(見込)額 (1)

特  別  交  付  税  (2)

地 方 交 付 税 額（1+2）

増 減 率
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地 域 情 報 化 推 進 事 業 108,878 100,289 8,589

庁 舎 維 持 補 修 事 業 7,306 2,190 5,116

防 犯 灯 施 設 整 備 事 業 12,960 9,600 3,360

介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金 88,750 88,750
施設開設準備経費助成特別対策事業補助金 16,200 16,200

介 護 施 設 整 備 事 業 48,544 38,800 9,744
老人ホーム施設設備整備事業(甑島敬老園) 10,000 8,000 2,000

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 293,486 259,359 32,419 1,708

小型合併処理浄化槽整備補助事業 179,338 52,835 34,686 91,817

汚泥再生処理センター施設整備事業 1,397,201 295,079 988,600 96,062 17,460

園 芸 振 興 育 成 事 業 140,177 125,408 14,769

畜 産 振 興 育 成 事 業 73,065 68,196 4,869

特 用 林 産 事 業 5,236 2,333 2,903

間 伐 等 森 林 環 境 整 備 事 業 11,930 11,300 630

治 山 事 業 25,030 17,500 1,250 6,280

林 道 建 設 事 業 80,050 50,381 24,400 5,269

電 源 立 地 校 区 振 興 事 業 62,500 32,000 30,500

高 江 猪 子 嶽 線 整 備 事 業 95,001 52,250 42,700 51

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 25,000 12,500 12,500

横 馬 場 田 崎 線 整 備 事 業 371,723 178,872 139,000 46,500 7,351

三 堂 公 園 整 備 事 業 135,464 60,000 57,000 18,464

久 見 崎 公 園 整 備 事 業 20,000 16,000 4,000

公 営 住 宅 ス ト ッ ク 総 合 改 善 事 業 82,956 23,162 59,794

危 険 住 宅 移 転 促 進 事 業 16,985 8,485 4,242 4,258

常 備 消 防 施 設 費 88,000 70,400 17,600

常 備 消 防 車 両 等 購 入 費 43,000 9,861 31,400 1,739

非 常 備 消 防 施 設 費 72,465 37,572 16,500 18,393

非 常 備 消 防 車 両 等 購 入 費 10,900 9,700 1,200

災 害 予 防 応 急 対 策 事 業 13,600 2,300 11,300

小 学 校 近 代 教 育 設 備 費 13,625 9,500 4,125

小 学 校 大 規 模 改 造 事 業 40,490 13,300 25,400 1,790

中 学 校 近 代 教 育 設 備 費 61,300 43,000 18,300

中 学 校 大 規 模 改 造 事 業 20,992 5,400 15,592

旧 増 田 家 住 宅 保 存 整 備 事 業 74,130 48,184 23,300 2,646

中 央 公 民 館 維 持 補 修 事 業 19,311 15,400 3,911

車 両 管 理 費 10,837 10,837

情 報 管 理 事 業 158,683 158,683

庁 舎 維 持 補 修 事 業 45,100 38,884 6,216

公 民 館 施 設 整 備 補 助 金 53,800 38,800 15,000

コミュニティセンター施設設備整備事業 8,125 8,125

第６ 普通建設事業調（１事業５，０００千円以上のもの）

(単位：千円)

事 業 名 等 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源
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(単位：千円)

事 業 名 等 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源

コ ミ ュ ニ テ ィ 推 進 費 53,857 44,999 8,858

介 護 施 設 整 備 事 業 64,200 64,200

最 終 処 分 場 整 備 事 業 12,000 12,000

クリーンセンター施設設備整備事業 85,000 156 84,844

市 営 墓 地 維 持 補 修 事 業 5,000 5,000

汚泥再生処理センター施設整備事業 59,975 40,438 19,537

葬 斎 場 施 設 設 備 整 備 事 業 6,300 6,300
畜産基盤再編総合整備事業（第３川薩地区） 64,096 46,354 17,742
畜産基盤再編総合整備事業(北薩地区) 38,283 28,810 9,473

草地林地一体的利用総合整備事業 35,103 19,015 16,088

市 単 土 地 改 良 事 業 137,000 11,415 125,585

農 業 施 設 負 担 金 補 助 金 17,000 17,000

一 般 道 路 整 備 事 業 477,569 90,700 40,000 346,869

交 通 安 全 施 設 単 独 事 業 20,000 20,000

中 甑 江 石 線 整 備 事 業 9,500 9,500

河 川 施 設 維 持 補 修 事 業 10,000 10,000

中 郷 五 代 線 整 備 事 業 50,000 50,000

公 園 管 理 事 業 27,300 4,000 23,300

総 合 運 動 公 園 整 備 事 業 104,243 104,243

川 内 川 宮 里 公 園 整 備 事 業 10,000 10,000

住 宅 管 理 費 ( 建 築 ) 43,841 27,541 16,300

常 備 消 防 施 設 費 10,000 10,000

常 備 消 防 車 両 等 購 入 費 7,000 6,300 700

災 害 予 防 応 急 対 策 事 業 5,300 5,300

防 災 行 政 無 線 通 信 施 設 管 理 費 5,300 1,000 4,300

防災行政無線通信施設設備整備事業 867,597 815,100 52,497

教 職 員 住 宅 管 理 費 5,035 852 4,183

校 舎 建 設 事 業 12,568 12,568

屋 内 運 動 場 建 設 事 業 16,188 16,188

小 学 校 諸 施 設 整 備 事 業 23,200 23,200

地 域 公 民 館 施 設 設 備 整 備 事 業 12,000 12,000

体 育 施 設 管 理 費 16,400 16,400

総 合 運 動 公 園 管 理 費 8,000 8,000

体 育 施 設 設 備 整 備 事 業 33,000 33,000

農 業 施 設 県 営 事 業 負 担 金 91,778 42,100 49,678

県 橋 梁 新 設 改 良 事 業 等 負 担 金 7,438 7,438

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 負 担 金 6,000 6,000

港 湾 県 営 事 業 負 担 金 80,000 51,200 28,800

普 通 建 設 事 業 合 計 6,579,209 1,061,679 771,355 2,353,700 610,511 1,781,964
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第７　基金の状況  

（単位：千円）
平成２２年度末 平成２３年度末

現 在 高 繰 入 金 積 立 額 増 減 額 現在高（見込）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ-Ｂ）　（Ｄ） （Ａ+Ｄ）

財政調整基金 １６ 8,421,393 1,450,000 412,633    1,037,367 7,384,026

減債基金 １６ 2,418,990 300,000 3,629    296,371 2,122,619

市有施設保全基金 ２３ 0 167,380 618,351 450,971 450,971 統合新設

庁舎等管理基金 １６ 73,726 73,726 0    73,726 0 新設基金へ統
合

地域活性化交付金基金 ２２ 8,990 4,945 14    4,931 4,059

市民活動支援基金 ２３ 0 10,500 332,033 321,533 321,533 統合新設

コミュニティ基金 １８ 217,799 217,799 0    217,799 0 新設基金へ統
合

定住自立圏基金 ２０ 23,064 23,099 35    23,064 0

外国人留学生奨学基金 １６ 588 588 0    588 0 廃止

アメニティ基金 １６ 23,736 23,736 0    23,736 0 新設基金へ統
合

一般廃棄物処理施設整備基金 １６ 156 156 0    156 0 廃止

汚泥再生処理センター施設整備基金 １６ 595,966 136,500 895    135,605 460,361

り災救助基金 １６ 118,846 10,824 179    10,645 108,201

医療福祉対策基金 １６ 160,417 92,507 241    92,266 68,151 旧福祉対策基
金

東郷温泉総合施設整備基金 １６ 45,968 45,968 0    45,968 0 新設基金へ統
合

里交流センター施設整備基金 １６ 62,554 62,554 0    62,554 0 新設基金へ統
合

観光振興基金 ２２ 116,030 20,000 175    19,825 96,205

農地環境保全基金 １６ 91,056 13,000 137    12,863 78,193
旧中山間ふるさ
と・水と土保全基
金

鹿島村建設基金 １６ 422,676 422,676 0    422,676 0 新設基金へ分
割統合

地方拠点都市事業推進基金 １６ 259,833 200,000 390    199,610 60,223

特別奨学基金 １６ 15,527 24 24 0 15,527

スポーツ振興基金 １６ 202,201 0 304 304 202,505

小 計 13,279,516 3,275,982 1,369,040  1,906,942 11,372,574

入来温泉センター施設建設基金 １６ 121,393 0 183 183 121,576

介護給付費準備基金 １６ 388,085 186,080 587    185,493 202,592

介護従事者処遇改善臨時特例基金 ２０ 19,489 19,519 30    19,489 0

小 計 528,967 205,599 800  204,799 324,168

13,808,483 3,481,581 1,369,840    2,111,741 11,696,742

土地開発基金 １６ 260,429 0 0 0 260,429

国民健康保険高額療養資金貸付基金 １６ 25,950 0 0 0 25,950

介護保険高額介護ｻｰﾋﾞｽ費等資金貸付基金 １６ 12,000 0 0 0 12,000

特別導入事業基金 １６ 64,819 0 17 17 64,836

肥育素牛導入資金貸付基金 １６ 36,800 0 0 0 36,800

優良牛導入資金貸付基金 １６ 112,071 0 18 18 112,089

奨学資金貸付基金 １６ 196,754 0 0 0 196,754

下水道整備貸付基金 １６ 120,000 0 0 0 120,000

計 828,823 0 35 35 828,858

14,637,306 3,481,581 1,369,875  2,111,706 12,525,600

特

別

会

計

設置
年度

備 考

合 計

計

平 成 ２ ３ 年 度 中 増 減 見 込

特

定

目

的

基

金

一

般

会

計

運

用

基

金

区　　　　　　　　分
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第８　電源関連補助金・市債等充当事業調

1　電源立地地域対策交付金

（単位：千円）

（１）　長期発展対策交付金相当分

[　一般会計　]        事業費        充当額

通学路防犯灯設置事業 コ ミ ュ ニ テ ィ 課 13,680 9,600

鹿島園スプリンクラー施設整備事業 国 保 介 護 課 48,544 38,800

養護老人ホーム甑島敬老園居室改修事業 高齢・障害福祉課 10,000 8,000

一般道路整備事業 建 設 整 備 課 40,000 32,000

　（電源立地校区振興事業　　寄田・馬込線　外２路線）

消防庁舎等建設事業 消 防 総 務 課 88,000 70,400

消防団施設整備事業 〃 33,965 27,100

中央公民館・中央図書館改修事業 社 会 教 育 課 19,311 15,400

消防・コミュニティ関係経常経費に充当 682,504

計 253,500 883,804

（２）　周辺地域交付金及び移出県等交付金相当分

[　一般会計　]

湛水防除施設管理事業 耕 地 課 22,000 17,600

久見崎公園整備事業 建 設 整 備 課 20,000 16,000

教育用コンピュータ整備事業 教 育 総 務 課 74,925 52,500

教育関係経常経費に充当 243,606

計 116,925 329,706

[　簡易水道事業特別会計　]

遠方監視設備整備事業 上 水 道 課 62,000 49,600

計 62,000 49,600

合　　計 178,925 379,306

（１）＋（２） 1,263,110
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２　市町村合併特例事業債

(単位：千円）

[　一般会計　]       　 事業費        充当額

防災行政無線デジタル化整備事業 防災安全課 867,597 815,100

汚泥再生処理センター施設整備事業 1,483,850 988,600

一般道路整備事業 建設整備課 33,000 31,300

横馬場田崎線整備事業 〃 371,723 139,000

三堂公園整備事業 〃 123,468 57,000

西部消防署水槽付消防ポンプ自動車 消防総務課 43,000 31,400

防火水槽整備事業（川内地域３基） 〃 16,500 8,200

峰山小学校屋内運動場大規模改造事業 教育総務課 40,490 25,400

計 8件 2,979,628 2,096,000

[　天辰第一地区土地区画整理事業特別会計　]

天辰第一地区土地区画整理事業 188,420 58,400

計 1件 188,420 58,400

[　川内駅周辺地区土地区画整理事業特別会計　]

川内駅周辺地区土地区画整理事業 都市計画課 60,846 21,300

計 1件 60,846 21,300

[　入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計　]

入来温泉場地区土地区画整理事業 361,019 133,300

計 1件 361,019 133,300

合　計 11件 3,589,913 2,309,000

入来区画整理推進室

環境施設整備室

天辰区画整理推進室

- 15 -



３　過疎・辺地対策事業債

（単位：千円）

（１）過疎対策事業債

[　一般会計　]        　事業費        充当額

林道建設事業 林務水産課 80,050 24,400

農業施設県営事業負担金事業（東郷中央地区） 耕 地 課 20,250 1,800

一般道路整備事業 建 設 整 備 課 66,000 59,400

高度救命処置用資機材 消防総務課 7,000 6,300

防火水槽整備事業（樋脇地域１基） 〃 5,500 2,500

防火水槽整備事業（下甑地域１基） 〃 6,500 5,800

旧増田家住宅保存整備事業 文 化 課 74,130 23,300

計 7件 259,430 123,500

[　簡易水道事業特別会計　]

祁答院簡易水道建設事業 上 水 道 課 134,300 48,800

計 1件 134,300 48,800

[　漁業集落排水事業特別会計　]

手打地区漁業集落排水施設整備事業 下 水 道 課 332,785 56,100

計 1件 332,785 56,100

過疎対策事業債　合計 9件 726,515 228,400

（２）辺地対策事業債

[　簡易水道事業特別会計　]       　 事業費        充当額

下甑簡易水道建設事業 上 水 道 課 117,900 20,400

中甑簡易水道統合整備事業 〃 76,500 18,600

計 2件 194,400 39,000

辺地対策事業債　合計 2件 194,400 39,000

合　計 11件 920,915 267,400
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４　ふるさと雇用再生特別基金事業

（単位：千円）

[　一般会計　]        事業費        充当額

防犯・交通安全パトロール事業 防 災 安 全 課 9,673 9,673

離職者等就業・就農促進緊急対策事業 農 政 課 6,285 6,285

就農研修指導事業 〃 3,962 3,962

甑地域畜産指導員設置事業 畜 産 課 6,205 6,205

市有林管理促進事業 林 務 水 産 課 9,412 9,412

甑島水産加工品開発・販路拡大事業 〃 3,783 3,783

中心市街地活性化情報発信等事業 商 工 振 興 課 3,465 3,465

中心市街地テナントミックス調査事業 〃 4,142 4,142

市街地フラワーライン事業 〃 13,916 13,916

ボンネットバスを活用した定期観光バス運行事業 〃 7,522 7,522

シティセールス雇用創造事業 ｼﾃｨｾｰﾙｽ推進課 14,629 14,629

九州新幹線全線開業キャンペーン事業 観 光 課 15,395 15,395

藺牟田池観光案内所委託事業 〃 11,401 11,401

空家有効利活用及び廃屋の管理指導対策事業 建 築 住 宅 課 3,314 3,314

合　計 14件 113,104 113,104

５　緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 (単位：千円）

[　一般会計　]        事業費        充当額

甑支所等保存文書整理事業 文 書 法 制 室 2,239 2,239

市税等収納対策特別事業 収 納 対 策 課 1,833 1,833

自治会加入促進事業 コ ミ ュ ニ テ ィ 課 2,011 2,011

（重）医療・介護保険特別対策事業 国 保 介 護 課 27,281 27,281

生活保護事務対策支援事業 福 祉 課 914 914

（重）放課後児童クラブ指導員育成事業 子 育 て 支 援 課 32,548 32,548

（重）中山間直接支払対象農地台帳整備事業 農 政 課 969 969

（重）集落営農組織経営規模拡大支援事業 〃 6,558 6,558

（重）ゴールド集落耕作放棄地解消調査事業 〃 2,860 2,860

（重）口蹄疫対策等埋却地確保事業 畜 産 課 4,221 4,221

市営バス民営化対策事業 商 工 振 興 課 963 963

友好都市締結２０周年記念事業 企業・港振興課 229 229

（重）シティセールス活動促進事業 ｼﾃｨｾｰﾙｽ推進課 914 914

道路占用許可等台帳整備事業 建 設 維 持 課 964 964

市営住宅使用料等滞納整理事業 建 築 住 宅 課 984 984

建築基準法に基づく道路台帳等整備事業 〃 914 914

（重）住宅用火災警報器普及啓発事業 消 防 総 務 課 2,567 2,567

学校環境整備事業 教 育 総 務 課 4,995 4,995

合　計 18件 93,964 93,964

※（重）は重点分野雇用創造事業
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第９　提案公募型補助金一覧
（単位：千円）

事 業 名 称 団 体 名 称

守ろう・繋げよう　ビーダナシ事業 西山地区コミュニティ協議会

八間川「水辺の楽校」江之口眼鏡橋
「星空コンサート」事業

峰山地区コミュニティ協議会

市民活動支援による地域の活性化事業 薩摩川内市民活動支援センター

「ぼらんてぃあサークルななや」
住福祉支援活動

ぼらんてぃあサークルななや

椎原地区いやしの森設備整備事業 草道地域資源活用推進協議会

肥薩おれんじ鉄道ミュージアム構想 西方はなの会

「道の記」発刊事業 湯田地区コミュニティ協議会

第４回まごころ青春短歌会 まごころ青春短歌大会

島をつなぐ，甑っ子芸術祭典 甑っ子祭典実行委員会

郷土芸能保存後継者育成事業 草道郷土芸能保存会

よみがえる薩摩川内伝説　音ものがたり 薩摩川内音ものがたりの会

１１事業 7,591

番
号

予 算 担 当 課
予 算 額
(補助額)事 業 の 概 要

2 〃 540
交流人口の増加による峰山地区への定住促進を目指し，八間川｢水辺の楽校｣で
住民手作りの｢星空コンサート｣を実施する事業

3 〃 1,000市民活動団体やＮＰＯ法人の活動に資する冊子の作成や相談会やセミナーの実
施や，市民向けに活動マップを提供することにより，相互が協働する体制づく
りを図ることを目的とする事業

5 林 務 水 産 課 848
都市部住民との交流や健康づくりの場となることを目指し，地域住民の共有財
産の有効利用のため椎原地区いやしの森の設備を整備する事業

6 商 工 振 興 課 654地域の足である肥薩おれんじ鉄道の駅及び鉄道沿線をミュージアムとして再生
し集客力のアップによる鉄道存続と，沿線の産業，観光の活性化を図ることを
目的とする事業

4 高齢・障害福祉課 680在宅及び各種福祉施設に居住する高齢者や障害者の自立を支援するための活動
を展開し，相互の親睦と社会参加を図るための事業を地域に定着させることを
目的とする事業

1 コ ミ ュ ニテ ィ課 324
ビーダナシ布（芙蓉の皮を使った布）の製作技法を子ども達へ伝承し，併せて
地域の特産品とすることで地域の活性化につなげることを目的とする事業

7 文　　化　　課 512湯田地区の桐原家に残る，江戸時代に薩摩街道を江戸まで上った日記を現代語
訳し発刊することで，当時の生活の在り方や生き方を地区をはじめ地区外へも
広めることを目的とする事業

8 〃 1,000
日本の伝統文化の継承及び自己表現を通しての青少年健全育成のため，中・高
校生を対象に作品を募集する短歌大会を開催する事業

9 〃 498
生の舞台を鑑賞する機会の少ない甑島の子どもたちのために，甑島４町の子ど
もと大人が上演のために協力し，４町でリレー式で舞台鑑賞を実現させる事業

10 〃 535
郷土芸能の継承保存に努めるとともに，各種イベント参加や福祉施設の慰問等
を行い，地域活性化と住民との交流を図る事業

合 計

11 〃 1,000市の歴史への造詣を深めることを通して愛郷心を養い，将来故郷での活躍する
人材を育成することを目指し，≪歴史ものがたり風（ふう）の音の祭典≫を開
催する事業
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第１０　平成２２年度評価対象補助金一覧

1
薩摩川内市民まちづくり公社運営補
助金

財団法人薩摩川内市民まち
づくり公社

見直し 財産活用推進課 229,000
公益財団法人へ移行に伴
う管理受託施設の減少に
よる補助額の減額

2 薩摩川内市自衛隊協力会補助金 薩摩川内市自衛隊協力会 見直し 防災安全課 226
補助額を前年度比5％減
額

3 青色灯自主防犯活動事業補助金
青色回転灯装着車によるパ
トロールを実施する団体

継続 防災安全課 795

4
定住促進補助金
(定住住宅取得補助金）

本市に住宅を新築・購入し
て定住しようとする転入者

見直し 企画政策課 46,740
補助額・補助要件の見直
し

5
定住促進補助金
(定住住宅リフォーム補助金）

区域内の住宅を増築・改築
して定住しようとする転入者

見直し 企画政策課 9,318
補助対象地域の拡大・補
助要件の見直し

6
定住促進補助金
(新幹線通勤定期購入補助金）

転入した者で新幹線を利用
して通勤しようとする転入者

見直し 企画政策課 4,020
補助額の拡充・補助要件
の見直し

7 衛生自治団体連合会運営補助金
薩摩川内市衛生自治団体
連合会

継続 環境課 1,700

8 火葬料差額助成金 個人 継続 環境課 200

9 食生活改善推進事業補助金
薩摩川内市食生活改善推
進員協議会

継続 市民健康課 100

10 川内地域一次救急医療運営補助金 社団法人川内市医師会 継続 地域医療対策課 4,800

11 社会福祉協議会運営補助金
薩摩川内市社会福祉協議
会

見直し 高齢・障害福祉課 161,673
福祉バス運行業務委託経費の
減額に伴う補助額の減額

12 総合福祉会館維持管理補助金
薩摩川内市社会福祉協議
会

継続 高齢・障害福祉課 8,842

13
民生委員児童委員協議会連合会運
営補助金

薩摩川内市民生委員児童
委員協議会連合会

継続 高齢・障害福祉課 2,264

14 更生保護女性会運営補助金
川内更生保護女性会及び
入来更正保護女性会

継続 高齢・障害福祉課 100

15 遺族会運営補助金 薩摩川内市遺族連合会 継続 高齢・障害福祉課 200

16 身体障害者福祉協議会運営補助金
薩摩川内市身体障害者福
祉協議会

見直し 高齢・障害福祉課 600
甑地域の組織立上げ準備
経費分の増額

17
川内環境センター対策委員会運営補
助金

川内環境センター対策委員
会

継続 川内環境センター 450

18 母子寡婦福祉会運営補助金
薩摩川内市母子寡婦福祉
会

継続 子育て支援課 420

19 障害児保育事業補助金
障害児保育事業を実施する
認可保育園

継続 子育て支援課 17,100

20
放課後児童クラブ設立支援事業補助
金

市内で放課後児童健全育
成事業を実施しようと計画し
ている社会福祉法人又はそ
の他の者

継続 子育て支援課 100

21
放課後児童クラブ活動支援事業補助
金

市内で放課後児童健全育
成事業を実施している社会
福祉法人又はその他の者

見直し 子育て支援課 520 家賃補助の新設

22
農業公社公募型地域農林業活性化
事業補助金

社団法人薩摩川内市農業
公社

見直し 農政課 4,050 補助額の減額

23
かたろう集落営農組織育成推進事業
補助金

集落営農組織等 継続 農政課 1,200

24 甑畜産物地産地消促進補助金 畜産業者の組織する団体 廃止 畜産課 0
新制度への移行による廃
止

25 内水面資源回復事業補助金
川内市内水面漁業協同組
合

継続 林務水産課 1,300

26
川内川漁業協同組合放流事業補助
金

川内川漁業協同組合(樋
脇・倉野・入来支部)

継続 林務水産課 120

27 養鰻振興事業補助金
川内地区養鰻業振興協議
会

継続 林務水産課 180

28 甑水産物地産地消促進補助金 甑島漁業協同組合 廃止 林務水産課 0
制度設計の見直しによる
廃止

29 薩摩川内市土地改良区補助金 薩摩川内市土地改良区 見直し 耕地課 20,155
収入減による激変緩和措
置として補助額の増額

30 小野土地改良区補助金 小野土地改良区 継続 耕地課 51

31 商業者支援事業補助金
川内商工会議所，薩摩川内
市商工会及び株式会社まち
づくり薩摩川内

継続 商工振興課 7,200

備　考
番
号

課室名補助金等名称 補助対象者等
23年度
予算額

結果
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備　考
番
号

課室名補助金等名称 補助対象者等
23年度
予算額

結果

32
景気対応緊急保証制度保証料補助
金

中小企業 継続 商工振興課 7,000

33 中小企業対策利子補助金 中小企業 継続 商工振興課 96,000 補助率10割の継続

34 国際交流協会補助金 薩摩川内市国際交流協会 見直し 企業・港振興課 11,510
常熟市交流20周年に伴う海
外交流派遣団助成の拡充

35 かごしま川内貿易振興協会補助金 かごしま川内貿易振興協会 見直し 企業・港振興課 41,271 貿易補助の拡充

36 企業立地促進補助金 立地企業 見直し 企業・港振興課 26,719
平成23年4月改正予定(補助要
件の緩和・内容の拡充）

37
ふるさと再発見郷土の宝発掘事業補
助金

社団法人川内青年会議所 継続 シティセールス推進課 1,000

38 薩摩川内市観光協会運営費補助金 薩摩川内市観光協会 見直し 観光課 14,700
法人化に伴う経費分の増
額

39 特産品販路拡大補助金 薩摩川内市特産品協会 見直し 観光課 3,000 補助額の減額

40 市比野温泉杯サッカー大会補助金
市比野温泉杯サッカー大会
実行委員会

継続 観光課 1,440

41 いむた池梅マラソン大会補助金
いむた池梅マラソン大会実
行委員会

継続 観光課 1,482

42 いりきファミリーハイキング補助金
いりきファミリーハイキング実
行委員会

継続 観光課 600

43 海ふれ愛in西方補助金 西方夏祭り実行委員会 継続 観光課 400

44 ウミネコまつり事業補助金 鹿島地域まつり実行委員会 継続 観光課 250

45 うめんこ村事業補助金 祁答院うめんこ村 継続 観光課 448

46 甑大明神マラソン大会補助金
甑大明神マラソン大会実行
委員会

見直し 観光課 3,300 補助額の減額

47 西郷どん御狩場マラソン補助金
西郷どん御狩場マラソン実
行委員会

継続 観光課 700

48 薩摩川内はんやまつり補助金
薩摩川内はんやまつり実行
委員会

継続 観光課 7,500

49 川内大綱引補助金 川内大綱引保存会 継続 観光課 9,000

50 とうごう天神梅マラソン大会補助金
とうごう天神梅マラソン大会
実行委員会

継続 観光課 2,050

51 港まつり事業補助金 鹿島地域まつり実行委員会 継続 観光課 500

52 八重山高原星物語補助金
八重山高原星物語実行委
員会

継続 観光課 800

53 私立高等学校教育振興補助金
市内に高等学校を設置する
学校法人

廃止 教育総務課 0 補助終了

54 人権教育推進補助金
樋脇地域・入来地域・祁答院地
域人権同和教育研究会，東郷地
域人権同和教育部会

継続 学校教育課 160

55 小学校体育連盟運営補助金 薩摩川内市小学校体育連盟 継続 学校教育課 1,000

56 校外活動補助金 県大会出場中学ＰＴＡ 継続 学校教育課 1,200

57 青少年育成市民会議運営補助金
薩摩川内市青少年育成市
民会議

継続 社会教育課 1,444

58 子ども会育成連絡協議会運営補助金
薩摩川内市子ども会育成連
絡協議会

見直し 社会教育課 1,600 補助額の減額

59
市民まちづくり公社文化事業推進補
助金

財団法人薩摩川内市民まち
づくり公社

見直し 文化課 8,000 補助額の減額

60 体育協会運営補助金 薩摩川内市体育協会 見直し 市民スポーツ課 14,200 補助額の減額

61 スポーツ少年団運営補助金
薩摩川内市スポーツ少年団
本部

見直し 市民スポーツ課 1,000 補助額の減額

62 全日本バレーボール強化合宿招へい
事業補助金

薩摩川内市バレーボール協会 継続 市民スポーツ課 2,000

63 スポーツ競技大会開催運営補助金
薩摩川内市体育協会加盟
団体

継続 市民スポーツ課 800 補助額の減額

64
川内川を生かしたスポーツ推進事業
補助金

川内川を生かしたスポーツ
推進事業実行委員会

継続 市民スポーツ課 1,400

65 薩摩川内市議会政務調査費
会派又は会派に属さない議
員

継続 議事調査課 6,120

66 農地流動化促進事業補助金
経営規模拡大を目指す中
核的担い手農家，農業生産
法人等

見直し
農業委員会・甑
農業委員会

8,050 甑地域の補助要件の緩和
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第１１　平成２３年度　国の予算・地方財政の概要

Ⅰ　国の予算

１　編成方針

国の平成２３年度予算及び財政投融資計画は，

(1) 政権交代後，新政権がゼロから取り組む最初の本予算であり，これまで先送りされてきた重要

政策課題に着手し，解決していくための出発点とする必要があり，「経済成長」「財政健全化」

「社会保障改革」を一体的に実現し，元気な日本を復活させるための礎を築くため，①「成長と

雇用」の実現，デフレ脱却の道筋　②国民の生活を第一に　③確固たる戦略に基づく予算編成

の理念と，新政権の経済・財政政策の基本的方針の下に，成長と雇用拡大を実現する。

(2) 急速な円高の進行等の厳しい経済情勢にスピード感を持って対応し，デフレ脱却と景気の自律

的回復への道筋を確かなものとするため，「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」を決

定し，ステップ１で２２年度経済危機対応・地域活性化予備費を，ステップ２で２２年度補正予

算による施策を速やかに実施し，ステップ３で２３年度予算による新成長戦略を強力に推進し，

国内投資の促進や金融の円滑化，企業・産業の活力向上と新たな雇用の創造を図る。

(3) ２３年度予算においては，府省庁の枠を超えて予算を大胆に組み替え，「元気な日本復活特別

枠」を設定し，政策評価や国民の要請を踏まえ，思い切ったメリハリ付けを行う。

これまで事業仕分けの対象となった事業について，その結果を予算査定に適切に反映し，国民

の納得が得られる十分な説明責任を果たしつつ，指摘された事業の見直しを確実に行い，仕分け

の対象とならなかった事業も，横断的に事業見直しを行う。

(4) 「新成長戦略」（平成２２年６月１８日閣議決定）及び「財政運営戦略」（平成２２年６月２

２日閣議決定）及び中期財政フレームの下で編成する最初の本予算であることから，財政健全化

へ向けたた姿勢を示し，内外の信認を確保するための財政健全化目標達成への第一歩とする。

２２年度当初予算における新規国債発行額約４４兆円は，過去最高水準であり，２３年度当初

予算においては，その水準を上回らないよう全力をあげるとともに，基礎的財政収支対象経費に

ついては，中期財政フレームに定めるとおり，２２年度当初予算水準である約７１兆円（「歳出

の大枠」）を上回らないものとし，これを達成するため，特別枠への要望額の相当程度の絞り込

みや，マニフェスト施策財源見合検討事項についての調整が不可欠である。

(5) 税制改正においては，デフレ脱却と雇用のための経済活性化，格差拡大とその固定化の是正，

納税者・生活者の視点からの改革，地方税の充実と住民自治の確立に向けた地方税制度改革，の

４つを柱として，税制抜本改革に向けた基本的方向性や政府の財政運営方針との整合性を確保し

つつ，所得課税，資産課税，消費課税全般にわたる改正を行うこととしている。

２　一般会計予算概要

(1) 規 模 ９２兆４，１１６億円（前年度比　　　１，１２４億円，　０．１％増）

(2) 公債発行額 ４４兆２，９８０億円（前年度比　　　　　　５０億円，　０．０％減）

※公債依存度　４８．０％（前年度　４８．０％）

(3) 公 共 事 業 　４兆９，７４３億円（前年度比　　　７，９８７億円，１３．８％減）

３　財政投融資計画

規 模 １４兆９，０５９億円（前年度比　３兆４，５１０億円，１８．８％減）

４　経済見通し

国内総生産４８３．８兆円程度　　名目成長率　１．０％程度　　実質成長率　１．５％程度
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Ⅱ　地方財政計画

１　策定方針

平成２３年度の地方財政においては，企業収益の回復等により，地方税収入や地方交付税の原資

となる国税収入が増加する一方，社会保障関係費の自然増や公債費が高い水準で推移すること等に

より，定数純減や人事委員会勧告等の反映に伴い給与関係経費が大幅に減少してもなお，依然とし

て大幅な財源不足が生じるものと見込まれるため，財政運営戦略に基づき，社会保障関係費の自然

増に対応する地方財源の確保を含め，地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額に

ついて，実質的に２２年度の水準を下回らないよう確保することとしている。

２　収支見通しの概要 （単位：億円，％）

平成２３年度 平成２２年度 増減額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

825,200 821,268 3,932 0.5
668,400 663,289 5,111 0.8

( 歳　出 ）

212,700 216,864    4,164    1.9
191,000 194,064    3,064    1.6
21,700 22,800    1,100    4.7

138,600 138,285 315 0.2
3,000 4,000    1,000    25.0

132,400 134,025    1,625    1.2

53,600 68,683    15,083    22.0
26,900 26,961    61    0.3
17,100 17,454    354    1.9
7,200 6,500 700 10.8

334,037 325,096 8,941 2.8
21,749 19,171 2,578 13.4
3,877 3,832 45 1.2

173,734 168,935 4,799 2.8
61,593 77,069    15,476    20.1

594,990 594,103 887 0.1
53,179 57,870    4,691  8.1

３　歳入の概要

(1) 地 方 税 市町村税は１．６％増

(2) 地方譲与税 （単位：億円，％）

平成２３年度 平成２２年度 増減額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

2,778 2,777 1 0.0
119 123    4    3.3
131 143    12    8.4

2,968 3,090    122    3.9
112 102 10 9.8

15,641 12,936 2,705 20.9
21,749 19,171 2,578 13.4

( 歳　入 ）

皆増　

臨 時 特 例 費
0 9,850    9,850 皆減　

対 策 費 （ 仮 称 ）
12,000 0

水 準 超 経 費

増減率

地 方 一 般 歳 出

一 般 行 政 経 費

歳 入 歳 出 規 模

給 与 関 係 経 費

12,000
公 債 費

地 域 活 性 化 ・ 雇 用 等

公 営 企 業 繰 出 金

区　　　　　分

う ち 単 独 分

う ち 単 独 分

地 方 再 生 対 策 費

退 職 手 当 以 外

退 職 手 当

地 域 活 性 化 ・ 雇 用 等

う ち 企 業 債 償 還 費
普 通 会 計 負 担 分

投 資 的 経 費

地 方 交 付 税 Ｄ

臨 時 財 政 対 策 債 Ｅ

「 一 般 財 源 総 額 」 Ａ ～Ｅ

地方債（除臨時財政対策債）

地 方 特 例 交 付 金 Ｃ

地 方 税 Ａ

地 方 譲 与 税 Ｂ

地 方 法 人 特 別 譲 与 税

計

石 油 ガ ス 譲 与 税

増減率

航 空 機 燃 料 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税

地 方 揮 発 油 譲 与 税

区　　　　　分
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(3) 地方特例交付金　（前年度比　１．２％増）

①　児童手当及び子ども手当特例交付金

　１８年度及び１９年度における児童手当の制度拡充に伴う地方負担増加分として設けられた

児童手当特例交付金を，２２年度から児童手当及び子ども手当特例交付金と改称して，子ども

手当の創設に伴う地方負担の増加分等も対象としていたものを，２３年度からの子ども手当の

３歳未満に対する上積み（地方公務員分）等に伴い増額するほか，税制改正に伴う地方の増収

を踏まえ児童手当分を減額し，総額２，０３８億円を交付することとしている。

②　減収補てん特例交付金

　１８年度の税制改正により，住宅借入金等特別税額控除の既適用者について，所得税から住

民税への税源移譲により，所得税で控除しきれない税額控除額を住民税から控除することとな

ったことに伴い生じる減収の補てん１，３３９億円と，２１年度税制改正による自動車取得税

の減税に伴う自動車取得税交付金の減収の一部を補てんするため２１年度から２３年度まで各

年度交付される５００億円を合わせた１，８３９億円である。

(4) 各種交付金計上額 （単位：億円，％）

平成２３年度 平成２２年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

733.1 757.5    24.4    3.2
267.4 267.4 0.0 0.0
68.0 68.0 0.0 0.0

1,455.6 1,415.0 40.6 2.9
310.7 247.6 63.1 25.5
56.2 57.3    1.1  1.9

(5) 地方交付税　（対前年度比　２．８％増）

国の一般会計からの地方交付税に係る繰入は，原資となる国税分に国の一般会計加算額を加え

１６兆３，９６９億円（前年度比６，９７７億円，４．１％減）で，地方公共団体への交付額は，

剰余金，繰越金等を加算し，交付税特別会計借入金に係る償還額及び利子支払額を減額するなど

により１７兆３，７３４億円（前年度比４，７９９億円，２．８％増）となった。

地方財政計画に「地域活性化・雇用等対策費」１兆２，０００億円が新たに計上され，雇用機

会の創出や，地域資源を活用した経済の活性化等を図るとともに，住民ニーズに適切に対応した

行政サービスを展開できるよう「雇用対策・地域資源活用推進費」を２５年度まで措置するほか，

子どもに対する現物給付，住民生活に光をそそぐ交付金に呼応した単独事業，地球温暖化対策暫

定事業の財源措置，安心して暮らせる地域づくりや疲弊した地域の活性化など，関係費目におけ

る単位費用措置の充実を図ることとしている。

地方公共団体の自主的・主体的な財政運営を図る観点から，消防広域化事業，防災対策事業，

地域活性化事業等に係る事業費補正の廃止等，更なる事業費補正の縮減を行うこととしている。

基準財政需要額の伸び率は，臨時財政対策債振り替え前で比較すると，個別算定経費の市町村

分０．０％程度，包括算定経費の市町村分１．０％程度の減が見込まれ，また，臨時財政対策債

発行可能額の総額が前年度比２０．１％減となったが，人口を基礎とする方式から財源不足額を

基礎として算出する方式に，今後３年間で段階的に移行することとしている。

地方交付税の算定方式の簡素化・透明化の取組の一環として，交付税総額における特別交付税

の割合（現行６％）を２３年度には５％，２４年度以降は４％へと段階的に引き下げ，その部分

を普通交付税に移行させることとしている。

(6) 地 方 債　（普通会計分　前年度比１４．９％減）

○臨時財政対策債　　６兆１，５９３億円（前年度比２０．１％減）

増減率

石油貯蔵施設立地対策 等交 付金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

特定防衛施設周辺整備調整交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

施 設 等 所 在 市 町 村 調 整 交 付 金

電 源 立 地 地 域 対 策 等 交 付 金

区　　　　　分
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４　歳出の概要

(1) 給与関係経費　　（前年度比　１．９％減）

地方財政計画上の職員数は，地方公共団体における定員純減の取組を勘案するとともに，義務

教育諸学校の教職員について，小学１年生の学級編成の標準を３５人とする制度改正に伴う増員

等を見込み，地方公務員共済負担金について，「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年

金保険法等の一部を改正する法律案」が廃案となったことに伴い，２１年度追加費用精算額及び

２３年度追加費用を計上し，また，地方議会議員年金制度の廃止等の制度改正を行うことを踏ま

え，２３年度に地方公共団体が負担すべき額として，制度廃止に伴う経過措置としての給付に要

する経費１，３０１億円を計上することとしている。

給料単価等の積算にあたり，人事院勧告の反映に加え，級別職員構成の是正及び教員給与の見

直し等を見込んでいる。

(2) 一般行政経費（単独）　（前年度比　０．２％増）

社会保障関係費の自然増を増額計上する一方，財政運営戦略を踏まえ国の歳出の取組と基調を

合わせて取り組む観点から，社会保障関係費を除くその他の経費の見直しを行うこととしており，

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費について所要額を計上するとともに，災害等年度

途中における追加需要に適切に対応しうる財源をあらかじめ留保するよう求めている。

(3) 投資的経費 （単独）　　（前年度比２２．０％減）

国の公共事業関係費は前年度比１３．８％減（一括交付金化の影響除きで５．１％減）とされ

たが，直轄事業負担金については前年度比約９．３％減，補助事業費については約２２．５％増，

地方単独事業費については約２２．０％減であるが，２２年度まで単独事業に計上していた社会

資本整備総合交付金を補助事業に移し替えた影響を除いた場合，補助事業で約４．６％減，単独

事業で約５．０％減である。

(4) 公 債 費　　（前年度比　１．２％減）

臨時財政対策債の元利償還金が増加するものの，前年度比１．２％程度の減を見込んでいる。

(5) 公営企業繰出金　　（前年度比　０．３％減）

「地方公営企業法」等に定める一般会計との間の経費負担区分等の経営に関する基本原則を堅

持しながら，経営基盤の強化，住民生活に密接に関連した社会資本の整備の推進，社会経済情勢

の変化に対応した新たな事業の展開等を図るため，所要額を計上している。

５　地方税制改正

地域主権改革を推進する観点から，地方税の充実と住民自治の確立に向けた地方税制度改革を進

めることとしており，個人住民税の諸控除や税負担軽減措置等の見直し等を行うほか，法人実効税

率の引下げに当たっては，全体としての税収に極力影響を与えないよう配慮するとしている。

(1) 地方税は住民自治を支える根幹であり，地域主権改革を進めていく観点から，地方税を充実す

ることが重要であり，少子高齢化が進み，社会保障制度を支えている地方自治体の役割がますま

す増大する中で，社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など，税源

の偏在性が少なく，税収が安定的な地方税体系を構築する。

(2) 税制を通じて住民自治を確立するため，現行の地方税制度を「自主的な判断」の拡大の観点に

立って，法による過剰な制約を取り除き，自治体が自主的に判断し，条例で決定できるよう，ま

た，「執行の責任」の拡大の観点に立って，自治体が課税に当たって納税者である住民と直接向

き合う機会を増やすよう改革を進める。

具体的取組として，法定任意軽減措置制度の創設，法定税の法定任意税化・法定外税化，制限

税率の見直し，法定外税の新設・変更への関与の見直し，消費税・地方消費税の賦課徴収に係る

地方自治体の役割の拡大，などについて検討する。
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Ⅲ　地方債計画

１　策定方針

平成２３年度の地方債計画は，極めて厳しい地方財政の状況の下で，地域に必要なサービスを確

実に提供できるよう，地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに，地方公共団体が，

必要性の高い分野への重点的な投資を行えるよう，公的資金の重点化と市場における地方債資金の

調達を引き続き推進しつつ，所要の地方債資金の確保を図ることとしている。

２　概　況 （単位：億円，％）

増減額

（Ａ）－（Ｂ）

   20,167    14.9 
通常分    2,291    5.4 
特別分    17,876    19.2 

臨時財政対策債    15,476    20.1 
財源対策債    1,300    12.1 
退職手当債    1,000    20.4 
調　整    100    50.0 

   1,469    6.1 
   21,636    13.6 

※「公営企業会計等分」は，すべて通常分

３　地方債計画の特色

(1) 補助事業等に係る地方債の一本化（主に都道府県分）

地方公共団体の事業選択に対する中立性の確保や一括交付金化の趣旨を踏まえ，都道府県を

中心に公共事業等債に一本化し，地方公共団体の事務負担の軽減を図る。

(２) 臨時財政対策債の発行

地方財源不足に対処するため，地方財政法第５条の特例として６兆１，５９３億円を計上。

(３) 地域活性化事業の推進

「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を図る「緑の分権改革」を推進

する事業に加え，これまで住民生活にとって大事な分野でありながら，光が十分に当てられて

こなかった分野（地方消費者行政，ＤＶ対策・自殺予防等の弱者対策・自律支援，知の地域づ

くり）に係る事業について，２７年度までの間，新たに対象とする。

(4) 地方債充当率の簡素化

①　地方道路等整備事業債

通常事業分（充当率７０％）と臨時事業分（充当率９５％）の区分を廃止し，充当率９０％

に統一する。

②　一般補助施設整備等事業債及び一般事業債

都道府県・指定都市の事業（充当率７０％）については，市町村の事業（充当率７５％）と

同じく，充当率を７５％にする。

(5) 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

上・下水道，交通，病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進すること

とし，事業の実施状況等を踏まえ，所要額を計上している。

4,900  

区　　　　　分

合　　　　　計

公営企業会計等分

3,900  

74,993  

100  200  

普通会計分 114,772  
39,779  42,070  

9,400  10,700  

92,869  
61,593  77,069  

137,340  158,976  
22,568  

増減率
平成２３年度 平成２２年度

（Ａ）　 （Ｂ）　

24,037  

134,939  
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(6) 公債費負担対策

高金利の地方債の公債費負担を軽減するため，２４年度までの３年間で，１．１兆円程度の年利

５％以上の公的資金（旧資金運用部資金，旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金）の補

償金免除繰上償還を行うこととし，必要に応じ借換債を発行できることとしている。

(7) 公営企業借換債の確保

旧公営企業金融公庫資金に係る公営企業借換債について，３００億円を計上。

４　地方債資金の確保

(1) 公的資金

公的資金の重点化・縮減を図りつつ，所要の財源を確保し，臨時財政対策債については，前年度

と同じ割合の公的資金を確保している。

(２) 民間等資金

民間等資金の円滑な調達を図るため，市場公募団体の拡大や共同発行市場公募地方債及び住民参

加型市場公募地方債の発行を引き続き推進することとしている。

（単位：億円，％）

増減額

（Ａ）　 構成比 （Ｂ）　 構成比 （Ａ）－（Ｂ）

56,240 40.9 64,980 40.9    8,740    13.5
財 政 融 資 資 金 37,310 27.2 43,390 27.3    6,080    14.0
地方公共団体金融機構資金 18,930 13.8 21,590 13.6    2,660    12.3
（国の予算等貸付金） （ 1,165） － （ 1,185） － (   20) (  1.7)

81,100 59.1 93,996 59.1    12,896    13.7
市　場　公　募 42,000 30.6 43,000 27.0    1,000    2.3
銀 行 等 引 受 39,100 28.5 50,996 32.1    11,896    23.3

137,340 100.0 158,976 100.0    21,636    13.6
※市場公募地方債は，借換債を含め７兆２，０００億円（前年度比２，５００億円，３．４％減）。

※国の予算等貸付金の（　）は，地方道路整備臨時貸付金，災害援護資金など国の予算等に基づく

貸付金を財源とするもので，合計には含めていない。

合　　　　計

公　的　資　金

民　間　等　資　金

増減率
平成２２年度計画額平成２３年度計画額

区　　　　　分
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■ 参考　国の一般会計予算，地方財政計画･地方債計画の推移

平成 ４ ７２ 2,180 ２．７ ７ 2,800 １０．１

５ ７２ 3,548 ０．２ ８ 1,300 １１．２

６ ７３ 0,817 １．０ １３ 6,430 １８．７

７ ７０ 9,871 △２．９ １２ 5,980 １７．７

８ ７５ 1,049 ５．８ ２１ 0,290 ２８．０

９ ７７ 3,900 ３．０ １６ 7,070 ２１．６

１０ ７７ 6,692 ０．４ １５ 5,570 ２０．０

１１ ８１ 8,601 ５．４ ３１ 0,500 ３７．９

１２ ８４ 9,871 ３．８ ３２ 6,100 ３８．４

１３ ８２ 6,524 △２．７ ２８ 3,180 ３４．３

１４ ８１ 2,300 △１．７ ３０ 0,000 ３６．９

１５ ８１ 7,891 ０．７ ３６ 4,450 ４４．６

１６ ８２ 1,109 ０．４ ３６ 5,900 ４４．６

１７ ８２ 1,829 ０．１ ３４ 3,900 ４１．８

１８ ７９ 6,860 △３．０ ２９ 9,730 ３７．６

１９ ８２ 9,088 ４．０ ２５ 4,320 ３０．７

２０ ８３ 0,613 ０．２ ２５ 3,480 ３０．５

２１ ８８ 5,480 ６．６ ３３ 2,940 ３７．６

２２ ９２ 2,992 ４．２ ４４ 3,030 ４８．０

２３ ９２ 4,116 ０．１ ４４ 2,980 ４７．９ 　

平成 ４ ７４ 3,651 ４．９ ８ 7,500 △３．７

５ ７６ 4,152 ２．８ １０ 3,585 １８．４

６ ７９ 1,443 ３．６ １４ 7,340 ４２．２

７ ８２ 5,093 ４．３ １６ 0,332 ８．８

８ ８５ 2,848 ３．４ １８ 1,103 １３．０

９ ８７ 0,596 ２．１ １７ 3,659 △４．１

１０ ８７ 0,964 ０．０ １６ 0,940 △７．３

１１ ８８ 5,316 １．６ １６ 3,970 １．９

１２ ８８ 9,300 ０．５ １６ 3,106 △０．５

１３ ８９ 3,071 ０．４ １６ 4,998 １．２

１４ ８７ 5,666 △１．９ １６ 5,239 ０．１

１５ ８６ 2,107 △１．５ １８ 4,485 １１．９

１６ ８４ 6,669 △１．８ １７ 4,843 △５．４

１７ ８３ 7,687 △１．１ １５ 5,366 △１１．１

１８ ８３ 1,508 △０．７ １３ 9,466 △１０．２

１９ ８３ 1,261 △０．０ １２ 5,108 △１０．３

２０ ８３ 4,014 ０．３ １２ 4,776 △０．３

２１ ８２ 5,557 △１．０ １４ 1,844 １３．７

２２ ８２ 1,268 △０．５ １５ 8,976 １２．１

２３ ８２ 5,200 ０．５ １３ 7,340 △１３．６

対前年度伸率

億円 億円兆 ％ 兆 ％

年　　度 地 方 債 計 画 額
歳 入 歳 出 総 額

地　　方　　財　　政　　計　　画

対前年度伸率

億円億円

公　債　発　行　額

兆 ％

公債依存度年　　度
一 般 会 計 予 算

兆 ％

対前年度伸率

国　　 の　　予　　算
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28 107
28 109
29 111
30 112
32 116
33 118
36 119
36 120
39 120
40 124
41 124
42 127
47 129
51 131
57 133
58 137
59 139
68 139
76 140
78 140
79 141
79 142
79 143
89
95
97
99
105

収 納 対 策 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

事 業 概 要

防 災 安 全 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

文 書 法 制 室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

シティセールス推進課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

観 光 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

市 民 課
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

コ ミ ュ ニ テ ィ 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

契 約 検 査 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

原 子 力 対 策 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

地 域 包 括 支 援 室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

企 画 政 策 課

国 保 介 護 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

情 報 政 策 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

広 報 室
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

高 齢 ・ 障 害 福 祉 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

子 育 て 支 援 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

市 民 健 康 課
地 域 医 療 対 策 課

福 祉 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

上 水 道 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

入来区画整理推進室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

中 央 図 書 館

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

市 民 ス ポ ー ツ 課

教 育 総 務 課
学 校 教 育 課

議 事 調 査 課
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

少 年 自 然 の 家

下 水 道 課

農 業 委 員 会 事 務 局

林 務 水 産 課

企 業 ・ 港 振 興 課

耕 地 課

環 境 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

商 工 振 興 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

畜 産 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

農 政 課

財 産 活 用 推 進 課 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

川 内 環 境 セ ン タ ー

環 境 施 設 整 備 室
川内クリーンセンター

建 設 政 策 課

天辰区画整理推進室

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

社 会 教 育 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

建 築 住 宅 課

建 設 整 備 課
建 設 維 持 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

文 化 課

都 市 計 画 課

用 地 課
消 防 総 務 課

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

選挙管理委員会事務局

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・



（凡例）
○ 一体化躍動プラン

Ａ．地域力再生
Ｂ．都市力創出
Ｃ．交流活力創出
Ｄ．市政改革

○ ３カ年の戦略テーマ
1. 個性と魅力ある地区コミュニティ主体の地域づくり
2. 地域資源を大切にし，ふるさとに誇りを持てるまちづくり
3. “活力と豊かさを感じるゴールド集落”の創出
4. 高齢者や障害者（児）等を支える福祉のまちづくり
5. 子育て支援体制の充実による子育てしやすいまちづくり
6. 地域医療体制の構築による安心のまちづくり
7. 防災・生活安全対策及び環境対策の充実による安全なまちづくり
8. 豊かな人間性と郷土愛を育む教育の推進
9. 地域づくりを担う人材と組織の育成及びまちづくりへの積極的な活用

10. 社会基盤の整備による利便性の高い都市づくり
11. 拠点的機能を活かしたまちづくり
12. 定住自立圏の形成による均衡のとれたまちづくり
13. 情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用による地域課題の解決
14. 都市ブランドの構築による持続的な地域経済の活性化
15. シティセールスの推進による総合的な情報発信
16. 農林畜産業及び水産業の振興と地産地消による農山漁村の活性化
17. 地域特性を活かした交流躍動のまちづくり
18. 企業誘致の促進，工業団地の整備及び付加価値の高い地場産業振興による雇用の確保
19. 市街地の活性化によるにぎわいのあるまちづくり
20. 地域への愛着と誇りを持てる景観形成によるまちづくり
21. 地域の歴史・伝統文化の保存・継承と新たな文化を創出・育成するまちづくり
22. 情報発信力を有する多様な人材・組織の育成
23. スピーディで質の高い信頼される行政サービスの提供
24. 市民との情報の共有・協働・参画によるまちづくり
25. 効率的・効果的な組織力の向上
26. 健全で持続的な財政経営基盤の確立
27. 広聴広報機能の充実によるスピーディな情報発信と市民ニーズへの対応

○ 重点的取組
① 協働・参画
② 安心・快適
③ 活力・交流
④ 人材・組織育成
⑤ スピード・品質

○ 政策重点項目
ア．ゴールド集落の再生活動支援
イ．子育てしやすい環境づくりの推進
ウ．交通通信体系整備による地域格差の解消
エ．社会基盤の計画的維持・整備
オ．シティセールスによる観光・交流人口の増大
カ．安定した産業（農林・畜産・水産・商工）経営の推進と，新たな地域雇用の創出

＜記入例＞

一体化躍動プラン 戦略テーマ 重点的取組 政策重点項目 新　規

Ｂ １０ ② ウ

事　業　概　要

　○○○線整備事業事　業　名

項　　目



　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,239         　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               229,000   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               102,653    　              

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 文書法制室

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　文書管理システムの移行に伴い，甑支所等において保存文書の適正管理のため，同システム
との照合及びデータの入力並びに書庫内の文書整理を行うもの

　○　新規雇用人員　　８人

事 業 費 2,239          

財 源 内 訳

甑支所等保存文書整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

財産活用推進課

薩摩川内市民まちづくり公社運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　公共施設の管理運営と施設を活用した生涯学習及び芸術文化事業等を行う財団法人薩摩川内
市民まちづくり公社の運営を補助するもの

事 業 費 229,000     

財 源 内 訳

市有施設保全基金積立金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

■

事 業 概 要

　市有施設の老朽化に伴い今後維持・修繕費等が増加傾向にあることから，建物等の維持・修
繕等に健全かつ適正に対応するため，普通財産の土地建物貸付収入の一部を市有施設保全基金
へ積立てるもの

事 業 費 102,653     

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,000        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,851        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,833         　              

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　市税等滞納者の死亡に伴い，その相続人に納税義務を承継させ，市税等の収納確保を図るた
めの相続人調査を実施するもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 1,833          

財 源 内 訳

市税等収納対策特別事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

電気自動車導入事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　環境への負荷の少ない持続的発展が可能な循環型社会の構築を図るため，「薩摩川内市環境
基本計画」及び「薩摩川内市役所環境保全行動計画」に基づき，公用車に電気自動車を率先導
入するもの
　
　○　電気自動車　１台

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

収納対策課

コンビニ収納事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　市税等の納めやすい環境整備（納税機会の拡充）を図るため，コンビニ収納を実施するもの

　○　コンビニ収納代行手数料

事 業 費 4,851          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               795           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               9,673         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,145        

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　防災機関と地域住民が一体となって，総合的・実践的な訓練を実施し，災害時に迅速かつ的
確な応急対策活動ができるよう防災関係機関相互の協力体制の確立を図り，併せて市民参加に
よる防災意識の高揚を図ることを目的に訓練を実施するもの

事 業 費 2,145          

財 源 内 訳

薩摩川内市総合防災訓練

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　犯罪，交通事故の発生を防止，減少させるために，自主防犯意識の啓発及び犯罪の抑止，交
通事故防止を図るため，防犯・交通安全パトロール（本土地域のみ）の実施や市民・事業所等
への啓発を行うもの

　○　新規雇用人員　　３人

　○　事業内容　　　　①　高齢者などを振り込め詐欺の被害から防止する活動
　　　　　　　　　　　②　子どもや女性を声かけやわいせつ犯罪などの被害から守るための
　　　　　　　　　　　　　活動
　 　　　　　　　 　　③　子どもや高齢者を交通事故から守る活動
　 　　　　　　　 　　④　自転車盗など身近な街頭犯罪の抑止活動

事 業 費 9,673          

財 源 内 訳

防犯・交通安全パトロール事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　青色回転灯装着車による防犯パトロ―ル活動を実施する自主防犯パトロール団体と協調・連
携した安全・安心まちづくりを推進するための活動費を補助するもの

　○　　（青パト登録台数）　　　　（補助金額）
　　　　　１台～　５台　　　　　１５，０００円／年
　　　　　６台～１０台　　　　　３０，０００円／年
　　　　１１台～　　　　　　　　６０，０００円／年

事 業 費 795             

財 源 内 訳

防災安全課

青色灯自主防犯活動事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,204        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

7 ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,240        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               815,100    52,497      

事 業 概 要

　
　市内の全世帯を対象に，防災行政情報を屋内で聴くことができる環境の整備を図るもの

　○　戸別受信機整備　　整備計画：約１５，６００台

事 業 費 867,597     

財 源 内 訳

防災行政無線デジタル化整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　避難所において防災・気象情報を取得できるように，避難所として指定している自治会館等
の施設において，地上デジタルテレビを整備する施設管理者に対し補助するもの

　○　補助額　　上限：４０千円

事 業 費 1,240          

財 源 内 訳

指定避難所地上デジタルテレビ整備補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　災害応急対策時において，地区災害対策詰所従事職員の補助業務を行うとともに，防災基礎
知識等の習得，防災意識の向上を図るため，防災サポーター研修会を開催するもの

　○　人　　員　　６７人（甑島地域の防災サポーターを９人拡充）

　○　主な業務　　①　地区災害対策詰所従事職員の補助業務
　　　　　　　　　②　がけ地近接等危険住宅調査の支援業務
　　　　　　　　　③　防災行政無線モニター業務
　　　　　　　　　④　防災サポーター研修会等への参加

事 業 費 3,204          

財 源 内 訳

防災サポーター制度

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,712        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               208           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２６ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,923        

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　鹿児島県と市町村との共同利用（開発・運営）による電子入札システムを運営するもの

　○スケジュール
　　　Ｈ１８年度　　　システム開発
　　　Ｈ１９年度　　　システム開発及び関係者説明会
　　　Ｈ２０年度　　　８月６日から運用開始
　　　Ｈ２１年度以降　工種の拡大及び会場入札分を順次電子入札へ移行

　○費用負担
　　　人口割により負担

事 業 費 2,923          

財 源 内 訳

電子入札システム運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に基づき，「入札等監視委員会」
を設置し，中立・公正な第三者である学識経験者等の意見を適切に反映することにより，入札
及び契約の過程並びに契約の内容の透明性を確保するもの

　○　入札等監視委員会　　①　入札改革に対する諮問
　　　　　　　　　　　　　②　入札過程，契約内容等の審査

事 業 費 208             

財 源 内 訳

入札等監視委員会運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　工事成績を重視した入札制度を導入していることから，公平公正な工事成績の評価が求めら
れており，工事品質の確保の観点から監督職員の資質向上を図るため，技術職員の研修を実施
するもの

　○　各研修施設開催研修への職員派遣
　　　　一般土木１６人，建築２人，上水道１人，下水道１人

　○　本市主催による工事監理研修会を実施
　　　　参加予定４０人

事 業 費 2,712          

財 源 内 訳

契約検査課

技術職員スキルアップ研修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,500        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

21,000      

事 業 概 要

　中心市街地の活性化及び市民生活の利便性の向上を図るため，川内駅東口の複合拠点施設用
地及び中心市街地の大規模未利用地を含め，文化施設，生涯学習推進施設，商業施設を集積し
た「複合拠点施設」の導入に係る基本構想の策定等を実施するもの

　○　基本構想策定業務

　○　先進地視察

事 業 費 21,000        

財 源 内 訳

複合拠点施設等整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　本市の経済・産業分析，活用できる地域資源の調査等を行い，地域産業の内発的・持続的な
方策を整理・検討するもの

　○　薩摩川内市の経済・産業分析

　○　活用できる地域資源の調査　など

事 業 費 4,000          

財 源 内 訳

地域産業振興調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　都市ブランドの構築やシティセールスの推進により，都市としての一層の魅力向上を目指す
ための取り組みや，活力と豊かさを感じるゴールド集落の創出を目指した全市的な取り組みな
ど，本市の地域づくりを市内外に広く情報発信するためのフォーラムを開催するもの

　○　講演

　○　パネルディスカッション

　○　特別企画　など

事 業 費 3,500          

財 源 内 訳

企画政策課

まちのチカラ創造フォーラム実施事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,373        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,200        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,816        

事 業 概 要

　島と島とが試合を通して交流することがなかった現状に”新しい風”を吹き込み，全国の島
の少年少女が一堂に会し，野球を通して”島”と”島”の交流を通し少年少女の夢づくりや人
づくりを行い，島の活性化を図るため，全国離島振興協議会等が後援している「全国離島交流
中学生野球大会」に甑島の中学校から選抜チームを編成し，参加するもの
　
　○　開催日時　平成２３年８月（予定）

　○　開催場所　愛媛県上島町

事 業 費 2,816          

財 源 内 訳

全国離島交流中学生野球大会

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　交流人口の拡大を図るため，甑島を大学等の学外活動の場として提供し，甑島の市民も参加
した公開講座等を行うもの

事 業 費 1,200          

財 源 内 訳

こしきアイランドキャンパス事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　本市の水産業の振興，甑地域における定住人口の増加及び交流人口の拡大を図るため，東
京・大阪・福岡の主要デパートやホテル等で，甑島の水産加工品の実演販売，産品商談会等の
観光セールスや観光・定住のＰＲ活動を行うもの

事 業 費 1,373          

財 源 内 訳

甑島セールス事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１２ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,541        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               60,078      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,480        

事 業 概 要

　ゴールド集落への定住促進の活性化を図るため，ゴールド集落に転入し，自治会に加入した
者を対象に補助するもの

　○　１人当たり：６万円
　　　　　　　　　※転入者が１８歳未満の場合，１人につき１０万円を加算

事 業 費 7,480          

財 源 内 訳

ゴールド集落定住促進補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　本市の人口増加及び均衡ある発展を図るため，市内への転入・定住者に補助するもの

　○　定住住宅取得補助金
　　　　住宅を建築し，定住するものに対して，補助金を交付
　　　　　…甲地域：１５０万円，乙地域：１００万円，丙地域：３０万円の額に，
　　　　　　子育て・市内業者の加算を合算した金額

　○　定住住宅リフォーム補助金
　　　　住宅をリフォームし，定住するものに対して，補助金を交付
　　　　　…甲地域：１００万円，乙地域：７０万円，丙地域：２０万円

　○　新幹線通勤定期購入補助金
　　　　本市に転入し，新幹線を利用して通勤するものに対して，補助金を交付
　　　　　…営業キロ１００km未満：１万円，１００km以上２００km未満：１万５千円，
　　　　　　２００km以上：２万円

事 業 費 60,078        

財 源 内 訳

定住促進補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　定住に関する情報発信や問合せ等について，一元化したサービスを提供するとともに，定住
促進のための施策を推進するもの

　○　定住に関する相談対応や各種定住情報を提供する窓口業務

　○　交流体験事業の実施

　○　倶楽部通信やメールマガジンの作成・配布，ＨＰ更新等

　○　各種移住セミナ―等への参加

事 業 費 4,541          

財 源 内 訳

定住支援センター事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               20,750       380           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               16,437      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１ ①

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               105,497   

事 業 概 要

　地域社会の発展と明るく住みよい地域をつくるための基礎的な自治組織である自治会に対し
て，行政との緊密な連携を図るための自主的な地域活動を補助するもの
　
　○　対象団体　　５９０自治会

　○　対象経費　　自主的な地域活動と運営に要する経費

事 業 費 105,497     

財 源 内 訳

自治会活動支援事業補助金

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ

事 業 概 要

　本来有している地域の力を再び創造し，安心して住み続けられる地域づくりを進めるため，
ゴールド集落である自治会やゴールド集落を抱える地区コミュニティ協議会に対し，補助する
もの
　また，特定非営利活動法人等が行うゴールド集落の活性化や課題解決に向けた公共的な支援
活動を補助するもの

　○　ゴールド集落重点支援地区補助金
　○　ゴールド集落自主活動支援補助金
　○　ゴールド集落支援地区コミュニティ協議会活動補助金
　○　ゴールド集落支援市民活動補助金

事 業 費 16,437        

財 源 内 訳

コミュニティ課

ゴールド集落活性化事業補助金

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　原子力発電に関する知識の普及啓発のため，市民及び職員を対象に普及啓発事業を実施する
とともに，原子力発電施設の安全対策等に関する連絡調整を行うもの

　○　普及啓発事業
　　・　市民対象の原子力関連施設視察等：年７回（県外視察研修会３回，県内見学会４回）
　　・　職員対象の原子力講座：年間３０人受講（県外受講１４人，市内受講１６）
　　・　原子力広報「薩摩川内」：年４回発行（Ａ４サイズ，８ページ，３８，０００部）
　○　安全対策等に関する連絡調整
　　・　県原子力安全対策連絡協議会：年４回（４月，７月，１０月，１月）
　　・　市原子力安全対策連絡協議会：年４回（５月，８月，１１月，２月）
　　・　国，県，関係機関との連絡調整：随時

事 業 費 21,130        

財 源 内 訳

原子力対策課

広報安全対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

1 ①

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               90,644      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 ７／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

9,600         4,080        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,805        

事 業 概 要

　男女共同参画社会の推進を図るため，主に次の事業を行うもの

　○　男女共同参画講座の開催
　○　男女共同参画フォーラムの開催
　○　女性５０人委員会の開催
　○　何でも相談室の設置
　○　男女共同参画情報紙の発行

事 業 費 3,805          

財 源 内 訳

男女共同参画政策事業

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ

事 業 概 要

　児童・生徒の安全な通学を確保するため，自治会のはざま等の通学路で必要な箇所に防犯灯
を設置するもの

　○　設置基数　　２００基
　　　　　　　　　　※３年間（平成２２～２４年度）で５００基程度設置予定

事 業 費 13,680        

財 源 内 訳

通学路防犯灯設置事業

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ

事 業 概 要

　市民の生活環境の整備促進その他地域社会の振興発展を図るため，地区コミュニティ協議会
に対して，行政との緊密な連携を図るための自主的な地域活動を補助するもの

　○　対象団体　　４８地区コミュニティ協議会

　○　対象経費　　自主的な地域活動と運営に要する経費

事 業 費 90,644        

財 源 内 訳

地区コミュニティ支援事業補助金

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,271        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１３ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               23,099       8,858        

事 業 概 要

　
　地区振興，各団体の交流（情報交換）及び地区外・市外住民との交流を促進するため，地区
コミュニティ協議会，ＮＰＯ法人，ボランティア団体等の活動情報を広く発信する情報サイト
を開設するもの

　○　地区コミュニティ協議会
　○　ＮＰＯ法人
　○　ボランティア団体等

事 業 費 31,957        

財 源 内 訳

市民活動情報サイト開設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■

事 業 概 要

　ボランティア団体等の市民活動の交流・連携の促進と市民活動団体を運営するリーダー等の
人材育成のため，社会福祉協議会のボランティアセンターの運営を補助するもの

　○　ボランティアセンター設置数　８箇所（社会福祉協議会本庁と７支所）

　○　ボランティア登録団体　　　　９６団体

　○　登録者数　　　　　　　　　　４，８３６人

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

ボランティアセンター事業運営補助金

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ

事 業 概 要

　生涯学習推進計画により，市民の学習の機会等を充実するもの

　○　生涯学習推進本部による事業の推進
　○　甑地域生涯学習活動の推進
　○　生涯学習フェスティバルの開催
　○　生涯学習推進計画による各種事業の広報・実施

事 業 費 5,271          

財 源 内 訳

生涯学習推進事業

項　　目
一体化躍動プラン 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,000         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,011         　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 ２／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

100,289    8,589        

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　市民の自治会活動への理解を深め，各自治会における住み良い環境づくりを推進するため
に，自治会への加入促進を図るもの

　○　新規雇用人員　　２人

事 業 費 2,011          

財 源 内 訳

自治会加入促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　地上デジタル放送への円滑な移行を促進するとともに，新たな難視聴地域の解消を図るため
に，地上デジタル放送を受信する共聴施設の整備及び改修費の一部を補助するもの

　○　市内の新たな難視地域で共聴施設の新設が必要となる地域　　３３地区，６５１世帯

　【参　考】市内全体の新たな難視地区（１月２５日現在）

　　①　高性能アンテナ対策（個人で対応・市の補助対象外）　６９地区
　　②　既設共聴加入の対策（同上）　　　　　　　　　　　　　６地区
　　③　共聴新設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３地区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　１０８地区（１，１４３世帯）

事 業 費 108,878     

財 源 内 訳

情報政策課

難視聴地域解消事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　共生・協働によるまちづくりを進めるために，新たな団体の設立やＮＰＯ法人やボランティ
ア団体等が行う公共的な活動を補助するもの

　○　設立・運営に係る補助
　　　　補助率　　１年目：３／４補助　２年目：１／２補助　３年目：１／３補助
　　　　　　　　　　※　上限２０万円

　　　　対　象　　ボランティア団体，ＮＰＯ法人等を対象

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

市民活動促進補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               155,008   

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２７ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               30,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２７ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               149           

事 業 概 要

　市民の多様な意見や要望を適切に市政に反映させるために，各地域等に出向き意見交換会を
開催するもの

　○　平成２３年度開催地域及び中学校校区

　　　　　川内北中校区，川内中央中校区，川内南中校区，高江中校区，
　　　　　平成中・高城西中校区，里・上甑地域　（６会場）

事 業 費 149             

財 源 内 訳

意見交換会開催業務

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　平成２２年度に樋脇地域防災行政無線戸別受信機の設置が完了することに伴い，同地域の有
線放送に係る柱・ケーブル・放送機材等を撤去するもの
　
　○　撤去施設の概要　　柱　　　　　　　　　約　　３，２００本
　　　　　　　　　　　　ケーブル　　　　　　約　２９，０００ｍ
　　　　　　　　　　　　ドロップワイヤー　　約１０３，０００ｍ

事 業 費 30,000        

財 源 内 訳

広報室

樋脇地域有線放送施設撤去事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ ■

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　基幹系システムは窓口業務を中心とした住民に直結するサービスを提供するシステムで，市
民の利便性の向上，システム導入に伴う業務改善，コスト削減等を図るために，基幹系システ
ムを抜本的に見直し，再構築するもの

　○　基幹系システム再構築業務委託

事 業 費 155,008     

財 源 内 訳

基幹系システム再構築事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２７ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               20,091      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               16,169       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,675         　              

事 業 概 要

　消費生活相談窓口の機能強化及び消費者被害の未然防止のために，消費者教育・啓発活動を
実施するもの

　○　相談窓口の機能強化
　　　　事務用機器の設置・相談室の改修

　○　消費生活相談員等レベルアップ
　　　　独立行政法人国民生活センター等の研修会への参加支援

　○　消費者の教育・啓発
　　　　消費生活講座の開催，出前講座の開催，啓発用パンフレット等の作成

事 業 費 2,675          

財 源 内 訳

消費者行政活性化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　鹿児島県市町村交通災害共済へ加入し，交通事故により被害を受けた加入者の救済を図るも
の

　　〇　対　　象　　全市民

　　〇　共済掛金　　加入者１人当たり，年間５００円

　　〇　共済期間　　４月１日（中途加入は掛金納入の翌日）から年度末まで

　　〇　災害見舞金　１等級（１，０００千円）から９等級（２５千円）まで

事 業 費 16,169        

財 源 内 訳

市民課

交通災害共済事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　市民に行政情報・まちの話題・お知らせ等を定期的に情報発信するもの

　○　月２回発行　　１０日号（２８ページ），２５日号（８ページ）
　　　　　　　　　　部　数　　３９，０００部

　　※　１回分（２８ページ）のみ，本市の特産である竹パルプを原料とする紙を使用

事 業 費 20,091        

財 源 内 訳

広報薩摩川内発行業務

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,677       12,611      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               21,253       64,804      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               11,100      

事 業 概 要

　子どもを産み育てやすい環境づくりを推進・支援するとともに，少子化対策の一環として不
妊治療を受ける夫婦の経済的負担の軽減を図るため，治療に要する費用の一部を助成するもの

　○　対象者　　　　不妊治療をしている夫婦

　○　助成内容　　　年度当たり２０万円を限度に通算５年間にわたり不妊治療に要した経費
　　　　　　　　　　の一部を助成する

　○　対象治療内容　体外受精，顕微授精，人工授精，タイミング療法，排卵誘発法
　　　　　　　　　　　※　県は体外受精，顕微授精のみ対象

事 業 費 11,100        

財 源 内 訳

コウノトリ支援事業（不妊治療費助成事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　安心して子育てできる環境をつくり，妊娠・出産に伴う経済的負担を軽減するため，妊婦健
康診査にかかる費用を公費で負担するもの
　
　○　対象者　　妊婦

　○　内　容　　１妊娠につき１４回分

事 業 費 86,057        

財 源 内 訳

市民健康課

妊婦健康診査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　ＩＣカード標準システムで，住基カード内の空き領域を利用した自動交付機及び窓口簡易証
明発行機の利用を本庁及び各支所等で開始し，住基カードの普及と住民の利便性の向上を図る
もの

　○　平成２３年１月現在の普及率：１７．１７％（１７，２８６枚）

事 業 費 25,288        

財 源 内 訳

住民基本台帳ネットワークシステム（ＩＣカード標準システム事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               350            1,094        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

249            249           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

979            980           

事 業 概 要

　虐待防止の観点から，全ての乳児のいる家庭を母子保健推進員等が生後４ヵ月までに訪問
し，子育て支援に関する情報提供を行うとともに，乳児及びその保護者の心身の状況及び養育
環境の把握や助言を行い，支援が必要な家庭に対しては市の保健師が適切なサービス提供を行
うもの

事 業 費 1,959          

財 源 内 訳

こんにちは赤ちゃん事業（乳幼児家庭全戸訪問事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　思春期の子どもたちが「性」について正しく理解し，生命の大切さ，人に対するいたわりの
心等を学び，行動できるようにするため，助産師等が各小学校を訪問し，児童生徒及び保護者
等を対象に性教育（いのちの教育）を実施するもの

　○　実施予定　３６回

事 業 費 498             

財 源 内 訳

カンガルー事業（いのちをはぐくむ性教育）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　甑地域の妊婦の経済的負担の軽減を図るため，島外での妊婦健康診査時の旅費と出産に備え
ての宿泊費及び緊急移送費の一部を助成するもの

　○　対 象 者　　甑地域の妊婦

　○　助成内容　　妊婦健康診査時の旅費（１回２千円・５万６千円が限度）
　　　　　　　　　出産に備えての宿泊費（一泊５千円・５泊が限度）と往復のフェリー代
　　　　　　　　　及び緊急輸送費（１０万円が限度）に３分の２を乗じた額

事 業 費 1,444          

財 源 内 訳

こしき子宝支援事業（甑地域妊婦健康診査旅費等助成金）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,962         180            10,233      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,171         341            106,959   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,616         　              

事 業 概 要

　
　社会問題として自殺が増えていることから，地域自殺対策緊急強化事業により人材育成事業
や普及啓発事業，対面型相談支援事業等を行うもの

　○　対面型相談支援事業　　講演会・イベント時の健康相談，こころの健康相談

　○　人材養成事業　　　　　うつの知識と聴く技術についての研修会（１０回）

　○　普及啓発事業　　　　　自殺対策月間等のお知らせ（広報紙），街頭キャンペーン，
　　　　　　　　　　　　　　こころの講演会

事 業 費 5,616          

財 源 内 訳

自殺対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　がんの早期発見・早期治療を行うため，死因別死亡で大きな数を占める各種がん検診を実施
するもの

　○　各種がん検診（胃・大腸・肺・子宮・乳・前立腺）を市内全域で実施

　　　※　女性特有のがん検診　…　子宮がん検診・乳がん検診を追加（平成２１年度～）
　　　※　１年生検診　　　　　…　初めてがん検診の対象年齢に達する方の無料化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２２年度～）
　　　※　乳がん検診（新規）　…　対象年齢を４０歳から３０歳代へ引き下げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年度～）
　　　※　働く世代への大腸がん検診推進事業（新規）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年度～）

事 業 費 112,471     

財 源 内 訳

がん検診事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市民の成壮年期からの健康づくりのための各種事業を実施するもの

　○　健康手帳の交付
　○　健康相談
　○　健康教育
　○　訪問指導
　○　骨粗しょう症検診・一般健診・歯周疾患検診

事 業 費 15,375        

財 源 内 訳

健康増進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 44 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 ９／２０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

81,487       100,562   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,500         2,250         7,650         3,600        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

463            231            787            371           

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　高齢者が介護保険について理解し，ボランティア活動を通じ介護予防に自主的に取組むこと
を目的とし，高齢者の社会参加を促し，介護予防に向けた取り組みが主体的になされる地域社
会を構築するもの
　○　内　容　　６５歳以上の高齢者が，指定された事業所等でボランティア活動を行うとポ
　　　　　　　イントが付与され，当該ポイントは「介護ボランティア転換交付金（年間上限
　　　　　　　５，０００円）」に換金し，次年の介護保険料に利用できるもの
　　　　　　　　※　平成２２年度から一人暮らしのお年寄りへのボランティア活動もポイン
　　　　　　　　　トの対象に追加
　　　　　　　　※　５，０００円×２００人＝１，０００，０００円を交付予定

事 業 費 1,852          

財 源 内 訳

介護予防ボランティア事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　筋力の低下等がある虚弱な高齢者が，要介護状態になることを予防するために，運動機能・
栄養改善・口腔機能向上の教室を実施するもの
　
　○　対 象 者　　二次予防の対象者（６５歳以上で基本チェックリストで把握された方）
　○　実施時期　　７月～３月
　○　教　　室　　市内１２会場（保健センター等）及び市内スポーツ施設と介護保険施設
　　　　　　　　　１クール１２回（期間３ヶ月）
　○　対象人数　　各会場２０人程度，スポーツ施設と介護保険施設については，受け入れ
　　　　　　　　　可能な人数（３～１０人程度）

事 業 費 18,000        

財 源 内 訳

二次予防高齢者通所型事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　髄膜炎・子宮頸がんの発症を抑えるため，ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がんワクチンの無
料接種を実施するもの

　○　ヒブワクチン　　　　　　１回当たりの接種費用　：　　７，８００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　接種回数１歳：初回３回，追加接種：概ね１年後１回
　○　小児用肺炎球菌ワクチン　１回当たりの接種費用　：　１０，１００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　接種回数１歳：初回３回，追加接種：概ね１年後１回
　○　子宮頸がんワクチン　　　１回当たりの接種費用　：　１５，９００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　接種回数：１回接種後１ケ月後に１回，６ケ月後に１回
　　※　無料化　　　　　　　　　　の計３回

事 業 費 182,049     

財 源 内 訳

ヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がんワクチン予防接種事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

- 45 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

590            295            1,003         473           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

832            416            1,415         666           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／４ 県 １／８

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,362         1,681         5,716         2,691        

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　高齢者の閉じこもりや認知症を予防するために，若いときに馴染んだ趣味活動を活かして，
仲間づくりが出来る教室を開催するとともに，高齢者クラブ連合に業務委託することにより，
組織活動の活性化も目的とするもの

　○　対 象 者　　６５歳以上の高齢者
　○　開催時期　　通年（毎月１～３回程度とし，地域の実状に応じて開催）
　○　講　　座　　陶芸・麻雀・料理・囲碁・将棋・手品・ちぎり絵・リハビリダンス等
　　　　　　　　　１２講座
　○　事業内容　　高齢者クラブ連合及びＮＰＯ法人等に業務委託

事 業 費 13,450        

財 源 内 訳

楽らく元気づくり支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　高齢者の介護予防を推進するために，介護予防を推進する地域のリーダーを育成し，地区コ
ミュニティや自治会単位で，地域の高齢者を対象とした教室を開催するもの

　○　開催時期　　通年（②については毎月１回または隔週１回開催）

　○　事業内容　　①　リーダー養成講座（全１０回）及び育成研修会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３回×３会場）
　　　　　　　　　②　リーダーによる地域の介護予防教室開催　１５０回
　　　　　　　　　③　リーダーによる薩摩川内わっはっは体操の普及

事 業 費 3,329          

財 源 内 訳

介護予防事業リーダー育成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※ 介護保険事業特別会計

　介護予防の重点課題である認知症について正しい知識を普及し，予防意識の向上と地域での
見守りをすすめるため，講演会を実施するもの

　○　対 象 者　　一般市民（各地区コミュニティ住民）

　○　実施時期　　通年（各地区コミュニティにて，年１回開催）

　○　内　　容　　４８地区コミュニティ協議会に運営業務を委託して実施することとし，
　　　　　　　　　講師を派遣（平成２１・２２年度は市内７～８地域にて実施）

事 業 費 2,361          

財 源 内 訳

認知症予防講演会

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               761           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               230           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,627      

事 業 概 要

　一次救急医療体制を支援するもの

　○　救急医療適正受診啓発事業　適正受診啓発用チラシ（１，０００部）
　　　　救急医療の適正受診を啓発し救急医療体制の健全維持
　○　在宅当番・救急医療情報提供実施事業
　　　　休日又は夜間における第一次救急医療体制の確保及び住民への救急医療知識の普及啓
　　　　発
　○　川内地域一次救急医療体制運営事業
　　　　川内地域における一次救急医療の円滑な運営及び体制の確保
　○　小児救急医療支援体制運営事業
　　　　小児救急医療体制の維持と充実

事 業 費 14,627        

財 源 内 訳

　一次救急医療体制支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　甑島地域の保健医療福祉関係施設に従事する医師など，専門職の確保は大変厳しい状況にあ
り，離島医療の魅力を情報発信するとともに，専門職の確保につなげるため，施設見学者を募
集し，甑島保健医療福祉（民間施設含む。）の各施設の視察を実施するもの

　　○　対象者数　１０人

事 業 費 230             

財 源 内 訳

　関連施設従事希望者現地視察事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　診療所職員の医療技術の向上を図るための実務指導，意見交換等を実施するもの

　○　看護師研修事業　１回
　　　　看護職員の技術の向上と職員間の連携を図るため，指導・意見交換会を開催

　○　医薬品等管理指導事業　１回×５箇所
　　　　薬剤師による医薬品の管理指導及び医師等への情報提供等

　○　診療報酬明細書点検指導事業　１回×５箇所
　　　　診療報酬の適正な保険請求を行うため，診療報酬明細書点検指導を実施

事 業 費 761             

財 源 内 訳

地域医療対策課

　診療所職員スキルアップ事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,128         26,296      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               37,500       　              

事 業 概 要

　
　市民の健康維持と高度医療受診の確保の観点から，市内の二次救急医療機関である済生会川
内病院に対し，耐用年数が経過した高度医療機器の更新に係る費用の一部を補助するもの

　○　済生会川内病院医療機器整備事業　　ＩＶＲ－ＣＴ装置（平成８年４月導入）の更新

事 業 費 37,500        

財 源 内 訳

高度医療機器整備補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを推進するため，地域周産期母子医療
センターとして認定されている済生会川内病院の周産期医療体制の維持を補助するもの

　○　周産期医療等運営補助金（平成２２年度～）

　　※　周産期とは，妊娠後期から新生児早期までお産にまつわる時期を一括した概念をい
　　　い，この時期に母体・胎児・新生児を総合的に管理して，母と子の健康を守るのが周
　　　産期医療

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

　周産期医療等運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　二次救急医療体制を支援するもの

　○　病院群輪番制病院運営事業
　　　　救急医療機関及び救急患者搬送機関との円滑な連絡体制のもと，休日及び夜間におけ
　　　　る入院治療を要する重症救急患者の医療の確保
　　　　　補助対象：川内市医師会（川内地域で実施・運営する医療機関）
　○　共同利用型病院運営事業
　　　　拠点となる薩摩郡医師会病院における入院治療を要する重症救急患者の医療の確保
　　　　　補助対象：薩摩郡医師会（さつま地区で実施・運営する薩摩郡医師会病院）

事 業 費 30,424        

財 源 内 訳

　二次救急医療体制支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,600         1,500        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               900           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,608         　              

事 業 概 要

　
※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計
　
　医師が学会等により，診療所を不在とする際に代診医を確保するもの

　○　受　　入　　里・上甑・鹿島・下甑手打・下甑長浜診療所

　○　派 遣 元　　県立北薩病院（鹿児島県へき地医療支援機構）

　○　受入回数　　２２回

事 業 費 3,608          

財 源 内 訳

　代診医確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　自治医科大学卒業医師（義務年限）の医師派遣受入医療機関について１人当たり年間９００
千円を負担するもの
　
　○　自治医科大学卒業医師派遣負担金　　鹿島診療所　１人

事 業 費 900             

財 源 内 訳

　鹿島診療所医師確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　甑島地域における医療福祉専門職の確保のため，奨学資金を貸与するもの
　
　○　対　　象　　医　　師：１名　最大１２年間
　　　　　　　　　看護師等：１名　最大　４年間

　○　条　　件　　卒業後，甑島地域の医療機関・福祉施設（民間含む。）に従事
　　　　　　　　　（ただし，甑島に就業先がない場合は本土の医療機関へ勤務可能）

　○　返還免除　　医師貸与期間６年以下３年間・６年超５年間従事，看護師等５年間従事

　　【参考】　平成２１年度　債務負担行為設定分　６００千円

事 業 費 3,100          

財 源 内 訳

　甑島地域医療従事者等奨学資金貸与事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,224         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,371         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,772       　              

事 業 概 要

　
※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計

　安定的な医師確保及び住民への安定的な医療サービス体制を図るため，上甑診療所・下甑手
打診療所への診療業務支援を行うもの

　○　医療法人博愛会相良病院及び医療法人白光会白石病院

事 業 費 14,772        

財 源 内 訳

診療業務支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計

　より的確な診断が行え高度な医療を実現するため，診療所で撮影したＣＴ及びＸ線画像を放
射線科の専門医へ読影を依頼し診断を行うもの

　○　画像読影業務委託，画像遠隔読影装置保守点検業務委託

事 業 費 1,371          

財 源 内 訳

画像遠隔読影事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※国民健康保険直営診療施設勘定特別会計
　
　下甑手打診療所における後継者育成のための指導医の確保を行うもの

　○　受　　入　　下甑手打診療所　　３か月×２人

　○　派 遣 元　　関係病院等

事 業 費 2,224          

財 源 内 訳

　臨時医師確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ８／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

38,800       64,200       9,744        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               975            325           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               500           

事 業 概 要

　負担の公平性（地域格差の是正），介護サービスの利用促進を図るため，甑島地域で提供さ
れる訪問介護・訪問看護・福祉用具貸与の特別地域加算に相当する利用者負担を軽減するもの

　○　軽減割合　　　　特別地域加算（サービス費用の１５％）×１０％

　○　対象サービス　　甑島地域において提供される介護保険の訪問（予防含む）系サービス

　○　軽減対象者　　　特別地域加算のついた対象サービスを利用する本市の要介護（要支
　　　　　　　　　　　援）認定者

事 業 費 500             

財 源 内 訳

特別地域加算に係る介護保険利用者負担軽減事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　 低所得で生計が困難である者について，介護保険サービスの利用促進を図るため，介護保
険サービスの提供を行う社会福祉法人等の利用者負担を軽減するもの

　○　軽減割合　　　　利用者負担の４分の１（老齢福祉年金受給者は２分の１）

　○　対象者数　　　　１００人

  ○　対象サービス　　（介護予防）訪問介護，夜間対応型訪問介護，（介護予防）通所介護
　　　　　　　　　　　（介護予防）認知症対応型通所介護，（介護予防）短期入所生活介護
　　　　　　　　　　　（介護予防）小規模多機能型居宅介護，介護老人福祉施設，地域密着
　　　　　　　　　　　　　　　　　型介護老人福祉施設入所者生活介護

事 業 費 1,300          

財 源 内 訳

社会福祉法人等利用者負担額軽減措置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　特別養護老人ホーム鹿島園の外構の地盤沈下に伴う工事，スプリンクラー整備工事及び施設
修繕工事を行うもの

　○　スプリンクラー施設整備工事（電源立地地域対策交付金を充当）
　○　外溝工事　　　　　　　　　（市有施設保全基金を充当）
　○　特殊入浴装置取替工事　　　（　　　　　〃　　　　　）
　○　スライドリフター取替工事　（　　　　　〃　　　　　）

事 業 費 112,744     

財 源 内 訳

国保介護課

特別養護老人ホーム鹿島園施設整備等事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,200        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               104,950    　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               75              25             

事 業 概 要

　障害者施策によるホームヘルプサービス事業においては，所得に応じた費用負担となってい
たことから，当該ホームヘルプサービス事業を利用していた低所得者の障害者であって，介護
保険制度の適用を受けることになった者等について，訪問介護サービスの継続的な利用の促進
を図るため，利用者負担を軽減するもの（障害者自立支援法からの制度移行措置対象者に限
る。）

　○　対象者数　　　　　制度移行措置対象者５人

　○　利用者負担割合　　０％（全額免除）

事 業 費 100             

財 源 内 訳

障害ホームヘルプサービス利用者支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　高齢者が介護が必要となっても住み慣れた日常生活圏域において生活を継続することができ
るよう，日常生活圏域ごとに定めた市町村整備計画に基づく介護サービス基盤の整備に対し補
助するもの

　○　小規模多機能型居宅介護事業所（甑島地域）　１施設
　○　認知症対応型通所介護事業所　（甑島地域）　１施設
　○　認知症対応型共同生活事業所　　　　　　　　２施設
　○　施設開設準備経費　　　　　　　　　　　　　３施設

事 業 費 104,950     

財 源 内 訳

介護基盤緊急整備等特別対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　甑島地域で提供される訪問介護に係る利用者負担を一部軽減するもの

　○　軽減割合　　　　利用者負担額１０％　→　６％（４％軽減）

　○　対象サービス　　甑島地域において提供される介護保険の訪問（予防含む）系サービス

　○　軽減対象者　　　甑島地域で対象サービスを利用する本市の要介護（要支援）認定者

事 業 費 1,200          

財 源 内 訳

甑島地域における訪問介護に係る利用者負担軽減事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １０／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

2,592         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               20              118,744   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ② 　

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,360        

事 業 概 要

　介護給付の適正化に関する事務を行うもの

　○　介護給付サービス計画点検業務嘱託員報酬：１人

　○　介護給付適正事業に係る介護給付通知に要する経費

　

事 業 費 2,360          

財 源 内 訳

介護給付適正化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　介護保険法の規定に基づく介護認定審査会の審査判定業務及び要介護認定並びに要支援認定
に関する事務を行うもの

　○　介護認定審査会委員報酬　　：１合議体５人×１２合議体
　○　介護認定訪問調査業務嘱託員報酬：１８人
　○　主治医意見書作成手数料
　○　介護認定支援システムリース料（平成２４年１月から）
　○　介護認定支援システム保守料

事 業 費 118,764     

財 源 内 訳

介護認定審査業務

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　高齢者が介護が必要となっても住み慣れた日常生活圏域において生活を継続することができ
るよう，日常生活圏域ごとに定めた市町村整備計画に基づく介護サービス基盤の整備に対し補
助するもの

　○　スプリンクラー施設整備（認知症対応型共同生活介護　１施設）

事 業 費 2,592          

財 源 内 訳

地域介護・福祉空間整備等事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

6 ②

補助率 国 ０／０・１／２ 県 ３／４・１／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

35,582       262,518    699,676   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,050         1,165        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               272,484    1,335,464 

事 業 概 要

　
　後期高齢者医療事業に関する事務を行うもの

　○　後期高齢者医療広域連合に係る共通経費（運営・保険給付関係）　５．７４％

　○　給付費に対する市負担（１／１２）

　○　保険料に対する保険基盤安定繰出金

　○　元気高齢者顕彰事業に係る経費

事 業 費 1,607,948   

財 源 内 訳

後期高齢者医療対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　老人医療制度については，平成２０年３月で廃止となっているため，老人医療制度に係る医
療機関からの再請求等に対する経費を一般会計に計上するもの

　※　平成２３年３月３１日老人保健医療事業特別会計を廃止

事 業 費 2,215          

財 源 内 訳

老人保健医療対策費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　国民健康保険事業に関する事務を行うもの

　○　国民健康保険対策事業事務経費
　　　　　職員給与費・共済費，各種委託料，事務消耗品，職員の各種研修会への出会，委託
　　　　　業務契約，各種証（保険証）の印刷等
　○　国民健康保険事業特別会計繰出金（ルール分）
　　　　　国保財政安定化支援事業繰出金，保険国保基盤安定負担金繰出金，出産育児一時金
　　　　　繰出金
　○　国民健康保険事業特別会計繰出金（ルール外分）
　　　　　財源不足が見込まれるが，国民健康保険税の大幅な引き上げは加入者への負担が大
　　　　　きいことから，一般会計から補てんする繰出金（２億５千万円）

事 業 費 997,776     

財 源 内 訳

国民健康保険対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               21,599       35,486      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               27,281       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 ４．３／１０ 県 ０．７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,655,499  543,340    5,802,716  1,837,592 

事 業 概 要

　
※国民健康保険事業特別会計

　国民健康保険事業の健全な運営を確保し，保険給付事業等の円滑な実施を図るもの

　○　保険給付（８５億円），各種納付金等

　【参考】　平成２２年１２月末現在
　　　　　　　・加入世帯数：１５，０７１世帯
　　　　　　　・被保険者数：２４，５７６人

事 業 費 11,839,147 

財 源 内 訳

国民健康保険事業（給付事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　緊急雇用創出事業のスキームを活用し，緊急雇用創出事業のうち重点分野（介護，医療）に
該当する医療・介護保険特別対策を実施するもの

　○　国民健康保険
　　　　特定健診事業（直接実施：新規雇用人員１人）
　　　　特定健診未受診者対策事業（委託事業：新規雇用人員９人）
　○　介護保険
　　　　介護認定適正化事業（直接実施：新規雇用人員２人）
　　　　介護者支援実態調査事業（委託事業：新規雇用人員４人）
　○　後期高齢者医療保険
　　　　後期高齢者医療保険料徴収特別対策事業（直接実施：：新規雇用人員１人）

事 業 費 27,281        

財 源 内 訳

医療・介護保険特別対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

　
　後期高齢者医療保健事業に関する事務を行うもの

　○　長寿健診事業

　○　人間ドック・温泉補助

　○　いきいき教室（筋膜マッサージ）事業

　○　重複・頻回受診者訪問指導事業

事 業 費 57,085        

財 源 内 訳

後期高齢者医療対策事業（保健事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 １／３ 県 １／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

20,776       34,234       11,088       97,455      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 20/100.15/100 県 12.5/100.17.5/100

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

2,553,979  1,388,821  4,143,312  1,223,761 

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ４／１０ 県 ２／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

358            179            179            180           

事 業 概 要

　
※介護保険事業特別会計

　１１月１１日の介護の日に在宅介護者に対し，講演や，在宅介護の悩みなどの意見交換を行
い，身体的・精神的な軽減を図るもの

　○　講師謝金
　○　ショートステイ利用委託料

事 業 費 896             

財 源 内 訳

家族介護者支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　介護保険法に基づく保険給付事業の円滑な実施を図るもの

　○　居宅介護サービス費　　　（３，９９８，３３５千円）
　○　施設介護サービス費　　　（３，９８１，９９２千円）
　○　介護予防サービス費　　　　　（５９２，４７２千円）
　○　審査支払手数料　　　　　　　　（１１，６５８千円）
　○　高額介護サービス費　　　　　（２３２，２２２千円）
　○　高額医療合算介護サービス費　　（３５，４３９千円）
　○　特定入所者介護サービス等費　（４５３，６０５千円）

事 業 費 9,309,873   

.

介護保険事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
※国民健康保険事業特別会計
　
　国民健康保険事業の健全な運営を確保し，もって市民の社会保障及び健康増進の向上に寄与
することを目的とし特定健診・保健指導及び保健事業等を実施するもの

　○　特定健診保健指導事業，疾病予防事業，医療費適正化特別対策事業等の実施

事 業 費 163,553     

財 源 内 訳

国民健康保険事業（保健事業）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

６ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               364,489    661,581   

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ４／１０ 県 ２／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

9,343         4,671         38,937       4,671        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ４／１０ 県 ２／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

9,482         4,741         4,741         4,742        

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　地域の高齢者が，住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができる
ようにするため，どのような支援が必要かを把握し，地域における適切なサービス関係機関又
は制度の利用につなげる等の支援を行うもの

事 業 費 23,706        

財 源 内 訳

総合相談事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　二次予防事業対象者が要介護状態等になることを予防するため，介護予防事業その他の適切
な事業を包括的かつ効率的に行うもの

　※　二次予防事業対象者とは，要介護状態等となるおそれの高い虚弱な状態にあると認めら
　　れる６５歳以上の者

事 業 費 57,622        

財 源 内 訳

地域包括支援室

介護予防ケアマネジメント事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
※後期高齢者医療事業特別会計

　○　保険料の徴収対策
　○　保険料の納付（鹿児島県後期高齢者医療広域連合）

　【参考】　対象者　　　１６，２４０人
　　　　　　保険料徴収　特別徴収（約７０％）
　　　　　　　　　　　　普通徴収（約３０％）

事 業 費 1,026,070   

財 源 内 訳

後期高齢者医療事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ４／１０ 県 ２／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

36              18              18              18             

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ４／１０ 県 ２／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

44,267       22,134       48,578       22,133      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ３／４ 県 ７３条適用分

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,226,748  20,000       388,917   

事 業 概 要

　生活に困窮する住民に対し，その困窮の程度に応じ，その最低限度の生活を保障するととも
に，その自立を助長するために必要な保護を行うもの

　生活扶助　　　　４５６，０００千円 　　　住宅扶助　　 ８８，３５１千円
  教育扶助  　　　　１２，２２６千円　　　 介護扶助　　 ２５，２００千円
  医療扶助 　 １，０３８，２６４千円  　　 出産扶助　　  １，１８７千円
　生業扶助 　　   　　５，３１８千円　　　 葬祭扶助 　　 ２，１１１千円
  施設事務費等　　　　７，００８千円

【参考指標　平成２２年１１月】保護世帯：７２６　保護人員：９７１　保護率：９．８０‰

事 業 費 1,635,665   

財 源 内 訳

福祉課

生活保護事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　高齢者が安心して地域で暮らし続けられるよう，圏域ごとに支所を持つ薩摩川内市社会福祉
協議会に地域包括支援センターの業務を委託するもの

　○　地域包括支援センター業務の委託（平成２３年４月～）
　○　人件費

事 業 費 137,112     

財 源 内 訳

地域包括支援センター支援業務委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　センターの適切な運営，公正・中立性の確保その他センターの円滑かつ適正な運営を図るた
め，運営協議会を積極的に活用するもの

事 業 費 90               

財 源 内 訳

地域包括支援センター運営協議会費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １０／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

3,091         1               

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               914            　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,730         1,731        

事 業 概 要

　
【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　景気の低迷に伴い，生活保護相談や申請が増加しているため，資産調査や扶養義務者への照
会など，保護決定等の円滑な事務処理を行うもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 914             

財 源 内 訳

生活保護事務対策支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　子育ての手伝いをしてほしい方（おねがい会員）と子育てのお手伝いをしたい方（まかせて
会員）との会員同士の助け合いを行う会員組織を支援することにより，子育てをする者が仕事
と家庭の両立と安心して働くことができるように会員の家庭での保育事業を支援するもの

　○　会員の募集　　ホームページ・チラシ等の配付による広報活動（随時）
　○　講習会開催　　おねがい会員（月１回程度），まかせて会員（年４回程度）
　○　活動の調整　　相互援助活動の調整（随時）

　※　おねがい会員：２４１人，まかせて会員：１１４人，両方会員：９０人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２２.１２．３１現在）

事 業 費 3,461          

財 源 内 訳

子育て支援課

ファミリー・サポート・センター事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　保護世帯における子どもの健全育成を図るため，日常生活の自立支援，養育支援，教育支援
など，幅広い支援を行う「就学・子育て支援員（嘱託員）｣を配置するもの

　○　就学・子育て支援員　１人配置

事 業 費 3,092          

財 源 内 訳

就学・子育て支援員導入事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

305           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,766       9,384        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

705            705           

事 業 概 要

　○　ショートステイ事業
　　　児童の保護者が社会的な事由により，一時的に家庭において養育できない場合等に７日
　　以内の期間を児童養護施設等に委託して実施するもの

　○　トワイライトステイ事業
　　　児童の保護者が仕事等の事由により，帰宅が恒常的に夜間にわたるため，生活指導や家
　　事の面で困難を生じている場合，児童養護施設に通所させて生活指導，夕食の提供等を行
　　うもの

　　※　実施予定施設：４箇所（市内３箇所の児童養護施設と鹿児島市の母子生活支援施設）

事 業 費 1,410          

財 源 内 訳

子育て支援短期利用事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに，児童の健全な育成及び資質の向上に寄与
するため，病気やその回復期の児童を一時的に預る事業を行うもの

　○　実施箇所：１箇所（医療法人　九十九会：ぐうちょきぱー）

事 業 費 24,150        

財 源 内 訳

病児・病後児保育事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　ファミリー・サポート・センターの活動（子育ての手伝いをしてほしい方（おねがい会員）
と子育てのお手伝いをしたい方（まかせて会員）との会員同士の助け合いを行う会員組織）に
対し利用助成を行うもの

　○　利用料金を改正し，差額を助成
　　　　【利 用 区 分】　　　　　　　【現　　　行】　　　　　　　【改　正　後】
　　　月　～　金曜日　　　　　　　３０分当たり３５０円　　　おねがい会員：３００円
　（７：００～１９：００）　　　　　　　　　　　　　　　　　まかせて会員：４５０円
　　　上記以外の曜日・時間　　　　３０分当たり４５０円　　　おねがい会員：３５０円
　（土・日曜日，祝日，時間外）　　　　　　　　　　　　　　　まかせて会員：５５０円

事 業 費 305             

財 源 内 訳

ファミリー・サポート・センター活動助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,850         1,850        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               107,640    53,821      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

20,005       20,005      

事 業 概 要

　子育て家庭等に対する育児相談等を行うもの

　○　地域子育て支援センター事業　センター型（６日～７日型）：５箇所

事 業 費 40,010        

財 源 内 訳

児童環境づくり基盤整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　○　休日保育事業（実施予定施設：１箇所）
　　　　就労形態の多様化に対応するため，日曜日・休日等の保育を行うもの

　○　延長保育促進事業（実施予定施設：２９箇所）
　　　　保育所において，１１時間の開所時間の前後の保育需要に対応するため，定数外の
　　　保育士を１人以上加配するもの
　　　　また，１１時間の開所時間の前後に，保育士を２人以上配置し，さらに３０分以上
　　　の保育を行うもの

事 業 費 161,461     

財 源 内 訳

保育対策等促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　母親の育児への不安や子育て負担の軽減を図るため，３歳未満の未就園児等と母親が親子で
リフレッシュ体操等を実施するとともに，母親達に交流の場を提供し，さらに子育てに関する
講演会等も開催するもの

 　○　川内地区，樋脇地区，上・下甑地区での開催

事 業 費 3,700          

財 源 内 訳

育児リフレッシュ事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 61 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

26,280       26,280      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,490        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               259,359    32,419       　              

事 業 概 要

　施設の老朽化及び待機児童解消のため，増改築する保育所の施設整備に係る費用の補助を行
うもの（県の「安心こども基金」を活用）

　○　保育所緊急整備事業（国２／３，市１／１２，事業者１／４）：２箇所整備予定
　
　　　総事業費　３８９，０３９千円×３／４＝２９１，７７８千円
　　　　　　　　　　　　　　　※うち市負担分　３２，４１９千円

事 業 費 291,778     

財 源 内 訳

保育所緊急整備事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　健全な運営と安全対策に努めるため，認可外保育施設への運営費を補助するもの
　
　○　対象１０施設

事 業 費 2,490          

財 源 内 訳

認可外保育施設運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　○　一時預かり事業（実施予定施設：２４箇所）
　　　保育の実施の対象とならない就学前児童であって，保護者の傷病・災害・事故，育
　　児等に伴う心理的・肉体的負担の解消等により緊急・一時的に保育が必要となる児童
　　を保育所で保育するもの
　
　○　保育所地域活動事業（実施予定施設：２４箇所）
　　　保育園が世代間交流事業・育児講座等地域と連携して行う事業に補助するもの

　○　障害児保育対策事業（実施予定施設：１０箇所）
　　　障害児の受入をする保育所に対して，人件費等を補助するもの

事 業 費 52,560        

財 源 内 訳

保育対策等促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 62 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

686            1,966         4,373        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 支給区分による 県 支給区分による

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,783,619  226,897    226,897   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

164,000    328,000   

事 業 概 要

　父母の離婚等により，児童を監護している母又は父（児童と生計同一の場合）または身体に
重度の障害がある児童の父，あるいは母に代わってその児童を養育している方に対して，児童
の健やかな成長を願って手当を支給するもの　　※平成２３年４月から手当額改定予定

　○　全部支給　　４１，５５０円
　○　一部支給　　９，８１０円～４１，５４０円

　　※　対象児童が２人の場合：５，０００円加算　３人目以降：３，０００円加算
　　※　上記の金額は支給対象者及び扶養義務者がいる場合は，扶養人数・所得状況により
　　　所得制限額があり支給額の一部，全部が支給停止になる場合もある。
　

事 業 費 492,000     

財 源 内 訳

児童扶養手当給付事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から，中学校修了ま
での児童を対象に，一人につき月額１３，０００円を支給するもの
　また，３歳未満の児童には月額２０，０００円を支給するもの（平成２３年度～）

　○　所得制限　　なし
　○　支払月　　　６月，１０月，２月
　　※　子ども手当の一部として，児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組みとし，児
　　　童手当分については，児童手当法の規定に基づき，国・地方・事業主が費用を負担し，
　　　それ以外の費用については，全額を国庫が負担。（公務員については従来とおり全額
　　　を所属庁から支給）

事 業 費 2,237,413   

財 源 内 訳

子ども手当支給事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　保護の必要な女性の相談に応じ必要な指導・支援や，家庭における人間関係の健全化及び児
童養育の適正化等，家庭児童福祉の向上を図るための相談，指導援助の充実を行うもの

　○　女性・家庭生活支援相談員　３人（１人増員）

　　　※　国の平成２２年度第１号補正予算の「住民生活に光をそそぐ交付金」により設置
　　　　した地域活性化交付金基金を活用し，女性・家庭生活支援相談員の１人増員を図り
　　　　相談体制の充実を図るもの

事 業 費 7,025          

財 源 内 訳

女性・家庭児童相談事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 63 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,664         2,832         2,834        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,720         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 ２／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               36,609       3,292         18,306      

事 業 概 要

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している概ね１０歳未満の児童に対
し，適切な遊び及び生活の場を与えて，その健全な育成を図るとともに，放課後児童の安全・
衛生対策と障害児を受入するクラブへ補助するもの

　○　放課後児童健全育成事業
　　　　公設２児童クラブ指定管理委託（水引，永利児童クラブ）
　　　　１３児童クラブ補助金（運営委員会運営型）

　○　放課後児童クラブ支援事業

事 業 費 58,207        

財 源 内 訳

放課後児童健全育成事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　放課後児童クラブ指導員の指導力向上のために，研修等に参加するもの（県の「安心こども
基金」を活用）

事 業 費 1,720          

財 源 内 訳

放課後児童クラブ指導員等研修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　夫からのＤＶ被害等からの避難先として，母子生活支援施設（鹿児島市等）に入所させるも
の

事 業 費 11,330        

財 源 内 訳

母子生活支援施設措置費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 64 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,700        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               620           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               18,000       　              

事 業 概 要

　
　老朽化に伴う既設クラブの移転整備，公設クラブの廃止・民営化に伴う新設整備に要する経
費について補助するとともに，敷地造成及び安全対策として外柵を設置するもの

　○　２箇所整備　　プレハブ整備補助金　　　　７，０００千円×２箇所
　　　　　　　　　　敷地造成・外柵設置工事　　２，０００千円×２箇所

事 業 費 18,000        

財 源 内 訳

放課後児童クラブ施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　新たに児童クラブを立ち上げようとする地元運営委員会へ，設立に必要な費用の一部を補助
するとともに，小規模校区において，当該校区に児童クラブがない場合，近隣の児童クラブへ
通所するための交通費を補助及び民間施設等を利用して運営を行う団体へも補助するもの

　○　児童クラブ設立支援事業補助金

　○　児童クラブ活動支援事業補助金

事 業 費 620             

財 源 内 訳

放課後児童クラブ設立・活動支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　児童数の多少による運営・活動内容の不均衡を是正するため，児童数に応じて運営費を補助
するもの
　
　○　放課後児童クラブ運営補助金

　　　・　児童数１０人～１９人：７００千円×３クラブ
　　　・　児童数２０人～３５人：６００千円×５クラブ
　　　・　児童数３６人～４５人：４００千円×４クラブ

事 業 費 6,700          

財 源 内 訳

放課後児童クラブ運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

4,068         1,182         4,068        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 約１／２ 県 約１／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

783,191    391,595    454,769    555,804   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 ３／４ 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

375            27,283       9,220        

事 業 概 要

　○　高等技能訓練促進費事業
　　　　母子家庭の母の就業のための資格取得を促進するため，当該資格取得に必要な技
　　　能養成訓練を受けた者に高等技能訓練促進費を支給するもの
　　　　月額：１４１，０００円（非課税），月額：７０，５００円（課税）

　○　自立支援教育訓練給付金事業
　　　　母子家庭の母の就業のための能力開発を支援し，その就業を促進するため，就業
　　　に必要な教育訓練を受けた者に自立支援教育訓練給付金を支給するもの
　　　　受講のために支払った費用の２０パーセントに相当する額
　　　　　※　４千円～１０万円までの範囲で支給

事 業 費 36,878        

財 源 内 訳

母子家庭自立支援給付事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　０歳から義務教育就学に至るまでの乳幼児のうち，保護者の労働，疾病等の理由により，昼
間家庭内での保育に欠ける乳幼児を，日々保護者の委託を受けて，養護し保育するもの
　
　○　施設数　　保育所２７箇所，認定こども園２箇所

　【参　考】
　
　　平成２２年度定員　２，０１０人　→　平成２６年度定員目標値　２,３３０人

事 業 費 2,185,359   

財 源 内 訳

保育所運営費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　０歳から義務教育就学に至るまでの乳幼児のうち，保護者の労働，疾病等の理由により，昼
間家庭内での保育に欠ける乳幼児を，日々保護者の委託を受けて，養護し保育するもの
　
　　○　里保育所　定員：３０人

事 業 費 9,318          

財 源 内 訳

へき地保育所運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 66 -



　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

21,104       21,604      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 一部１／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

47,254       275,927   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ② イ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

32,548       　              

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　放課後児童クラブにおいて，新規雇用者に研修機会を与えることにより，放課後児童指導員
等として養成，資格取得させ，有資格者の確保を図るもの

　　○　新規雇用人員　　１５人

事 業 費 32,548        

財 源 内 訳

放課後児童クラブ指導員育成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　児童（１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで）の医療費について助成するもの

　○　中学校修了まで医療費の無料化

　　※　平成２２年度から対象年齢の拡充（小学校就学前まで　⇒　中学校修了まで）
　　※　県の補助要綱：小学校就学前児童の１月の医療費が３，０００円を超えた分の１／２

事 業 費 323,181     

財 源 内 訳

子ども医療費助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　母子・父子世帯及び父母のいない子ども（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで）
を養育している家庭に医療費を助成するもの

　※　支給対象者及び扶養義務者がいる場合は，扶養人数・所得状況により助成対象とならな
　　い場合もある。

事 業 費 42,708        

財 源 内 訳

ひとり親家庭等医療費助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 67 -



　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               555           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               900            2,100        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,500        

事 業 概 要

　
　障害者に対し,障害者自立支援法による障害福祉サービス及び地域生活支援事業による費用
給付事業に要した費用に係る自己負担金の一部を助成するもの

　○　助成割合　　一般１（市民税所得割１６万円未満）　４割
　　　　　　　　　一般２（市民税所得割１６万円以上）　２割

事 業 費 2,500          

財 源 内 訳

障害者福祉サービス等自己負担額助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　災害発生時あるいは災害が発生するおそれがある時，災害時要援護者の避難支援を行うた
め，災害に関する情報の提供や避難行動などの支援体制を構築するもの

　○　対象者　６５歳以上の独居高齢者，障害者，介護が必要な者等

　　　※　国の平成２２年度第１号補正予算の「住民生活に光をそそぐ交付金」により設置
　　　　した地域活性化交付金基金を活用し，災害が発生した際の独居老人等の災害時要援
　　　　護者への支援体制を構築するもの

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

独居高齢者等安全安心確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　「全ての市民が住み慣れた地域でお互い支え合い，安心して健やかに暮らせるまちづくり」
を基本理念として，誰もが住み慣れた地域で生き生きと暮らし,また地域住民が主役となり自
ら進んで行動し，共に助け合い・支え合うことのできる地域福祉の充実を目指すもの

　○　地域福祉推進委員会

　○　地域ネットワーク事業

　○　専門スタッフ養成研修

事 業 費 555             

財 源 内 訳

高齢・障害福祉課

地域福祉推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,815        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

744,000    372,000    125            371,875   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               132,500    132,500   

事 業 概 要

　
　重度の心身障害者の経済的負担を軽減するため，医療費を助成するもの
　
　○　対象者　　　　　身体障害者手帳１・２級所持者
　　　　　　　　　　　身体障害者手帳３級かつ療育手帳Ｂ１所持者
　　　　　　　　　　　療育手帳Ａ１・Ａ２所持者

　○　助成対象者数　　２，７４３人

事 業 費 265,000     

財 源 内 訳

重度心身障害者医療費助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害者の自立を図るため，障害者の障害福祉サービス費，自立支援医療（更生医療費），療
養介護医療費の給付を行うもの
　
　○　利用者数　　障害福祉サービス　　　６２０人
　　　　　　　　　補装具給付　　　　　　３２０人
　　　　　　　　　自立支援医療費　　　　１７８人
　　　　　　　　　療養介護医療費　　　　　　４人

事 業 費 1,488,000   

財 源 内 訳

障害者（児）自立支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害者の日常生活及び社会活動の利便を図るため障害者がタクシー等を利用した場合にその
利用に係るタクシー等料金の一部を助成するもの

　　○対象者　　　重度障害者（１・２級，平成２０年度より普通自動車免許保持者も可）
　　　　　　　　及びＡ，Ａ１，Ａ２の知的障害者並びに１級の精神障害者保健福祉手帳
　　　　　　　　所持者，同一世帯に普通自動車免許保持者がいない身体障害者手帳，療
　　　　　　　　育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を所持する身体障害児

　　○協力機関　　１６タクシー事業所，福祉有償運送事業所(市社会福祉協議会下甑支
　　　　　　　　　所），甑島定期航路船（平成２３年４月から制度拡充）

　　○助成限度額　１０，０００円／年（５００円 ２０枚）

事 業 費 6,815          

財 源 内 訳

福祉タクシー等料金助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,500        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ３／４ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

40,173       13,393      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

34,500       17,250       126,181   

事 業 概 要

　地域で生活する障害のある人・子ども及びその家族の日常生活を支え，ニーズに応じた利便
性の高いサービスを提供するもの
　
　○　事業内容　　相談支援事業，コミュニケーション支援事業，日常生活用具給付等事業，
　　　　　　　　　移動支援事業，地域活動支援センター事業，訪問入浴サービス事業，更
　　　　　　　　　生訓練費，施設入所者就職支度金給付事業，日中一時支援事業生活サポ
　　　　　　　　　ート事業，社会参加促進事業　等

事 業 費 177,931     

財 源 内 訳

地域生活支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　常時特別の介護を要する身体障害者に対し経済的支援を行うもの
　
　○　対象者　　特別障害者手当　１２７人
　　　　　　　　経過的福祉手当　　　８人
　　　　　　　　障害児福祉手当　　６９人

事 業 費 53,566        

財 源 内 訳

特別障害者手当等給付事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害者の重度心身障害者医療費助成の申請にかかる負担を軽減するとともに，回収業務を障
害者団体へ委託することにより，障害者の自立支援と収益事業の確保を図るもの
　
　○　対象地域　　市内の医療機関（医科、歯科），保険薬局

　○　回収団体　　ＮＰＯ法人薩摩川内市手をつなぐ育成会
　　　　　　　　　ＮＰＯ法人若あゆ作業所

事 業 費 1,500          

財 源 内 訳

障害者医療費助成申請書回収事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               928            12,565      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               54,500       2,000         27,045      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

５ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,000        

事 業 概 要

　
　早期療育の促進及び子育て支援を図るため，知的障害児通園施設及び児童デイサービスを受
けた場合の利用料について，給食費を除く全額を補助するもの

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

子ども発達支援センターつくし園利用者負担金等助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害児への日常生活における基本的動作の指導及び集団生活適応訓練を行うもの（県の決定
が必要）

　○　知的障害児通園施設　　定員：４０人

事 業 費 83,545        

財 源 内 訳

つくし園指定管理運営委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　障害児への日常生活における基本的動作の指導及び集団生活適応訓練を行うもの
　
　○　児童デイサービス施設　　実利用定員　　１０人
　　　　　　　　　　　　　　　延利用者数　３００人

事 業 費 13,493        

財 源 内 訳

つくし園指定管理運営委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               8,066        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,400      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               41,940      

事 業 概 要

　高齢者の日常生活及び利便性の向上を図るとともに，閉じこもりの防止や社会参加を促すた
め，公共交通運賃及び公衆浴場入浴料を補助するもの

　○　対象年齢　　　満７０歳以上

　○　助成限度額　　４，０００円（１００円×４０枚）

　※　平成２３年度からコミュニティバスでの利用できるように制度を拡充

事 業 費 41,940        

財 源 内 訳

高齢者おでかけ支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　高齢者の健康保持・増進を図るため，はり・きゅう・マッサージ等の施術料の一部を補助す
るもの

　○　対象年齢　　　満６５歳以上

　○　助成限度額　　４８，０００円（８００円×６０枚）

事 業 費 14,400        

財 源 内 訳

はり・きゅう・マッサージ等施術料助成事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　長寿を祝福して敬老金及び特別敬老金を支給するもの

　○　敬老金等　　　　８８歳　　（１万円）・・・・・５８８人
　　　　　　　　　　１００歳以上（１万円）・・・・・　６１人
　　　　　　　　　　最高齢者　（２０万円）・・・・・　　１人

　○　特別敬老金　　１００歳　　（５万円）・・・・・　３３人

事 業 費 8,066          

財 源 内 訳

敬老金等支給事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               495            8,011        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               73,683      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               116            3,920        

事 業 概 要

　生活面・健康面での安心を確保するため，高齢者世話付住宅に居住する高齢者世帯に対し，
生活援助員を派遣するもの

　○　対象者　　高齢者世話付住宅に居住する
　　　　　　　　①６０歳以上の一人暮らし高齢者
　　　　　　　　②夫婦のみの高齢者世帯（いずれかが６０歳以上）
　　　　　　　　③６０歳以上の高齢者のみの世帯，その他市長が必要と認めた世帯

　○　住宅数　　川内地域　１箇所（２９戸）　　入来地域　１箇所（１０戸）

事 業 費 4,036          

財 源 内 訳

高齢者住宅等安心確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　食事の配食を行うことにより食生活の改善を図り，併せて安否確認を行うもの

　○　対　象　者　　①６５歳以上で一人暮らしの虚弱高齢者
　　　　　　　　　　②６５歳以上の者のみで構成される世帯の虚弱高齢者
　　　　　　　　　　③その他市長が必要と認める虚弱高齢者

　○　自己負担金　　４５０円／１食

事 業 費 73,683        

財 源 内 訳

高齢者訪問給食サービス事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　住み慣れた家庭や地域の中で，地域の人々が安心して生活ができるように，健康・福祉に関
する情報提供等を行いながら，必要時に支援する体制の整備を図るもの

　○　アドバイザー数：６４０人

事 業 費 8,506          

財 源 内 訳

健やか支援アドバイザー事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,780         28,662      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,588         1,417        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               77,880       362,700   

事 業 概 要

　身体的・環境的・経済的理由により，居宅において養護を受けられない高齢者を，養護老人
ホームに入所の措置を行うもの

　○　対象者　　概ね６５歳以上の高齢者

　○　施設数　　市内：　３施設（１６８人）
　　　　　　　　市外：１０施設（　５３人）　　　※　平成２３年１月１日現在

事 業 費 440,580     

財 源 内 訳

老人ホーム入所措置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　高齢者の安全を確保するため，虚弱な一人暮らし高齢者等に緊急通報装置を貸与するもの

　○　対象者　　　①おおむね６５歳以上の虚弱な一人暮らし高齢者等
　　　　　　　　　②その他市長が必要と認める者

　○　設置済数　　４６１台（平成２３年１月１日現在）

事 業 費 6,005          

財 源 内 訳

緊急通報体制整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　高齢者に対し，介護支援機能・居住機能・交流機能を提供するもの

　○　対象者　　①６５歳以上の高齢者
　　　　　　　　②６５歳以上の夫婦のみの世帯
　　　　　　　　③６５歳以上で家族による援助を受けることが困難な高齢者
　　　　　　　　　※　上記の者で独立して生活することに不安のある者
　○　施設数　　川内地域　１箇所（１０室）　里　地域　１箇所（１５室）
　　　　　　　　下甑地域　１箇所（１０室）　鹿島地域　１箇所（１０室）

事 業 費 32,442        

財 源 内 訳

生活支援ハウス運営事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               40,691      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

8,000         2,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

４ ②

補助率 国 ２／５ 県 １／５

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

10,970       5,485         5,485         5,484        

事 業 概 要

※介護保険事業特別会計

　○　家族介護用品支給事業
　　　※　要件の一部を寝たきり又は重度の認知症の要介護４，５から寝たきり又は重度
　　　　の認知症で介護度の認定を受けている者へ制度を拡充

　○　ねたきり老人介護手当

　○　高齢者福祉サービス業務委託事業

事 業 費 27,424        

財 源 内 訳

任意事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　養護老人ホーム甑島敬老園の居室改修工事を行うもの

　○　居　室　　６室（２階）

　　　　　　　　※　バリアフリー化を実施し，居住環境の改善を実施

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

養護老人ホーム甑島敬老園居室改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　養護老人ホーム甑島敬老園の指定管理委託料

　○　入所者数　５０人

事 業 費 40,691        

財 源 内 訳

養護老人ホーム甑島敬老園指定管理委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               33,430      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               51,570      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,100      

事 業 概 要

　
　最終処分場の適正な管理をするため，水質やガスの発生状況等を調査するもの

  ○　一般廃棄物最終処分場監視調査業務委託

　○　木場茶屋最終処分場跡地ガス発生予測等調査業務委託

事 業 費 12,100        

財 源 内 訳

最終処分場適正管理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　施設の延命化や故障の軽減等，施設の適正な維持管理，運転管理，公害防止対策を講じるた
め，主灰出コンベア取替等，精密機能検査で指摘された損傷の著しい設備を改修するもの

　○　主灰出コンベア取替工事外
　　　　主灰出コンベア取替
　　　　シールコンベア取替
　　　　ドラム周り耐火物補修

事 業 費 51,570        

財 源 内 訳

下甑クリーンセンター施設設備改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
 施設の延命化や故障の軽減等，施設の適正な維持管理，運転管理，公害防止対策を講じるた
め，燃焼室耐火物補修工事等，精密機能検査で指摘された損傷の著しい設備を改修するもの

　○　燃焼室耐火物補修工事外
　　　　受入供給設備給塵装置取替
　　　　バグフィルターろ布取替
　　　　灰出し装置ダストコンベアチェーン取替
　　　　排水処理設備部分取替（凝集反応槽他）
　　　　燃焼室耐火物補修工事
　　　　灰出コンベアチェーン取替工事

事 業 費 33,430        

財 源 内 訳

環　境　課

上甑島クリーンセンター施設設備改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,300         　              

事 業 概 要

　
　葬斎場利用者の利便性向上を図るため，鹿島葬斎場空調機取替工事を実施するもの

　○　鹿島葬斎場空調機取替工事　１台

事 業 費 6,300          

財 源 内 訳

鹿島葬斎場施設設備整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　利用者の安全を確保するとともに，適正な施設の維持管理を行うため，手摺の補強，階段等
の滑り止め加工及び土砂崩れの恐れのある法面の補強を実施するもの

　○　工事予定箇所　１７箇所　（約６２０㎡）

　　　　　　　　　　※　危険度の高いところから，年次的に実施

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

川内芸ノ尾第１墓地安全対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　川内クリーンセンター最終処分場の埋立容量の確保のため，えん堤シート嵩上げをするもの

　○　最終処分場埋立地えん堤シート嵩上げ １ｍ

事 業 費 12,000        

財 源 内 訳

川内クリーンセンター最終処分場埋立地整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,437        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               30,000      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

7 ②

補助率 国 １/３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

295,079    988,600    137,395    62,776      

事 業 概 要

　汚泥再生処理センター施設整備に伴う各事業を実施するもの
　
　　○　汚泥再生処理センター施設整備事業
　　　　　汚泥再生処理センター建設工事
　　　　　設計・施工監理業務委託
　
　　○　汚泥再生処理センター施設整備地元対策事業
　　　　　地元要望事項への対応

事 業 費 1,483,850   

財 源 内 訳

環境施設整備室

汚泥再生処理センター施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

A

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　新エネルギー利用・省エネルギーを促進し，地球にやさしい環境の整備を推進するため，地
球温暖化対策として，住宅用太陽光発電設備等を導入する市民に対し，導入経費の一部を補助
するもの

　○　住宅用太陽光発電設備（上限１６万円）　１７５件

　○　電気自動車　　　　　（上限４０万円）　　　３件

　○　電動アシスト自転車　（上限　３万円）　１００件

事 業 費 30,000        

財 源 内 訳

地球にやさしい環境整備事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　ラムサール条約登録湿地となっている藺牟田池を保全するため，環境調査，ビオトープの維
持管理，外来魚対策等を実施すると共に，平成２３年度開催される「全国トンボ市民サミット
薩摩川内大会」の支援を行うもの

　○　環境調査：水底質調査，気象調査等
　○　ビオトープ維持管理
　○　外来魚対策：外来魚回収
　○　ヤナギ伐採
　○　第２２回全国トンボ市民サミット薩摩川内大会支援
　　　　　　　　　　開催日：平成２３年５月１４日（土）～１５日（日）

事 業 費 7,437          

財 源 内 訳

藺牟田池環境保全対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               170,000   

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,000         　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               969            　              

事 業 費 969             

財 源 内 訳

一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　第３期の中山間地域等直接支払制度の施行に伴う対象農地の台帳整備を行うために，対象と
なる団地の現地調査を実施するとともに，対象となる農地の土地台帳，農用地利用計画書等の
突合事務を行うもの

   ○　新規雇用人員　　１人

農政課＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

中山間直接支払対象農地台帳整備事業

項　　目

事 業 概 要

　
　川内環境センターの良好な運転状況を維持するため，施設設備の点検補修を行うもの
　
　　○　オゾナイザー，ボイラー及び曝気ブロワー等の運転設備点検補修

事 業 費 4,000          

財 源 内 訳

川内環境センター

川内環境センター維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　川内クリーンセンター焼却施設，粗大ごみ処理施設及び最終処分場の維持補修を行うもの

　○　焼却施設　　　　　　燃焼室耐火物・ダスト搬送装置・ガス冷却室耐火物修繕等

　○　粗大ごみ処理施設　　切断破砕機・回転式破砕機修繕等

　○　最終処分場　　　　　埋立地雨水対策シート補修・水処理設備修繕等

事 業 費 170,000     

財 源 内 訳

川内クリーンセンター

川内クリーンセンター維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,558         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,860         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,285         　              

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　農業分野の雇用と就農者の確保を図るため，農業公社で就農希望のある離職者を雇用して，
農作業をとおして農業研修を実施するもの

　○　新規雇用人員　　３人

事 業 費 6,285          

財 源 内 訳

離職者等就業・就農促進緊急対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　ゴールド集落の耕作放棄地での景観作物栽培等を円滑に実施するため，対象となる耕作放棄
地に関する実態調査を行うとともに，ほ場での作業（草払・耕起作業）と景観作物の植え付け
作業の準備と作業状況の管理業務を行うもの
　
　○　新規雇用人員　　２人

事 業 費 2,860          

財 源 内 訳

ゴールド集落耕作放棄地解消調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　集落営農組織が規模拡大を行うに当たり，組織の経営発展を促すため，農作業繁忙期に人材
派遣を行うもの
　
　○　新規雇用人員　　８人（２人×４法人）

事 業 費 6,558          

財 源 内 訳

集落営農組織経営規模拡大支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,962         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               787           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,949        

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　新規就農者の育成を図るため，農業公社研修生の研修指導を行う指導員を雇用するもの

　　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 3,962          

財 源 内 訳

就農研修指導事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　経営基盤の条件整備を支援し，経営の安定を図るため，農業・農村の現状が厳しい中で，今
後の地域を支える担い手（集落営農組織等）を育成し，共同大型農業用機械や施設を導入する
事業費の一部を補助するもの

　○　対　　象　　３組合

　○　補助割合　　事業費の１／２

事 業 費 3,949          

財 源 内 訳

新たな地域担い手育成事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　新たな特産品の開発を進めるため，加工特産品開発事業の一部を特産品協会に委託するもの

　○　特産品コンクールの開催

　○　イベント等による推奨販売・ＰＲ

　○　産品相談・商談会への参加

　○　特産品入賞品マップ作成

事 業 費 787             

財 源 内 訳

加工特産品開発事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,200        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               180            180           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               800           

事 業 概 要

　
　イノシシ等の被害から農産物を守るため，電気柵等の設置を補助するもの

　○　市の単独事業で総事業費 ２,４００千円（３０箇所）

　　※　事業主体ごとの事業費について
　　　　　　市が１／３を補助，残りが地元負担となる
　　　　　　対象面積：１，０００㎡以上
　　　　　　対象農家：１戸以上

事 業 費 800             

財 源 内 訳

イノシシ等被害防止電柵導入事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　鳥獣による農作物被害を防止し，農業経営の安定を図るため，鳥獣被害防止施設の設置を補
助するもの

　○　県の単独事業で総事業費　５４０千円（１団体）
　　　　　　（うち事業主体負担：１８０千円）

　　※　事業主体ごとの事業費
　　　　　　県が１／３，市が１／３を補助，残りが地元負担となる
　　　　　　対象面積：おおむね１ｈａ以上
　　　　　　対象農家：３戸以上で組織される営農組織

事 業 費 360             

財 源 内 訳

農業・農村活性化推進施設等整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

 
　集落営農組織づくり及び活動促進に向けた話し合い活動や先進地視察等の取組みをする地区
の活動を補助するもの

　○　８地区　　１申請者上限１５万円

事 業 費 1,200          

財 源 内 訳

かたろう集落営農組織育成推進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

９ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,620      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,050        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,700        

事 業 概 要

　
　農林水産業と商工業が連携して産業祭を開催することで，市内産業の情報提供とそれぞれの
産業の大切さを認識してもらため，市民参加のイベントとして産業祭を開催するもの

　○　優秀産業家等の表彰
　○　地域の郷土芸能等
　○　農産物販売コーナー
　○　各種紹介コ－ナ－

事 業 費 3,700          

財 源 内 訳

産業祭開催事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　農林業の振興や農村の活性化を図るために，意欲ある農家や組織が提案する実践的な活動に
対し，農業公社が活動経費の一部を助成する「公募型地域農業活性化事業」に補助するもの

　○　１申請者上限　１００万円
　　　農業公社事務費　　５万円

事 業 費 4,050          

財 源 内 訳

農業公社公募型地域農業活性化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　新規就農を目指す人に，農業公社での研修を受けてもらいながら，農業の知識・技術を習得
してもらい，農業参入がスムーズに行えるよう，支援金を助成するもの

　○　平成２３年度研修生：５人（予定）

事 業 費 10,620        

財 源 内 訳

新規就農支援金補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,160         1,080        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               61,833       20,612      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,769        

事 業 概 要

　
　魅力あるゴールド集落の景観形成の育成を図るため，ゴールド集落の耕作放棄地の草払い・
耕起作業を行い，景観作物の植え付けを行うもの

　○　耕作放棄地の草払い

　○　耕作放棄地の耕起作業

　○　景観作物の植え付け作業

事 業 費 2,769          

財 源 内 訳

ゴールド集落耕作放棄地解消事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　高齢化の進行する中，耕作放棄地の発生防止，多面的機能の確保及び担い手の育成を図るた
め，事業を導入するもの
　第３期対策の施行に伴う制度内容周知及び集落協定の拡大推進を図るもの

　○　平成２２年度実績：５１集落協定

事 業 費 82,445        

財 源 内 訳

中山間地域等直接支払交付金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　作業効率の向上と生産コストの軽減を図るため，地域の担い手として営農活動に取り組んで
きた東郷地区の農事組合法人が行う機械導入を補助するもの

　○　農事組合法人「やまだ」（東郷地区）
　　　　　コンバイン１台：総事業費　６,４８０千円
　　　　　　　　（県：２,１６０千円，市：１,０８０千円，事業主体：３,２４０千円）

事 業 費 3,240          

財 源 内 訳

農業・農村活性化推進施設等整備事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

３ ① ア

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,467        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,158        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,870        

事 業 概 要

　
　ブランド化の推進及び生産性の高い農業の確立を図るため，農産物の販売促進活動を実施す
るもの

　○　薩摩川内市農産物販売促進協議会

　　　　構成員　　：ＪＡ北さつま・市・県・生産者団体

　　　　活動内容　：大消費地での販売宣伝活動，地産地消や食農教育活動　等

事 業 費 2,870          

財 源 内 訳

薩摩川内市農産物販売促進協議会負担金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　地域農業の振興と農家支援を目的とした農業公社の運営について補助するもの

　○　農作業受委託事業

　○　農地利用集積円滑化事業

　○　新規就農者育成事業　　　等

事 業 費 7,158          

財 源 内 訳

農業公社運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　ゴールド集落における営農意欲の高揚と農家経営の安定を図るため，電気柵等の設置に係る
経費を補助するもの

　○　施設設置費の２／３補助

　○　施設設置に係る人的支援補助

事 業 費 3,467          

財 源 内 訳

ゴールド集落鳥獣被害防止施設設置事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,256      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               800           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               35,445      

事 業 概 要

　
　農家所得の向上を図るため，産地後継者（５５歳以下の専業農家及び55歳以下の後継者がい
る専業農家）を対象に，優良種苗，農業施設，農業機械の導入及び小規模基盤整備に係る経費
を補助するもの

　○　対象農家　　２８戸

　○　補助割合　　事業費の１／２以内

事 業 費 35,445        

財 源 内 訳

産地農業後継者支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　甑農産物の地産地消を促進するため，甑から串木野港までの輸送費に係る航路運賃を補助す
るもの

　○　タマネギ　　：　　６ｔ（１５０千円）

　○　ジャガイモ　：　３０ｔ（６００千円）

　○　ソラマメ　　： ２.５ｔ（　５０千円）

事 業 費 800             

財 源 内 訳

甑農産物地産地消促進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　農家所得の向上を図るため，５６歳以上の専業農家を対象に，優良種苗，農業施設，農業機
械の導入に係る経費を補助するもの

　○　対象農家　　１７戸

　○　補助割合　　事業費の１／３以内

事 業 費 14,256        

財 源 内 訳

産地農業活性化支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

111,842    7,987        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／３

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               13,566       6,782        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,000        

事 業 概 要

　
　耕作放棄地の解消を図るため，耕作放棄地での農産物の試験栽培を補助するもの

　○　試験栽培作物　　茶，２０ａ

事 業 費 1,000          

財 源 内 訳

薩摩川内市耕作放棄地解消試験栽培交付金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　農業・農村の活性化を総合的に推進するため，施設整備を図るもの

　○　防霜ファン（茶）２ｈａ
　　　　受益農家：３戸　受益地区：入来
　　　　総事業費：１２，０００千円（うち事業主体負担：　６，０００千円）

　○　茶園管理機，肥料散布機同時中耕機アタッチ
　　　　受益農家：４戸
　　　　総事業費：　６，３３３千円（うち事業主体負担：　３，１６７千円）

　○　水稲，コンバイン，トラクター，乾燥機等
　　　　総事業費：２２，３６７千円（うち事業主体負担：１１，１８５千円）

事 業 費 20,348        

財 源 内 訳

農業・農村活性化推進施設等整備事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　桜島降灰による農作物の被害を軽減・防止するため，被覆施設等の整備を補助するもの

　○　ビニールハウス（きんかん）
　　　　受益面積：０．７７ｈａ
　　　　受益農家：５戸，
　　　　総事業費：７６，２９８千円（うち事業主体負担：１９，０７７千円）

　○　ビニールハウス（ぶどう）
　　　　受益面積：０．９４ｈａ
　　　　受益農家：５戸
　　　　総事業費：６２，２２０千円（うち事業主体負担：１５，５５７千円）

　○　茶洗浄機　１基
　　　　受益農家：３戸
　　　　総事業費：２１，２６０千円（うち事業主体負担：　５，３１５千円）

事 業 費 119,829     

財 源 内 訳

活動火山周辺地域防災営農対策事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,087       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               300            300           

事 業 概 要

　
　農家の減少が振興する中，地域農業を維持発展させる為には担い手のみではなく高齢小規模
農家や専業農家など地域の多様な農業者が参加する地域営農の姿を実現する必要があるため，
集落営農の合意形成活動を行う集落等を対象に話し合い活動や先進地事例調査等の活動を補助
するもの

　○　３組織（１組織当たり２００千円を補助）

事 業 費 600             

財 源 内 訳

みんなで取り組む地域営農支援推進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　新たに加工用米の推進を図るため，加工用米を生産する農家に対し，作付面積に応じて補助
するもの

　○　作付計画面積　１００ｈａ（１０ａ当たり５，０００円を上限に補助）

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

加工用米推進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　平成２３年度から本格実施される戸別所得補償制度の円滑な実施のため，薩摩川内市水田農
業推進協議会に対し補助するもの

　○　戸別所得補償制度協議会補助金

事 業 費 12,087        

財 源 内 訳

戸別所得補償対策事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,221         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

16 ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,205         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,716        

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 費 4,221          

財 源 内 訳

一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】
 
　口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ等家畜伝染病が発生した場合の埋却地を確保するため，
調査員を雇用し，候補地の調査等を行うもの
　
　○　新規雇用人員　　３人

事 業 概 要

　
　甑地域の畜産農家の損失を軽減し経営の安定・向上を図るため，甑駐在の獣医師を確保する
もの

　○　家畜診療
　○　予防接種
　○　分娩介助
　○　繁殖障害治療　　　等

事 業 費 7,716          

財 源 内 訳

甑獣医師確保事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　畜産農家の所得向上と甑地域の畜産振興を図るため，畜産指導員を甑地域に配置すること
で，飼養管理技術指導を徹底し，また，経営状況の把握を行った上で制度資金や資格取得の提
案，獣医師と畜産農家との連絡調整等を行うもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 6,205          

財 源 内 訳

畜産課

甑地域畜産指導員設置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

口蹄疫対策等埋却地確保事業

項　　目
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,500        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,948        

事 業 概 要

　
　肉用牛生産農家の生産基盤の確立及び飼養管理の効率化に資するため，畜舎整備等の経費の
一部を補助するもの

　○　畜舎整備
　　　　５０万円を上限に国・県が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
　○　スタンチョン，換気扇，離乳ゲージ等
　　　　国・県が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
　○　簡易堆肥舎
　　　　２０万円を上限に国・県が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
　○　堆肥舎
　　　　５０万円を上限に国・県が行う補助事業の補助残の概ね１／３を補助
      　※ただし，国・県補助金を受けないものについては，事業費の概ね１／３を補助

事 業 費 5,948          

財 源 内 訳

畜産施設整備事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　子牛の生産性及び商品性の向上を図るために，ＪＡが運営する子牛預かり施設（キャトルセ
ンター）に預託された子牛価格の安定と事故発生時の損失の軽減を図るため，補助するもの

　○　ＪＡ北さつま川内地区キャトルセンター：頭数割り
　　　　３００頭×５，０００円＝１，５００千円
　　　　　※　ＪＡ及び預託農家も同額を負担

　○　ＪＡ北さつまさつま地区キャトルセンター：定額
　　　　薩摩川内市：必要額１０，５００千円の９．５％＝１，０００千円
　　　　　※　さつま町：２９．１％，ＪＡ：２１．４％，預託農家：４０．０％を負担

事 業 費 2,500          

財 源 内 訳

子牛預かり施設管理事業運営補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　地元産子牛の評価を高め，家畜の改良を促進していくため，血統，体形に優れた家畜の保
留・導入を補助するもの

　○　肉用牛（生産素牛）　郡子牛展示品評会で秀賞以上
　　　　 　　　　　　　　　　保留＋スーパー保留導入     ：２００千円／１頭
　　　　　　　　　　　　　　 保留＋高育導入　　 　      ：１５０千円／１頭
　　　　 　　　　　　　　　　保留導入　                 ：１００千円／１頭
　　　　 　　　　　　　　　　秀賞＋スーパー導入保留　   ：　８０千円／１頭
　　　　　　　　　　　　　 　秀賞導入保留　　　　　　 　：　５０千円／１頭
　○　種豚　　　　　　　　登記豚 　　　　　　           ：　１０千円／１頭

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

優良家畜保留導入補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,522        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               68,196       4,869        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               27,018      

事 業 概 要

　
　農家所得の向上を図るため，産地後継者（５５歳以下の認定農業者及び認定農業者を目指す
ものまたは，５５歳以下の後継者と共同経営を実施している農業者）を対象に，畜舎・堆肥舎
等の畜産用施設の新設・増改築，畜産用機械（中古機械含む）の導入に係る経費を補助するも
の
　
　○　対象農家　　１３戸

　○　補助割合　　事業費の１／２以内

事 業 費 27,018        

財 源 内 訳

産地農業後継者支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　火山活動による降灰の影響を軽減し，作業の効率化及び飼料作物の適期刈り取りによる良質
粗飼料の確保を図るため，共同機械の導入を補助するもの

　○　導入機械　　トラクター，ロールベーラ，ラッピングマシン，ジャイロメーカ，
　　　　　　　　　ディスクモア，マニアスプレッダ等

　○　事業費　　　９７，４２６ 千円
　　　　　　　　　（負担割合　　県：７０％，市：５％，農家：２５％）

　○　組合数　　　４組合

事 業 費 73,065        

財 源 内 訳

活動火山周辺地域防災営農対策事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　牛の異常産を未然に防止するための予防注射に係る費用の一部補助や消毒薬の備蓄を行うと
ともに，家畜伝染病の発生に備えた農家指導・啓発を行うもの
　
　○　牛異常産に係る三種混合予防注射実施に対する補助
　　　　１，２５０円／１頭のうち約半額の６００円
　　　　６００円×３，８１０頭＝ ２，２８６，０００円

  ○　消毒薬購入補助　２３６，０００円

事 業 費 2,522          

財 源 内 訳

家畜防疫対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,007        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               9,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,000        

事 業 費 1,000          

肥育素牛導入支援事業補助金

財 源 内 訳

乳用雌牛保留導入支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　乳価低迷等による厳しい経営を緩和するため，酪農家に対し，県内外から乳用素牛を導入し
た場合（自家保留を含む）その費用の一部を補助するもの
　
　○　県外導入：１頭当たり　１００，０００円

　○　県内導入：１頭当たり　　５０，０００円

　○　自家保留：１頭当たり　　２０，０００円

事 業 概 要

　
　枝肉価格低迷等で厳しい経営を緩和するため，肉用牛の飼養農家に対し，薩摩中央家畜市場
等で肥育素牛を導入した場合，その費用の一部を補助するもの
　
　○　黒毛和種肥育農家：薩摩中央家畜市場において，肥育素牛を導入した場合に補助
　　　　　　　　　　　　（１頭当たり１５，０００円　　５０頭上限）

　○　交雑種等農家　　：県内外から肥育素牛を導入した場合に補助
　　　　　　　　　　　　（１頭当たり　５，０００円　　５０頭上限）

事 業 費 9,000          

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

 
　農家所得の向上を図るため，５６歳以上の専業農家を対象に，施設整備，機械の導入に係る
経費を補助するもの
　
　○　対象農家　　３戸

　○　補助割合　　事業費の１／３以内

事 業 費 2,007          

財 源 内 訳

産地農業活性化支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,300        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               200            46,354       17,950      

事 業 概 要

　
　肉用牛生産の中核となる経営体を育成するとともに，地域畜産の活性化を図るため，飼料基
盤の開発整備や農業用施設の整備等を行うもの

　○　負担割合　　　　国・県７２．５％，市７．５％，事業参加者２０％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ１９～Ｈ２３
　○　参加農家　　　　１０戸
　○　事業費　　　　　約６億円

事 業 費 64,504        

財 源 内 訳

畜産基盤再編総合整備事業（第３川薩地区）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

 
　肉用牛の改良を促進するため農家の繁殖雌牛を廃用し優秀な雌牛への更新の推進や離島とい
うハンディのある甑島地域生産農家の厳しい経営を緩和するため，輸送及び施設整備に係る経
費を補助するもの

　○　優良雌牛導入補助　　　　　　１頭につき１００千円

　○　子牛預かり施設航送料補助

　○　放牧地用施設整備補助　　　　子牛別飼施設整備整備補助：２／３（上限１５０千円）

事 業 費 4,000          

財 源 内 訳

こしき地域生産農家支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　飼料用稲（ＷＣＳ）を水稲農家と畜産農家が連携して栽培・収穫し，作業の効率化と自給飼
料の確保を推進するためのモデル団地設置を補助するもの
　
　○　団地数　　１０箇所

　○　要　件　　連坦している１ｈａ以上の団地

事 業 費 2,300          

財 源 内 訳

　自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               135            28,810       9,614        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               320            19,015       16,416      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               151            2,217         902           

事 業 概 要

　
　肉用牛生産の中核となる経営体を育成するとともに，地域畜産の活性化を図るため，飼料基
盤の開発整備や農業用施設の整備等を行うもの

　○　負担割合　　　　国・県７２．５％，市７．５％，事業参加者２０％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ２３～Ｈ２７
　○　事業費　　　　　約１０億円

事 業 費 3,270          

財 源 内 訳

畜産基盤再編総合整備事業（第２北薩地区）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　低コスト化による畜産業を促進するとともに，地域活性化を積極的に推進するため，離島振
興対策地域である甑地域において，林地・草地及び遊休農地等を畜産的土地利に再編整備する
もの

　○　負担割合　　　　国・県８５％，市７．５％，事業参加者７．５％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ２１～Ｈ２５
　○　事業費　　　　　約１０億円

事 業 費 35,751        

財 源 内 訳

草地林地一体的利用総合整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　肉用牛生産の中核となる経営体を育成するとともに，地域畜産の活性化を図るため，飼料基
盤の開発整備や農業用施設の整備等を行うもの

　○　負担割合　　　　国・県７２．５％，市７．５％，事業参加者２０％
　○　事業内容　　　　草地・施設の造成整備改良，隔障物整備，畜舎整備等
　○　事業実施主体　　鹿児島県地域振興公社
　○　事務局　　　　　鹿児島県北薩地域振興局
　○　事業年度　　　　Ｈ２１～Ｈ２５
　○　参加農家　　　　１７戸
　○　事業費　　　　　約７億円

事 業 費 38,559        

財 源 内 訳

畜産基盤再編総合整備事業（北薩地区）

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               9,412         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,783         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               818           

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　上甑島・下甑島の各１箇所設置している水産加工センターにおける新たな水産加工品の開
発，安定した品質管理，販売促進を図るための事業を行うもの

　○　事業内容　　　　①　水産加工品の開発，品質管理，販路拡大
　　　　　　　　　　　②　水産加工センターの作業効率の見直し，経営改善

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 3,783          

財 源 内 訳

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

甑島水産加工品開発・販路拡大事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

事 業 概 要

　
 地域における竹材資源の有効活用やタケノコ生産者の所得向上を図るため，県の補助事業基
準に満たない箇所の竹林改良及び搬出路の路網整備を行う生産者を補助するもの

　○　竹林改良　３ｈａ　　路網整備　５００ｍ

事 業 費 818             

財 源 内 訳

森のめぐみの産地づくり事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　市有林管理保全の徹底及び今後の林業振興を図るため，ＧＰＳによる本土側の市有林の現地
確認の明確化を行うもの

　○　事業内容　　　　①　市有林の現地確認（ＧＰＳによる）
　　　　　　　　　　　②　必要な間伐などの実施・施業区域確認（ＧＰＳによる）
　　　　　　　　　　　③　市有林内における作業路の確認と維持補修

　○　新規雇用人員　　４人

事 業 費 9,412          

財 源 内 訳

林務水産課

市有林管理促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 ５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               13,110       13,164      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ６．５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

50,381       24,400       5,269        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 ３／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               20,454       7,067        

事 業 概 要

　
　甑島地域の漁業の再生を図るため、漁業者が中心となって漁業の基盤となる漁場の生産力の
向上や集落の創意工夫を活かした新たな取り組みについて，集落協定に基づき実施した集落に
対し交付するもの
 
  ○　対象漁業集落　　　　　　　８集落
  ○　対象漁業世帯数　　　　１９７世帯
　○　交　付　金　　　２６，７９２千円（１世帯当たり１３６千円）
　○　事　務　費　　　　　　７２９千円

事 業 費 27,521        

財 源 内 訳

離島漁業再生支援交付金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　里地域の森林施業の促進を図るため，林道開設を行うもの

　○　路線名　　　　森林管理道　開設　大平良線

　○　Ｌ＝３６０ｍ　Ｗ＝４．０ｍ

　○  全体計画　　　①　延　　長　Ｌ＝２，６２０ｍ
　　　　　　　　　　②　事 業 費　６億円
　　　　　　　　　　③　事業年度　平成１５年～２４年度
　　　　　　　　　　④　利用区域　５０ha

事 業 費 80,050        

財 源 内 訳

育成林整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
 健全な松林への被害の拡大を防止するため，無人ヘリコプターによる地上散布及び被害木の
伐倒駆除処理を行うもの
　
　○　薩摩川内市松林保全対策協議会の開催

　○  松くい虫被害木駆除事業（伐倒処理，くん蒸処理 ６００ ）

　○  松くい虫防除事業（地上散布６３ha）

事 業 費 26,274        

財 源 内 訳

松くい虫被害対策駆除事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               200            1,232        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,000        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               11,415       125,585   

事 業 概 要

　農業生産基盤整備のための農道・水路等の改良工事や維持修繕を行うもの

　○　主な事業内容

　　　　委託業務：弁財天地区農業用河川工作物応急対策計画概要書作成，池頭地区農業用
　　　　　　　　　河川工作物応急対策計画概要書作成，幹線農道除草業務

　　　　工事　　：藤本地区外用排水施設改良工事，大田地区外農道舗装工事
　　　　　　　　　祁答院地域外暗渠排水工事

　　　　修繕工事：川底揚水機場外修繕工事，農道山神線外舗装維持修繕工事

事 業 費 137,000     

財 源 内 訳

耕地課

市単土地改良事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　水産業の振興と魚食の普及を図るため，川内市漁協と甑島漁協の魚介類を集め，川内・甑と
れたて市と薩摩川内・こしきお魚まつりを開催するもの

　○　川内・甑とれたて市　　　　　　１０月を除く年１１回実施＋街中開催３回程度

　○　薩摩川内・こしきお魚まつり　　１０月開催

事 業 費 6,000          

財 源 内 訳

水産物消費拡大事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　海洋環境の変化等により機能低下が進行している藻場の維持・回復を図るため，川内市漁協
管内の藻場の保全活動を行うもの

　○　藻場のモニタリング：２２ｈａ
　○　食害生物除去（ウニ）
　○　浮遊，堆積物の除去
　○　母藻の設置
　○　母藻の種苗投入

事 業 費 1,432          

財 源 内 訳

環境・生態系保全活動支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,000         34,206      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               42,100       49,678      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 ８／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               17,600       59,337      

事 業 概 要

　網津排水機場外１７機場の施設管理及び施設維持補修を行うもの

　○　主な事業内容

　　　　工事　：　永田排水機場主ポンプ用減速機オーバーホール（２台）

　　　　修繕　：　八間川排水機場変圧器取替修繕　外

事 業 費 76,937        

財 源 内 訳

湛水防除施設管理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　県営事業により農業生産基盤及び農村生活環境基盤を整備するもの

　○　湛水防除事業（隈之城地区）
　　　　第一機場水中ポンプ設置及び電気設備工事

　○　農村振興総合整備事業（東郷中央地区）
　　　　鳥獣害防止柵，用排水施設，農道整備等

　○　中山間地域総合整備事業（祁答院地区）
　　　　用排水施設，農道整備，鳥獣害防止柵等

　○　防災ダム事業（清浦地区），農道保全対策事業（薩摩川内地区）
　　　　実施設計

事 業 費 91,778        

財 源 内 訳

農業施設県営事業負担金事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　農道・農業用排水路等の維持管理を担う土地改良区の活動促進及び農地・農業用施設等の保
全向上活動を支援するもの

　○　各土地改良区の運営費補助金
　　　　薩摩川内市土地改良区，樋脇町小野土地改良区

　○　農地・水・環境保全向上対策支援事業の負担金
　　　　陽成地区ほか計３０地区，約１，６００ｈａ

事 業 費 37,206        

財 源 内 訳

農業施設負担金補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               360           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               963            　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,465         　              

963             

財 源 内 訳

事 業 概 要

市営バス民営化対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 費 3,465          

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　太平橋通りアーケードに設置した「中心市街地商店街情報表示板（平成２２年１月運用開
始）」を活用した商店街情報やイベント情報の作成や来街者への情報発信等を行い，中心市街
地の活性化を図るもの

　○　新規雇用人員　　１人

　ハローワークと共同で再就職支援のための窓口を設置し，求職者に情報提供やカウンセリン
グ等を行い再就職支援に関する総合的な支援を行うもの

　○　相談窓口の設置（平成２１年５月　ハローワーク川内）

　○　求職活動プラン作成

　○　計画的求職活動の指導　など

事 業 費 360             

財 源 内 訳

中心市街地活性化情報発信等事業

■

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　甑島地域で実施している自動車運送事業（市営バス事業）の平成２４年度民営化準備事務を
行うもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費

商工振興課

再就職サポート事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③ カ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,142         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③ オ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               13,916       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,522         　              

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　九州新幹線全線開業に合わせ，観光客の利便性向上を図るため，川内駅からの２次交通アク
セスとしてボンネットバスを使用した定期観光バスを運行するもの

　○　レトロ調ボンネットバスで，市内の観光地を周遊する
　　　　土・日・祝日のみ運行

　○　新規雇用人員　　２人

事 業 費 7,522          

財 源 内 訳

ボンネットバスを活用した定期観光バス運行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　新幹線全線開業や都市緑化フェアに合わせ，フラワーポットにより緑豊かな潤いのあるまち
づくりを推進するもの

　○　フラワーポット設置及び植栽場所
　　　　昭和通り，太平橋通り，向田本通り，大小路通り

　○　新規雇用人員　　４人

事 業 費 13,916        

財 源 内 訳

市街地フラワーライン事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　中心市街地の再生を図るため，開発可能性のある区域について，テナントミックス事業計画
を策定するもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 4,142          

財 源 内 訳

中心市街地テナントミックス調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               23,500      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               96,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,000        

事 業 概 要

　商工業者の負担の軽減を図るため，緊急保証制度による融資を受けた事業者に対し，信用保
証料を補助するもの

　○　融資額５００万円までの保証料について１００％補助

事 業 費 7,000          

財 源 内 訳

緊急保証制度保証料補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　商工業者の負担軽減を図るため，制度資金及び運転資金を利用している事業者に対し，支払
利子を補助するもの

　○　融資額１，０００万円までの利子分について１００％補助

　○　補助期間　　３年間

事 業 費 96,000        

財 源 内 訳

中小企業対策利子補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　商工業の振興を図るため，経営改善普及，個別相談・指導及び新規事業や経営革新の相談，
税務に関する指導等に係る事業に対し補助するもの

　○　川内商工会議所　　　８，０００千円

　○　薩摩川内市商工会　１５，５００千円

事 業 費 23,500        

財 源 内 訳

商工会議所等指導事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,800        

事 業 概 要

　市内で生産される農林水産物を使用し，加工品を製造販売するために，新たに雇用を創出す
る事業者に対し施設整備費の一部を補助するもの

　○　施設・整備助成金　　補助率　１／２　上限２００万円

　○　雇用助成金　　　　　１人３０万円　　上限１０人まで

事 業 費 5,800          

財 源 内 訳

農商工連携チャレンジ起業支援補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　中小企業の活性化や安定化を図るため，中小企業の社員研修費，製品宣伝活動経費，研究開
発経費，知的財産権申請経費に係る経費の一部を補助するもの

　○　社員研修経費　　　　１/２以内　上限１０万円

　○　製品宣伝活動経費　　１/２以内　上限３０万円

　○　研究開発経費　　　　１/２以内　上限５０万円

　○　知的財産権申請経費　１/２以内　上限７０万円

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

中小企業元気づくり補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　新たな起業家の発掘や中小企業者の事業拡大促進を図るため，県制度資金のうち，創業支援
資金，新事業チャレンジ資金，商店街活性化資金について，利子及び保証料を補助するもの

　○　利子補助　　　融資額１，０００万円までの利子分について１００％補助
　　　　　　　　　　（補助期間：３年間）

　○　保証料補助　　融資額５００万円までの保証料について１００％補助

事 業 費 4,000          

財 源 内 訳

創業・チャレンジ支援補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               500           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,993        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               86,527      

事 業 概 要

　
　バス交通の空白・不便地域の解消を行いながら，市民の交通移動手段の確保及び市街地への
利便性の向上を図るもの
　
　○　運行路線　　くるくるバス，廃止代替バス，北部循環バス（川内地域）
　　　　　　　　　ゆったりバス（東郷地域）
　　　　　　　　　ゆうゆうバス（樋脇地域）
　　　　　　　　　祁答院バス

事 業 費 86,527        

財 源 内 訳

地域巡回バス運行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　甑島における自動車運送事業について，民営化へ向けた移行準備を行うもの
　
　○　企業会計清算手続指導・助言業務委託等

事 業 費 1,993          

財 源 内 訳

自動車運送事業民営化移行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　商店主の意識高揚や中心市街地商店街の活性化を図るため，商工会議所が行う商店街向けの
「商人（あきんど）塾」に係る経費の一部を補助するもの

　○　商工会議所が行うセミナーに対する補助

　【参考】　平成２２年度実績：１８社（２３人）

事 業 費 500             

財 源 内 訳

商人（あきんど）塾補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               31,642      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,080        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               15,500      

事 業 概 要

　中心市街地に賑わいを創出するため，「まちあいサロン」や「まちのにぎわい館」の運営及
びイベント開催を支援するもの

　○　中心市街地賑わい対策支援事業補助金　　３，０００千円

　○　まちあいサロン運営委託　　　　　　　　５，５００千円

　○　まちのにぎわい館運営委託　　　　　　　７，０００千円

事 業 費 15,500        

財 源 内 訳

中心市街地活性化事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　地区コミュニティ協議会がデマンド運行をする場合に，その経費の一部を補助するもの

　○　運行助成　　補助率　１／２　上限１００万円

　○　事務助成　　上限３６万円（月額３万円）

事 業 費 4,080          

財 源 内 訳

地区コミ・デマンド運行モデル事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■

事 業 概 要

　
　地域公共交通活性化協議会において，地域の多様な交通ニーズに応えるため，公共交通の活
性化・再生に向けた事業を実施するもの

　○　事業内容　　　①　デマンド交通（事前予約型乗合タクシー）実証運行
　　　　　　　　　　　　（入来地域）Ｈ２２.７月運行開始
　　　　　　　　　　②　市内横断シャトルバス実証運行　Ｈ２２．１１月運行開始
　　　　　　　　　　③　川内駅西口バス待合所管理業務委託　　等

事 業 費 31,642        

財 源 内 訳

薩摩川内市地域公共交通活性化協議会負担金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１９ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,200        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               229            10,128      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               588            16,658      

事 業 費 10,357        

財 源 内 訳

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 企業・港振興課

事 業 概 要

　空き店舗等を活用し，新たに小売業等の開業を目指す商業者に対し，店舗改装経費の一部を
補助するもの

　○　中心市街地　　　　１／２以内　上限額１００万円

　○　中心市街地以外　　１／２以内　上限額　５０万円

事 業 費 7,200          

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　市民レベルでの国際交流を推進するとともに，友好都市等との相互交流の充実を図るもの

　○　国際交流員招致事業の実施
　○　韓国昌寧郡との友好交流活動の実施
　○　国際交流協会運営の支援
　○　外国人留学生奨学金の支給

事 業 費 17,246        

財 源 内 訳

国際交流事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　本市と中国江蘇省常熟市は，旧川内市時代を含めて今年友好都市締結２０周年を迎えること
を記念し，文化・スポーツ・経済等の各分野で両市市民の交流を行うため，記念事業や交流事
業を行うもの

　○　常熟市との友好都市締結２０周年記念事業の実施
　　　　記念事業への来日団受入，公式訪中団派遣

　○　新鑒真寄港事業の実施

　○　新規雇用人員　　１人【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

友好都市締結２０周年記念事業

財 源 内 訳

商業者支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,309         17,961      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               391            52,340      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１８ ③ カ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               29              45,276      

事 業 概 要

　本市における経済浮揚及び雇用の増大を図り，産業振興を推進するため，県内外からの企業
誘致を図るもの

　○　東京モノレール及びインターネットを活用した企業誘致情報ＰＲ
　○　企業訪問活動の実施
　○　立地企業研修会の開催
　○　企業誘致フェア出展及び企業立地意向調査等企業誘致のための支援業務委託
　○　鹿児島県企業誘致推進協議会等負担金
  ○　企業立地促進条例に基づく助成
  ○　水利権更新申請書作成業務委託

事 業 費 45,305        

財 源 内 訳

企業立地対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　川内港への物流システムの確立等を推進し，平成１６年４月に開設された定期コンテナ航路
の安定的継続や川内港の利活用を図るもの

　○　県内外貿易関係企業等へのポートセールス活動の実施
　○　本市と常熟市の経済団体間で実施される経済交流の支援
　○　コンテナ取扱量の増大のためのかごしま川内貿易振興協会補助金の拡充
　○　鹿児島県国際航路開設促進協議会等負担金
　○　川内港待合所管理委託

　【参考指標】コンテナ取扱実績　　平成２２年　８，８２８ＴＥＵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年　７，０２６ＴＥＵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年　７，８７１ＴＥＵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年　８，５４７ＴＥＵ

事 業 費 52,731        

財 源 内 訳

川内港利活用推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　国際交流センター等の適切な維持管理等を図るもの

　○　国際交流センター指定管理料　　　等

事 業 費 23,270        

財 源 内 訳

国際交流施設管理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,253         6,287        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               914            　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ カ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,629       10,000      

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　シティセールスを通じた雇用機会の創出と地域経済の活性化を図る「薩摩川内市雇用創造協
議会」の活動を支援するもの

　○　観光や特産品等に関する人材育成セミナーの開催と，甑島地域における着地型ツー
　　　リズム商品や農林水産加工品の商品化及び販路開拓
　　　　協議会で事業推進４人，開発員５人を雇用

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　甑島地域の地域資源の掘り起こし，地元地域経済，文化活動等の活性化を図るため，甑島に
おける諸地域振興活動に対しシンクタンクからの助言等を受けるもの

　○　新規雇用人員　　３人

事 業 費 24,629        

財 源 内 訳

シティセールス雇用創造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

  シティセールスサポーター等に対し，最新の観光トピックスやシティセールス情報等につい
て情報収集，整理等を行い，情報提供・連絡調整を行うもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 914             

財 源 内 訳

シティセールス活動促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

シティセールス推進課

事 業 概 要

　甑島航路に関する関係機関との協議等及び甑島旅客待合所施設の維持管理を図るもの

　○　航路に関する関係機関等との協議

　○　甑島旅客待合所施設管理

  ○　フェリードック入渠期間中の生活物資運搬に係る経費の補助

事 業 費 7,540          

財 源 内 訳

甑島航路事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,022        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,127        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,000         　              

事 業 概 要

　観光誘客による地域活性化を図るため，本市の地域資源を活用した交流体験プログラムを取
り揃えた地域ツーリズム型観光イベント「薩摩川内スピリッツ・きやんせ博覧会（略称：きゃ
んぱく）」の実施を支援するもの

　○　２回開催予定

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

薩摩川内スピリッツ・きやんせ博覧会事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　観光入込客数や宿泊客数の増加，特産品販売額増加，定住人口増加を目指し，「行きたい・
買いたい・暮らしたい」をキャッチフレーズにセールス活動を行うもの

　○　トップセールス事業

　○　観光・特産品・定住セールス事業

　○　特別販売事業

　○　名物グルメ・スイーツ事業

　

事 業 費 7,127          

財 源 内 訳

事 業 費 6,022          

財 源 内 訳

セールスプロモーション事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

シティセールス情報発信・広告事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　本市の知名度及び好感度の向上・地域の魅力の再発見に資するため，本市の魅力の情報発信
や広告を行うもの

　○　シティセールスＰＲ・広告事業

　○　市内主要施設情報発信事業（国立天文台ＶＥＲＡ入来観測局等）
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               320           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ オ

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               15,395       　              

事 業 費 15,395        

財 源 内 訳

新　規

Ｃ

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　平成２３年３月の九州新幹線全線開業の効果の拡大に向けて，観光ガイドの組織強化，甑島
案内所の強化，観光案内所の情報発信の強化等を図るため観光協会の組織体制を充実させるも
の

　○　新規雇用人員　　４人

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 観光課

事 業 概 要

　本市の将来都市像「市民が創り　市民が育む　交流躍動都市」を具現化する取組として市民
ぐるみのシティセールスを展開するため，シティセールスサポーターの活動を支援するもの

　○　サポーター拡大

　○　ＰＲ支援グッズ提供

　○　サポーター数：約３，７００人（団体）　　　　※　平成２３年１月現在

九州新幹線全線開業キャンペーン事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ

事 業 費 320             

財 源 内 訳

シティセールスサポーター事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　郷土愛の醸成を目指し，社団法人川内青年会議所が主催する市民参加型イベントに補助する
もの

　○　ふるさとギネス大会

事 業 費 1,000          

財 源 内 訳

ふるさとギネス大会補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               11,401       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               9,000         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,000         　              

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　藺牟田池は，国指定の天然記念物「泥炭」や国内希少動植物「ベッコウトンボ」の生息する
重要な湿地として，２００５年にラムサール条約の登録されている。その藺牟田池を中心とし
た観光案内，集客増のためのセールス強化・推進を図るために，「藺牟田池観光案内所」を藺
牟田池県立自然公園内に設置するもの

　○　新規雇用人員　　３人

事 業 費 11,401        

財 源 内 訳

藺牟田池観光案内所委託事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　観光客の誘客推進並びに本市を訪れた目的等を把握するとともに，特産品のＰＲに資するた
め，市内への宿泊者，観光施設利用者，イベント参加者等に対し，アンケート調査を実施し，
応募者の中から抽選で特産品等をプレゼントするもの

　○　アンケート調査の実施
　　　　訪問目的や滞在日数，印象に残った観光スポットや産品，宿泊施設等への要望等

　○　特産品等をプレゼント
　　　　薩摩川内市特産品協会等と連携し，アンケート回答者の中から抽選でプレゼント

事 業 費 6,000          

財 源 内 訳

きやんせ！薩摩川内よかまちキャンペーン事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　本市への観光客誘致促進を図るため，旅行エージェント等が造成する旅行商品のうち，本市
の観光ＰＲにとって効果が高いと認められた旅行商品に対して，観光協会を通じて助成するも
の
　
　○　助成対象者　　旅行業登録事業者

　○　助成額　　　　送客実績に応じて設定（５万円～５０万円）

　○　助成限度額　　５０万円（一旅行商品当たり）
　

事 業 費 9,000          

財 源 内 訳

薩摩川内市旅行商品造成支援事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１７ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,000        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               123           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,783        

事 業 概 要

　
　体験滞在型観光を促進するため，受入れ体制の整備やＰＲ活動を行うもの

　○　グリーン・ツーリズム

　　　　修学旅行受入れ，体験農家登録の推進，プロモーション活動

　○　ブルー・ツーリズム

　　　　観光ボランティアガイドの養成，受入れ体制の強化，プロモーション活動

事 業 費 6,000          

財 源 内 訳

ツーリズム推進活動事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　
　川内川改修事業を促進し，水害から市民の生命・財産を守るため，要望活動や関係機関等と
の協議・調整を図るもの

事 業 費 1,783          

財 源 内 訳

川内川改修促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　藺牟田瀬戸架橋の建設促進と早期完成に向けて，国・県等への要望活動や協議・調整を図る
とともに，架橋建設に対する市民の機運の醸成・高揚を図るもの

事 業 費 123             

財 源 内 訳

建設政策課

藺牟田瀬戸架橋建設促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

　Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② ウ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               806           

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ８／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

32,000       90,700       40,000       380,569   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ５.５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

52,250       42,700       51             

事 業 概 要

　川内川下流域の対岸間の交流及び防災対策を支援するため，南九州西回り自動車道川内川橋
梁歩道整備を実施するもの

　○　国土交通省への委託工事　　負担割合（歩道部）における負担分

事 業 費 95,001        

財 源 内 訳

高江猪子嶽線整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　地域の交通安全の向上と地域間のアクセスの改善を図るため，市民生活に密着した市道の改
良舗装等の実施及び県道整備事業に伴う市負担金を拠出するもの

　○　一般道路整備事業　　　　今寺・松岡線　外６路線

　○　電源立地校区振興事業　　寄田・馬込線　外２路線

　○　県道整備事業負担金　　　川内祁答院線（負担金）

事 業 費 543,269     

財 源 内 訳

建設整備課

一般道路整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　南九州西回り自動車道の建設促進に取り組み，関係機関等との協議・調整を図るもの

事 業 費 806             

財 源 内 訳

南九州西回り自動車道建設促進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,438        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               51,200       28,800      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ５.５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

178,872    139,000    46,500       7,351        

事 業 概 要

　川内駅東西を結ぶ幹線道路として川内駅周辺の活性化を図るため，車両等の通行に支障をき
たしているガード下の改良を実施するもの

　○　鉄道アンダー部委託工事

　　※　継続費設定

事 業 費 371,723     

財 源 内 訳

横馬場田崎線整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　県港湾整備計画に基づく県管理の川内港，里港，長浜港の改修等に要する経費の一部を負担
するもの

事 業 費 80,000        

財 源 内 訳

港湾県営事業負担金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　県河川整備事業に伴う管理道路（市道湯田口・伊勢美山線）の改良等に要する経費の一部を
負担するもの

　○　湯田川（管理道路）

事 業 費 7,438          

財 源 内 訳

県橋梁新設改良事業等負担金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

60,000       57,000       18,464      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県 ８／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

16,000       4,000        

事 業 概 要

　
　江戸時代の藩港久見崎軍港の跡地や造船関係資料が記された国の重要文化財「樗木文書」等
の歴史的な遺産が残る久見崎地域の活性化を図るため，ハマボウの自生する市民の憩いの場と
して，公園整備を実施するもの

　○　公園整備工事　　施設整備

事 業 費 20,000        

財 源 内 訳

久見崎公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　天辰第一地区土地区画整理事業区域内に，地域市民の憩いやレクリエーションの場並びに災
害時の避難所として整備を図るため，近隣公園として施設整備を実施するもの

　○　公園整備工事　　施設整備

事 業 費 135,464     

財 源 内 訳

三堂公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　川内川の河川敷を利用し，広い空間と広がる自然の大パノラマを活かした公園として川内川
宮里公園を利活用してもらうため，グラウンド整備を実施するもの

　○　公園整備工事　　グラウンド整備

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

川内川宮里公園整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,000         5,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２０ ③ オ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,000         500           

事 業 概 要

　
　全国都市緑化かごしまフェアの開催を契機に，シティセールスの一環として景観向上を図る
ため，団体・グループ等による市内の公共施設用地や遊休地等への花等の植栽・維持管理の支
援を行うもの

　○　看板設置

　○　花苗・肥料等の支給

　○　コンクールの実施等

事 業 費 1,500          

財 源 内 訳

花・緑植栽管理普及等事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

事 業 概 要

　
　国の川内川向田地区堤防の質的強化対策工事に併せ，良好な水辺環境の創出や親しみやすく
利活用しやすい河川空間の創造を図るもの

　○　基本設計業務委託

事 業 費 5,000          

財 源 内 訳

向田地区かわまちづくり事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　都市公園施設について，安全性の確保及びライフサイクルコスト縮減を図るため，施設の点
検等の基礎調査を行い公園施設長寿命化計画を策定し，長寿命化対策及び計画的な改築，更新
を行うもの

　○　公園施設長寿命化計画策定業務委託

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               964            　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               39,580       454,320   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               20,000      

事 業 概 要

　
　車両及び歩行者の安全確保並びに生活環境の向上を図るために，交通事故防止対策として必
要な道路交通安全施設の整備を実施するもの

　○　カーブミラー，ガードレール，区画線等の設置

事 業 費 20,000        

財 源 内 訳

交通安全施設単独事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　車両及び歩行者の安全確保並びに生活環境の向上を図るために，市道等の維持補修・維持管
理を行うもの

　○　市道等の維持補修

　○　市道川内駅東西通り線の維持管理

　　　　主な施設：エレベーター２箇所，エスカレーター２箇所，トイレ２箇所

事 業 費 493,900     

財 源 内 訳

建設維持課

道路維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

道路占用許可等台帳整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

■

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　道路占用許可等の台帳を電子化し，占用許可の更新通知や占用料の計算等，今後の道路管理
等に活用するため，庁内ＧＩＳ（地図情報システム）のデータベースに，従来の道路占用許可
等の台帳（紙ベース）に記載されたデータを入力整備（電子データ化）するもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 964             

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 ５.５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

21,450       18,550      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               15,000      

事 業 概 要

　内水対策基礎調査に基づき，集中豪雨時に浸水の予想される地区等の内水排除等の解析を行
うもの

　○　内水対策解析調査業務委託

　【参考】　平成２２年度　　基礎調査
　　　　　　平成２３年度　　解析調査
　　　　　　平成２４年度　　計画策定

事 業 費 15,000        

財 源 内 訳

内水対策解析調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　河川の適正な管理に資するため，護岸整備を実施するもの

　○　半崎川護岸整備

　○　高貫川護岸整備

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

河川維持補修整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　橋梁長寿命化修繕計画策定を行うもの

　○　橋梁長寿命化（詳細）点検業務委託

事 業 費 40,000        

財 源 内 訳

橋梁維持補修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

- 117 -



　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,200       20,410      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２０ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               5,330        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               50,000      

事 業 概 要

　
　周辺市町から本市中心市街地への増加する交通量の分散化と，住宅地における安全性の確保
を図るため，川内市街部改修（大小路地区引堤）事業と一体整備により，天大橋下流部から一
般国道３号まで都市計画道路中郷五代線として整備を実施するもの

　○　用地購入費

事 業 費 50,000        

財 源 内 訳

事 業 費 30,610        

財 源 内 訳

中郷五代線整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■

事 業 概 要

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　社会経済情勢等の変化に対応した都市整備を計画的に推進するため，都市計画基礎調査を実
施し，都市計画区域見直しの検証のほか，県都市計画区域マスタープラン策定を行うもの

　○　都市計画基礎調査業務

　○　都市計画区域見直し検証業務

　○　県都市計画区域マスタープラン策定業務

　○　都市計画道路変更決定図書作成業務

　薩摩川内市ふるさと景観計画を基本に，地域力によるふるさと景観の創出を図り，魅力ある
景観形成に取り組むもの

　○　景観重要資産等の案内板設置　６箇所

　○　景観整備事業に係る補助金　　５箇所

　○　景観表彰・学習事業等の実施

事 業 費 5,330          

財 源 内 訳

都市計画課

景観推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

都市計画推進事業
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ５.５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

27,500       21,300       50,363       　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,379        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               74,500      

事 業 概 要

　
　天辰第一地区土地区画整理事業に引き続き，（仮称）天辰第二地区土地区画整理事業の計画
を進めて行く上で必要な調査・測量・設計等を行うもの

　○　環境影響評価業務委託（Ｈ２２契約，Ｈ２３～２５債務負担行為）

　○　基本設計書作成

　○　事業計画（案）作成

事 業 費 74,500        

財 源 内 訳

（仮称）天辰第二地区土地区画整理（調査）事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　
　天辰第一地区土地区画整理事業に引き続き，（仮称）天辰第二地区土地区画整理事業の計画
を進めて行く上で必要な埋蔵文化財の分布調査（悉皆調査）を行うもの

　○　調査対象面積　５２ha

事 業 費 2,379          

財 源 内 訳

天辰区画整理推進室

埋蔵文化財発掘調査事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

※川内駅周辺地区土地区画整理事業特別会計

　川内駅東側の道路，駅前広場，公園等の施設整備を行い，駅を中心とする都市機能の拡充と
良好な居住環境の創出を図り，拠点地区に相応しい新市街地の形成を行うもの

　○　施行面積　　　　９.５ｈａ
　○　事業期間　　　　平成１５年度～平成２５年度
　○　平成２３年度　　道路築造，換地計画を実施

事 業 費 99,163        

財 源 内 訳

川内駅周辺地区土地区画整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 5.5/10，2/5 県 １／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

164,700    5,933         103,400    703,035    　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 ５.５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

171,600    133,300    264,019    　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               984            　              

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 建築住宅課

市営住宅使用料等滞納整理推進事業

項　　目

事 業 概 要

※入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計

　健全で快適な市街地の創出と良好な居住環境の形成を行うため，入来温泉場地区の道路等の
公共施設等整備を行うもの

　○　施行面積　　　　約１４．０ｈａ
　○　事業期間　　　　平成１２年度～平成３０年度
　○　要移転戸数　　　１９５戸
　○　平成２３年度　　道路舗装工事，造成工事，建物等移転補償，建物調査業務委託，事業
　　　　　　　　　　　計画・実施計画書変更業務委託等を実施

事 業 費 568,919     

財 源 内 訳

入来区画整理推進室

入来温泉場地区土地区画整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

※天辰第一地区土地区画整理事業特別会計

　天辰第一地区土地区画整理事業は，平成５年に川内地方拠点都市地域の拠点地区として指定
を受け，市の新たな核となる地域であるが，道路狭隘や浸水被害実績等，交通・防災上の課題
を多く抱えていることから，川内川・三堂川改修とともに土地区画整理事業により都市基盤整
備を行い，拠点地区としてふさわしい機能的で居住環境良好な新市街地を創出するもの

　○　施行面積　　　　約７５．４ｈａ
　○　事業期間　　　　平成９年度～平成２５年度
　○　平成２３年度　　造成工事，橋梁工事（新三堂橋，新上水流橋），道路築造，
　　　　　　　　　　　家屋移転等

事 業 費 977,068     

財 源 内 訳

天辰第一地区土地区画整理事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　市営住宅の住宅使用料滞納者に対して，文書による通知，電話による催告等，滞納整理の事
務補助を行うもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 984             

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               914            　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,314         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ② エ

補助率 国 １／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

2,866         10,457      

事 業 費 13,323        

財 源 内 訳

市有建築物耐震改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

建築基準法に基づく道路台帳等整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　都市計画区域内の現地調査やこれまでの２項道路に関する書類の追加調査を実施するととも
に，２項道路の公告に必要な調書や道路台帳等を作成を行うもの

　※　建築基準法施行規則の改正（平成１９年６月１日交付）により，平成２２年４月１日以
　　降都市計画区域内にある同法第４２条第２項に規定する道路「２項道路」については，道
　　路調査の上，道路の種類，指定年月日，位置，延長及び幅員を公告しなければならない。

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 914             

財 源 内 訳

空家有効利活用及び廃屋の管理指導対策事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

【ふるさと雇用再生特別基金事業】

　空家調査を行い，利活用可能と判定した空家は地域活性化住宅・定住促進住宅として有効活
用するため，倒壊の恐れがあると判定した廃屋はその危険度をデータベース化するもの

　○　新規雇用人員　　１人

事 業 費 3,314          

財 源 内 訳

事 業 概 要

　公共施設の安全性確認のため，市が管理する建物を対象に耐震診断を実施するもの

（耐震２次診断対象建物）　　　　　　　　　　　（凡例）ＲＣ造：鉄筋コンクリート造

　○　椿第１住宅（樋脇）　　　　　　昭和５０年度建設・ＲＣ造・５階建・１，２３３㎡

　○　いこいの村いむた池（祁答院）　昭和５３年度建設・ＲＣ造・４階建・４，４４３㎡

　○　祁答院支所庁舎（祁答院）　　　昭和３５年度建設・ＲＣ造・２階建・１，３０５㎡
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

600            600           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 2.3/10×1/3 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

460            1,340        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 ４．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

23,162       59,794      

事 業 概 要

　公営住宅の長寿命化と入居者の居住性向上を図るため，外壁塗装及び共用階段の手摺設置等
を実施するもの

（改善工事対象住宅）

　○　湯田口住宅　（川内）　　昭和５５年度建設・ＲＣ造・３階建・１２戸
　○　向湯第１住宅（樋脇）　　昭和５１年度建設・ＲＣ造・４階建・１６戸
　○　川口住宅　　（東郷）　  昭和５８年度建設・ＲＣ造・４階建・１６戸
　○　桜ヶ丘住宅　（下甑）　　昭和６０年度建設・ＲＣ造・３階建・１２戸

（次年度以降対象住宅の設計業務委託）

　○　東上川内住宅（川内）　　昭和５６年度建設・ＲＣ造・４階建・５６戸
　○　砂石住宅　（祁答院）　  昭和５６年度建設・ＲＣ造・４階建・１６戸

事 業 費 82,956        

財 源 内 訳

公営住宅ストック総合改善事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

木造住宅耐震診断補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

　昭和５６年５月３１日以前に着工した民間の木造住宅について，耐震診断を行う者に対し
て，耐震診断費用の一部を補助するもの

　○　１棟につき６万円を限度に，対象経費の２／３を補助

事 業 費 1,200          

財 源 内 訳

木造住宅耐震改修補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　昭和５６年５月３１日以前に着工した民間の木造住宅について，耐震改修工事を行う者に対
して，耐震改修工事費用の一部を補助するもの

　○　１棟につき３０万円を限度に，対象経費の９／１０を補助

事 業 費 1,800          

財 源 内 訳
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ② エ

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,700         16,300      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１２ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               8,928         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県 １／４

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

8,485         4,242         4,258        

事 業 概 要

　がけ地の崩壊等により，住民の生命に危険を及ぼすおそれのある土地に建っている危険住宅
を安全な場所に移転するために，危険住宅の除却等と新たに建設又は購入する住宅に要する経
費等に対して補助するもの

　○　補助内容
　　　危険住宅除却費　　　７８０千円（実費補助）
　　　建設（購入）費　４，４４０千円（金融機関から借入れをしたときの利息に対し補助）
　　　土地取得費　　　２，０６０千円（　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　）
　　　敷地造成費　　　　　５８０千円（　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　）

事 業 費 16,985        

財 源 内 訳

危険住宅移転促進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　定住促進及び地域活性化のため，民間事業者が建設した住宅の借上げを行い，市営住宅とし
て運用するもの

　○　平成１８年度建設借上住宅：陽成地区２棟２戸

　○　平成１９年度建設借上住宅：山田地区２棟２戸

　○　平成２２年度建設借上住宅：湯田地区・鳥丸地区　各２棟２戸
　　　　　　　　　　　　　　　：西方地区　１棟２戸

　○　平成２３年度建設借上住宅：３地区２棟２戸

事 業 費 8,928          

財 源 内 訳

借上型地域振興住宅事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　長年の使用で消耗劣化した浄化槽の一部（回転板）を年次的に取替改修を実施するもの

　○　宮下住宅浄化槽回転板取替（川内）　昭和６１～６３年度建設・１５６戸

事 業 費 24,000        

財 源 内 訳

市営住宅浄化槽改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 ７．５／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               90,000       450            116,199   

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,567         　              

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（重点分野雇用創造事業）】

　住宅用火災警報器未設置住宅への設置促進及びゴールド集落への防火訪問を実施するもの

　○　業務内容　　　　住宅用火災警報器の未設置住宅への設置促進活動
　　　　　　　　　　　ゴールド集落への防火訪問活動

　○　新規雇用人員　　２人

事 業 費 2,567          

財 源 内 訳

事 業 概 要

消防総務課

住宅用火災警報器普及啓発事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　市が過去に道路敷地として買収したが，分筆・所有権移転の登記が未処理のままの土地につ
いて，公共嘱託登記協会に委託して処理するもの

　○　平成２３年度　　５０筆処理予定

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

公共嘱託登記事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

事 業 概 要

　土地の所有者，境界，面積及び用途の現況を地籍調査により明らかにし，その成果を地籍
図，地籍簿などの地図情報として多角的に活用できるよう情報化を図るもの

　○　平成２３年度現地調査実施面積　　５．３２ｋ㎡
　
　　　　入来地区　（副田の一部）　　　２．２３ｋ㎡
　　　　祁答院地区（藺牟田の一部）　　３．０９ｋ㎡

事 業 費 206,649     

財 源 内 訳

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 用地課

地籍調査事業
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

1,626        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 ８／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

70,400       17,600      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

事 業 概 要

　
　消防救急無線のアナログ方式からデジタル方式への移行に伴う電波伝搬調査及び基本設計を
実施するもの

　○　薩摩川内市管内の電波伝搬調査（フィールド実験）

　○　基本設計

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

消防救急無線デジタル化移行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　消防本部・中央消防署庁舎建設に向けて建設予定地の地質調査及び基本・実施設計を実施す
るもの

　○　建設予定地の地質調査

　○　基本実施設計

事 業 費 88,000        

財 源 内 訳

事 業 費 1,626          

財 源 内 訳

消防庁舎等建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■

事 業 概 要

　
　万一の救急時に備え，安全・安心を確保するため，「かかりつけ医療機関」「持病等の内
容」「緊急連絡先」等の医療情報を入れ自宅に保管する専用の容器を配布するもの

　○　救急医療情報キット配付

　　　　市内全域　６５歳以上一人暮らし世帯　約６，４００世帯

救急医療情報キット配備事業
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

9,861         37,700       2,439        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 ８／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

27,100       6,865        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

10,472       16,500       11,528      

事 業 概 要

　
　水利が不足している地域に防火水槽を新設整備するとともに，無蓋水槽の有蓋工事等を行い
消防水利施設を整備するもの

　○　新設（４０ｔ）　川内地域　３基
　　　　　　　　　　　樋脇地域　１基
　　　　　　　　　　　下甑地域　１基

事 業 費

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

38,500        

財 源 内 訳

防火水槽整備事業

事 業 概 要

　
　消防団車庫詰所を新築整備するもの

　○　上甑中央分団中甑部車庫詰所新築工事

事 業 費 33,965        

財 源 内 訳

消防団施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　西部消防署水槽付消防ポンプ自動車の更新整備及び祁答院分署高度救命処置用資機材を新た
に整備するもの

　○　西部消防署水槽付消防ポンプ自動車　１台（水槽容量　２，０００ ）

　○　祁答院分署高度救命処置用資機材一式

事 業 費 50,000        

財 源 内 訳

消防資機材整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               9,700         1,200        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県 １０／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,995         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,568      

事 業 概 要

　
【石油貯蔵施設立地対策等交付金事業】

　小型動力ポンプ４台及び消防用ホースを整備するもの

　○　小型動力ポンプ（Ｂ－３級）　　４台

　○　消防用ホース　１１０本

事 業 費 10,900        

財 源 内 訳

消防団資機材整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業】

　児童生徒の安全の確保及び教育活動の充実を図るため，小・中学校の敷地内草刈り，生垣剪
定，敷地整備等の環境整備を行うもの

　○　新規雇用人員　　４人

事 業 費 4,995          

財 源 内 訳

事 業 概 要

　平佐西小学校の北中校舎の新増改築を実施するもの

　○　耐力度調査・地質調査実施設計業務委託

　　　　北中校舎　鉄筋コンクリート造　２階建　６８１㎡

事 業 費 12,568        

財 源 内 訳

教育総務課

平佐西小学校北中校舎新増改築事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

学校環境整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               16,188      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 １／３ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

13,300       25,400       1,790        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,945        

事 業 概 要

　川内南中学校の西校舎の大規模改造を実施するもの

　○　耐震補強計画・実施設計業務委託

　　　　西校舎　鉄筋コンクリート造　３階建　１，４６８㎡

事 業 費 3,945          

財 源 内 訳

川内南中学校西校舎棟大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　峰山小学校の屋内運動場の大規模改造を実施するもの

　○　大規模改造工事

　　　　屋内運動場　鉄骨造　１階建　４２２㎡

事 業 費 40,490        

財 源 内 訳

峰山小学校屋内運動場大規模改造事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　水引小学校の屋内運動場の新増改築を実施するもの

　○　耐力度調査業務委託・実施設計委託

　　　　屋内運動場　鉄骨造　１階建　５０８㎡

事 業 費 16,188        

財 源 内 訳

水引小学校屋内運動場新増改築事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県 ７／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

52,500       22,425      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,079         20,811      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,379        

事 業 概 要

　
　市内小・中学生の英語力向上を図るため，中学生の英語技能検定試験検定料の負担や，「英
語サマーキャンプ」開催を補助するもの

　○　英語技能検定試験検定料の負担
　　　　市内中学生　延べ３，９８２人（級により再受検可）

　○　市教科部会英語部会補助金
　　　　英語サマーキャンプ（小・中学生６０人　２泊３日　少年自然の家）
　　　　甑島区域から県，甑島区域内での英語発表大会等への出場生徒に，フェリー代，宿泊
　　　　代を補助

事 業 費 7,379          

財 源 内 訳

英語力向上プラン事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市内小・中学校の通常学級等に在籍する教育上特別の支援を必要とする障害のある児童生徒
に対して，学校生活上の介助や学習活動上の支援を行うため，特別支援教育支援員を配置する
もの
　
　○　特別支援教育支援員　２２人配置（２人増員）

　　　※　国の平成２２年度第１号補正予算の「住民生活に光をそそぐ交付金」により設置
　　　　した地域活性化交付金基金を活用し，特別支援教育支援員（スクールカウンセラー）
　　　　の２人増員を図り，特別支援教育の充実を図るもの

事 業 費 22,890        

財 源 内 訳

学校教育課

特別支援教育支援員配置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　小・中学校の教育用パソコンを整備するもの

　○　教育用パソコン
　　　　中学校　　８校　　パソコン，周辺機器（プリンタ），ソフトウェア

　○　校務用パソコン
　　　　小学校　４３校，中学校　１６校

事 業 費 74,925        

財 源 内 訳

教育用コンピュータ整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,470        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,180        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,213      

事 業 概 要

　
　小・中学校間の円滑な接続により，発達段階に応じた教育の充実と９年間の一貫した指導を
行うため，市内全中学校区で連携型の小中一貫教育を推進し，小学校英語教育の充実や，「コ
ミュニケーション科」による各学校の特色ある教育活動の推進を図るもの

　○　ゲストティーチャー（小学校英語講師）派遣見込時数　２９８学級×６時間
　○　児童生徒交流活動用バス借上げ見込　　本土地域９４台　　甑地域１５台
　○　コミュニケーション科授業時数（年間）　小学１，２年生　　　　１５時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小学３，４年生　　　　３５時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小学５～中学３年生　　６０時間

事 業 費 12,213        

財 源 内 訳

小中一貫教育推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　薩摩川内市に大いなる元気を与え貢献する人材を育成するため，卒業生を含め県内外で活躍
している著名人などの講演会・実技教室等を開催することにより，児童生徒が将来を見つめ，
夢や希望を膨らませ，自分の学校や郷土への誇りを持つ機会とするもの

　○　単独実施校：４０校，複数実施校：９校　　計４９校

事 業 費 6,180          

財 源 内 訳

薩摩川内元気塾事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　豊かで美しい自然や，伝統文化にふれることで，甑島の特色と本市の全体像を体感し，薩摩
川内市民の一体感を醸成するため，本土区域小学校４学年の児童を対象に，甑島を訪問する事
業実施に係る経費について補助するもの

　○　対　　象　　本土区域４学年児童（複式は３学年も含む）　８９４人

　○　補助内容　　学校～串木野新港間・甑島内のバス代，本土～甑島間の船舶代のうち，
　　　　　　　　　保護者負担額１，５００円を除く経費

事 業 費 4,470          

財 源 内 訳

甑アイランドウォッチング事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ② イ

補助率 国 １／３以内 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

25,053       50,108      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,853        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               2,000        

事 業 概 要

　
　国際感覚を持つ青少年を育成するため，海外にホームステイする青少年派遣生に研修費用を
補助するもの

　○　研修期間　　　夏休み期間の約１ヶ月間
　○　研修地　　　　アメリカ合衆国西海岸地区
　○　対象者　　　　市内在住の中学生
　○　補助金　　　　２００，０００円×１０人
　○　派遣生実績　　平成２２年度　１０人
　　　　　　　　　　平成２１年度　新型インフルエンザの影響で事業中止（応募９人）

事 業 費 2,000          

財 源 内 訳

青少年海外派遣事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　家庭の教育力向上や子育ての不安の解消を図るため，幼稚園，小・中学校に家庭教育学級を
開設し，中央公民館に子育てサロンを設置するもの

　○　幼稚園：１２園×３回，小学校：４３校×３回，中学校：１６校×３回
　○　家庭教育学級公開学習研修会，家庭教育学級ブロック別講演会，学級主事・学級長会の
　　　開催
　○　子育てサロンの年間開設　約５０回
　○　子育てサポーター養成講座の開催

事 業 費 2,853          

財 源 内 訳

社会教育課

「親の育ちが子の育ち」推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　私立幼稚園に就園させている世帯に対し，所得状況に応じた保護者の経済的負担の軽減と，
公・私立幼稚園間の保護者負担の格差是正を図るため，国の基準に応じた補助を行うもの
　
　○　対象園児見込数　６００人

事 業 費 75,161        

財 源 内 訳

私立幼稚園就園奨励費補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               500           

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

7,053        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 ８／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

15,400       3,911        

事 業 概 要

　
　電源設備の長期安定利用を図るため，法定耐用年数を経過して使用し続けている受変電設備
等を改修するもの

　○　受変電設備改修工事設計業務委託

　○　受変電設備改修工事

事 業 費 19,311        

財 源 内 訳

中央公民館・中央図書館改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市民の学習活動を推進するため，「いつでも，どこでも，誰でも」学ぶことができるよう，
中央公民館・地域公民館及び地区コミュニティセンター等をおいて，全市民を対象にした講座
等を開設するもの

　○　市民大学

　○　まなびねっとセンター事業

　○　社会教育活動活性化推進事業

事 業 費 7,053          

財 源 内 訳

公民館学習活動推進事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　有島三兄弟記念館姉妹館盟約を結んでいるニセコ町内の小中学生を本市に受入れ，心身とも
にたくましい青少年を育成するため，自然体験及び交流活動を実施するもの

　○　実施時期　　　　７～８月予定
　○　実施場所　　　　少年自然の家・甑島
　○　対象者　　　　　ニセコ町及び市内の小中学生
　○　交流団員実績　　平成２２年度　２２人　本市より派遣
　　　　　　　　　　　平成２１年度　２１人　本市より派遣

事 業 費 500             

財 源 内 訳

青少年フレッシュ体験事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               17,000      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,607        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,000        

事 業 概 要

　平成２０年６月に天辰第一地区内で発見された天辰寺前古墳の現地保存と史跡公園としての
整備を図るもの

　○　環境整備基本構想設計書作成

　○　委員会開催

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

天辰寺前古墳整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

C ■

事 業 概 要

　市指定有形民俗文化財である鹿島地域の盆ツーロ（切り子灯籠）の保存・伝承活動を行うと
ともに，周知活動を行うもの

　○　保存・伝承活動　　製作講習会の開催
　　　　　　　　　　　　解説書，詳細図等の製本

　○　周知活動　　　　　講演会の開催
　　　　　　　　　　　　市内イベントでの展示

事 業 費 1,607          

財 源 内 訳

盆ツーロ（切り子灯籠）保存・伝承事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ ■

文化課＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　
　老朽化が著しい樋脇公民館ホール及び樋脇公民館本館を解体・撤去し，樋脇地域の社会教育
及び公民館事業を通した生涯学習の振興を図るための拠点施設となる新たな地域公民館として
建設するもの

　○　樋脇公民館ホール解体・撤去工事　３５５㎡

　○　樋脇公民館本館解体工事設計業務委託

　○　樋脇公民館本館建設設計業務委託

事 業 費 17,000        

財 源 内 訳

樋脇公民館建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 ６．５／１０ 県 １／１０以内

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

5,367         430            4,187        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 ５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

2,000         2,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,014        

事 業 概 要

　史跡清色城跡の保存，整備を図るもの

　○　環境整備等

事 業 費 1,014          

財 源 内 訳

清色城跡保存関連整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　入来麓伝統的建造物群保存地区内の整備を図るもの

　○　事業計画報告書策定

事 業 費 4,000          

財 源 内 訳

事 業 費 9,984          

財 源 内 訳

入来麓伝統的建造物群保存地区街なみ環境整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　入来麓伝統的建造物群保存地区内の家屋等の修理を行い，同地区内の整備を図るもの

　○　修理修景事業　　３件

入来麓伝統的建造物群保存地区保存修理事業
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,700        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               1,800        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,253        

事 業 概 要

　全国４７都道府県の全市町村で，芸術鑑賞事業を実施することを目的に設立された「財団法
人日本青少年文化センター」による事業（同財団が事業経費の４分の１を負担）で,市内の小
中学校の体育館を利用して,普段接する機会の少ない,優れた生の芸術に触れる機会を設けるも
の

　○　優れた演奏者で構成する音楽団体を編成し，コンサートを実施
　　　　複数の楽器によるクラシックやジャズ，映画音楽等

事 業 費 4,253          

財 源 内 訳

事 業 費 1,800          

財 源 内 訳

小中学校芸術演劇鑑賞事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

新　規

Ｃ

事 業 概 要

　市内の子供達に，海外の一流の音楽を聞く場を提供すると共に，海外音楽団との交流を通し
て国際感覚を養ってもらうもの

　○　市内音楽団体とのジョイントコンサートを実施

事 業 概 要

　郷土芸能等を披露するイベントや小・中学生を対象とした「はんやジュニア大会」を開催す
るもの
　
　○　薩摩国分寺「秋の夕べ」・「春の芸能祭」の開催
　　　　各地域を代表する演芸や郷土芸能を披露，有名な演奏者等による特別公演の実施，
　　　　キャンドルアートの設置（薩摩国分寺秋の夕べのみ）

　○　はんやジュニア大会
　　　　市内の小・中学校を対象とした「はんや踊り」のフェスティバルの開催

事 業 費 6,700          

財 源 内 訳

国際青少年音楽祭事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ

文化のまちづくり事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               4,283        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               3,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

7,699        

事 業 概 要

　地域文化活動の拠点となる文化施設について，機能の充実による安定運用と利用者の安全を
図るため，老朽化施設の整備を行うもの
　
　○　第６～第１０会議室屋外防水工事

事 業 費 3,000          

財 源 内 訳

川内文化ホール施設設備整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　里地域を中心とした甑島で，写真，絵画，俳句，書のコンテストの実施や音大生を招いて音
楽祭を開催し地域間，世代の交流を図るもの

　○　トンボロ芸術村コンテスト及び街角ギャラリー
　　　　写真，絵画，俳句，書のコンテストの実施や優秀作品の展示，句碑の設置

　○　ワークショップ
　　　　里港防波堤壁面画創作活動

　○　「甑の風」音楽祭
　　　　音楽交流と鑑賞

事 業 費 4,283          

財 源 内 訳

トンボロ芸術村事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　恐竜化石の全身骨格レプリカを展示する化石展を整備するとともに，体験学習，交流活動を
行うもの
　
　○　化石展の整備
　　　　恐竜化石（タルボサウルス）全身骨格レプリカの展示

　○　体験学習，交流活動の開催
　　　　化石発掘体験
　　　　講演会

事 業 費 7,699          

財 源 内 訳

恐竜化石活用事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２１ ④

補助率 国 ６．５／１０ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

48,184       23,300       2,646        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               10,000      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               104,243   

事 業 概 要

　スポーツ合宿並びに指導者審判講習会等に専念できる環境を整え，スポーツ合宿誘致の推進
及び施設の利用価値・付加価値を高めるため，総合運動公園と一体となった宿泊研修施設を整
備するもの

　○　設計業務委託料・手数料，工事請負費

　　※　継続費設定

事 業 概 要

　陸上競技人口の底辺拡大と競技力向上を目的に，公認競技大会の誘致を推進するため，写真
判定装置を設置するもの

　○　写真判定機器設置

　○　計時・計測システム配線工事

事 業 費 10,000        

財 源 内 訳

総合運動公園陸上競技場写真判定装置設置事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■

事 業 費 104,243     

財 源 内 訳

市民スポーツ課

スポーツ交流研修センター整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　入来麓伝統的建造物群保存地区内の旧増田家住宅を公開施設として活用するため，整備する
もの

　○　設計監理業務委託

　○　本体修理工事

　　※　継続費設定

事 業 費 74,130        

財 源 内 訳

旧増田家住宅保存整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１５ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               8,304        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               8,000        

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               33,000      

事 業 概 要

　利用者の安全性・利便性向上を図るため，整備するもの

　○　トレーニング機器（筋力トレーニング系）の更新　　１２種１２機

事 業 費 8,000          

財 源 内 訳

総合体育館トレーニング室トレーニング機器整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ

事 業 概 要

　県外からのスポーツ競技団体に対し，市内合宿施設利用奨励金を交付することにより，合宿
の誘致を図るもの

　○　県外のスポーツ競技団体に対しての奨励金支給
　○　合宿スポーツ競技団体に対しての激励品・レセプション等の開催
　○　スポーツ合宿誘致活動（関東・関西・福岡方面）
　○　合宿スポーツ競技団体に対しての横断幕等の作成
　○　合宿招聘事業補助金

事 業 費 8,304          

財 源 内 訳

スポーツ合宿等誘致事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

事 業 概 要

　利用者の安全性・利便性向上を図るため，整備するもの

　○　樋脇総合運動場体育館改修工事
　　　設計業務委託費
　　　照明設備改修工事
　　　屋根防水改修工事
　　　キュービクル（変電設備）取替工事

事 業 費 33,000        

財 源 内 訳

樋脇地域社会体育施設改修事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ ■
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               544            2,188        

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               15,500      

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

８ ④

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               7,000        

事 業 概 要

　中央図書館及び８分館で,図書の管理,貸出・返却,検索,利用者登録等に使用している図書館
システムを更新し，機能向上,拡充ならびに業務の効率化を図るもの
　
  ○　使用期間　平成２３年７月～

　○　機器リース料，保守委託料等

事 業 費 7,000          

財 源 内 訳

図書館システム更新事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　市民のニーズや現代社会に対応できる図書資料や情報の整備と充実を図るとともに，読書活
動の推進に努めるもの

　○　一般図書購入　　約５,４００冊

　○　児童図書購入　　約４,６００冊

事 業 費 15,500        

財 源 内 訳

中央図書館

図書館資料整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　夏期・冬期の野外宿泊や体験活動にチャレンジし，仲間との友情を深めながら，思いやりの
心やどんな困難にも打ち勝つ強い精神力などを養うもの

　○　対　　象　　小学校高学年・中学生・高校生
　○　人　　数　　夏：５０人，冬：４０人
　○　実施時期　　夏休み（７月下旬），冬休み（１２月下旬）
　○　行　　先　　夏：甑島，冬：紫尾山

事 業 費 2,732          

財 源 内 訳

少年自然の家

夏・冬のアドベンチャー事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県 10/10

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               39,208       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

２３ ⑤

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               14,433      

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１６ ③

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               8,050        

事 業 概 要

　
　農地流動化の促進及び農業の中核的担い手の育成，農地の集積拡大を図り，農地の有効利
用，農業の生産性向上及び他産業並みの所得の向上に資するため，経営規模拡大を目指す中核
的担い手農家，農業生産法人等に対して補助金するもの

　○　新規契約及び更新契約の契約年数に応じて，農地の貸し手・借り手に対して，本土地域
　　は１回に１０アール以上，甑島地域は１回に５アール以上当たりの補助単価でそれぞれ補
　　助（３年～６年未満，６年～１０年未満，１０年以上）

事 業 費 8,050          

財 源 内 訳

農業委員会事務局

農地流動化促進事業補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｃ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

　平成２３年４月３０日任期満了に伴う市農業委員会委員選挙を適正に管理執行するもの

　○　公選委員　定数　３５人　　・　川内選挙区　　１７人
　　　　　　　　　　　　　　　　・　樋脇選挙区　　　６人
　　　　　　　　　　　　　　　　・　入来選挙区　　　４人
　　　　　　　　　　　　　　　　・　東郷選挙区　　　３人
　　　　　　　　　　　　　　　　・　祁答院選挙区　　４人
　　　　　　　　　　　　　　　　・　甑選挙区　　　　１人

事 業 費 14,433        

財 源 内 訳

市農業委員会委員選挙執行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

事 業 概 要

　平成２３年４月２９日任期満了に伴う鹿児島県議会議員選挙を適正に管理執行するもの

　○　薩摩川内市区　定数　３人

事 業 費 39,208        

財 源 内 訳

選挙管理委員会事務局

鹿児島県議会議員選挙執行事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｄ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／４ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

32,575       97,700       4,025         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

40,850       40,800       36,250       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 ８／１０

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               49,600       12,400       　              

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　水源地・配水池などの重要施設の運転状況を丸山浄水場で常時監視することで，異常の早期
発見が可能となり，断水を未然防止し，安定した水道水の供給を図るもの

　○　祁答院地区簡易水道黒木地区　　宮脇水源地

　○　　　　　　 〃　 　　　　　　　黒木浦配水池

事 業 費 62,000        

財 源 内 訳

遠方監視設備整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　手打地区漁業集落排水施設整備事業に関連し，仮設配管工事,配水管の布設替工事を，下水
道と同時施工することにより，公共事業の効率化と住民及び環境に配慮された事業推進が図ら
れ，事業効果が高められるもの

　○　仮設管　φ２０～φ１５０　Ｌ＝５，３９１ｍ
　○　配水管　φ５０～φ１５０　Ｌ＝３，０８９ｍ

事 業 費 117,900     

財 源 内 訳

下甑簡易水道建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　上手地区秋上浄水場の整備を実施し,安全で安心な水質の確保並びに水道水の安定供給を図
るもの

　○　前処理施設設備工　　φ１，４００×４，２００H  １基
　○　薬品注入設備工　　　一式
　○　電気計装設備工　　　一式
　○　場内整備工　　　　　一式
　○　連絡管整備工　　　　φ７５　Ｌ＝１，８８０ｍ

事 業 費 134,300     

財 源 内 訳

上水道課

祁答院簡易水道建設事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 1/2 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

37,250       37,200       2,050         　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               12,000       　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国
１/３（本土）
１/２（離島） 県 １/３×０.５９（本土）

１/４×０.５９（離島）

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

52,835       34,686       91,817      

事 業 費

財 源 内 訳

小型合併処理浄化槽整備補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

　
　公共用水域の水質汚濁を防止し，生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため，合併処理
浄化槽の整備を補助するもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計画基数）
　○　補助金額　　　５人槽：３３２，０００円　　　３２３基
　　　　　　　　６～７人槽：４１４，０００円　　　１４１基
　　　　　　　８～１０人槽：５４８，０００円　　　　１６基
　　　　　単独槽切換上乗せ：１００，０００円　　　　３３基

下水道課＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

179,338     

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　各簡易水道の固定資産等の資産評価を実施するもの

　○　川内地域５地区　　土川簡水，西方簡水，湯之元簡水，湯田簡水，水引簡水

事 業 費 12,000        

財 源 内 訳

簡易水道資産台帳整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

■

事 業 概 要

　
※簡易水道事業特別会計

　江石地区の配水管の布設替えを行い，安定した水道水の供給を図るもの

　○　配水管　φ３０～φ１００　Ｌ＝２，９７５ｍ

事 業 費 76,500        

財 源 内 訳

中甑簡易水道統合整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ
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　　（■は新規） （単位：千円）

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

１０ ②

補助率 国 １／２ 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

31,500       82,500       24,387       　              

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

７ ②

補助率 国 県 １／２

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

120,000    112,200    100,585    　              

課　名

事 業 名

戦 略 テ ー マ 重 点 的 取 組 政策重点項目

補助率 国 県

国庫支出金 県支出金 市　債 その他 一般財源

　               6,120        

事 業 概 要

　議員の調査研究活動の充実，強化のため必要経費の一部を会派又は会派に属さない議員に政
務調査費を補助するもの

　○　会　派
　　　　会派の所属議員数×１５，０００円×１２月

　○　会派に属さない議員
　　　　１５，０００円×１２月

事 業 費 6,120          

財 源 内 訳

議事調査課

市議会議員政務調査費補助金

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

事 業 概 要

※漁業集落排水事業業特別会計

　下甑町手打地区の下水道を整備するもの

　○　管路工事　　　　　　　　約３,３００ｍ

　○　マンホールポンプ設備　　３箇所

事 業 費 332,785     

財 源 内 訳

手打地区漁業集落排水施設整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ａ

事 業 概 要

※公共下水道事業特別会計

　川内地域平佐地区の公共下水道を整備するもの

　○　管路工事　　　　　　　　約１，０３０ｍ

　○　マンホールポンプ設備　　１箇所

　○　公共下水道全体計画の見直し，処理場増設にかかる業務委託費　一式

事 業 費 138,387     

財 源 内 訳

川内地区公共下水道整備事業

項　　目
一体化躍動ＰＰ 新　規

Ｂ
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